




CEOメッセージ

MS&ADインシュアランスグループ（以下当社グループ）は、「グローバルな保険・金融サー
ビス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支え
る」ことを経営理念（ミッション）としています。当社グループは、ステークホルダーの皆
さまとともに社会課題の解決に貢献し、社会との共通価値を創造（以下CSV）することで、
「レジリエントでサステナブルな社会」の実現に向けて着実に前進してきました。

2022年度からスタートした中期経営計画（2022-2025）では、「リスクソリューションの
プラットフォーマー」として社会とともに成長し、レジリエントでサステナブルな社会を支
える企業グループをめざしています。これを実現するために、３つの基本「Value（価値の創
造）」「Transformation（事業の変革）」「Synergy（グループシナジーの発揮）」を定め
ました。

「サステナビリティ」については、中期経営計画の基本戦略を支える基盤取組として位置付
けています。そして、当社グループとステークホルダーの双方にとって重要度の高い
「Planetary Health（地球環境との共生）」「Resilience（安心・安全な社会）」「Well-

being（多様な人々の幸福）」の実現を３つのマテリアリティ（重点課題）として、取組みを
進めています。

「Planetary Health（地球環境との共生）」については、相互に関連している「カーボンニュートラル（脱炭素・気候変動対策）」と「ネイチャーポジティブ
（自然資本の持続可能性向上）」を軸に取り組んでいます。当社グループは、温室効果ガス排出量を2050年度までにネットゼロにする目標を掲げ、環境負荷低
減の取組みを進めています。その具体的取組として、グループ独自の環境マネジメントシステム「MS＆ADグリーンアースプロジェクト」を通じて、温室効果
ガス削減取組をはじめとした自らの事業活動における環境負荷低減取組を積極的に推進しています。更に、保険やコンサルティングの提供を通じて、気候変動
による異常気象が企業等の活動に与える影響への対策の提供、脱炭素社会への移行に貢献する商品・サービスの開発を通じ、持続可能な発展を支援し続けてい
きます。2021年6月に発足したTNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：自然関連財務情報開示タスクフォース）は、情報開示の枠組み
を構築し世界の資金の流れが自然にとってポジティブな結果をもたらすように誘導することを目的に設置され、当社もTNFD日本協議会の招集者として主導的
な役割を果たしています。当社グループは自然資本の持続可能性向上に役立つソリューションや商品の提供を通じ、自然資本と事業活動との持続可能な関係を
構築し、地球環境との共生に貢献していきます。

「Resilience（安心・安全な社会）」については、防災・減災に加え新たなリスクへの対応を進めること、その活動が地方創生（レジリエントで包摂的な地域
社会づくり）等へつながることまでをめざし、取組みを進めています。また、イノベーションの進展や産業構造の変化に伴う新たなリスクに対応した商品・サ
ービスを提供することで、社会の安定的な発展に貢献していきます。例えば、先進的な調査研究機能と実践的なコンサルティング機能を持つMS&ADインター
リスク総研によるコンサルティングを通じ、リスクに備えるためのソリューションを提供しています。また、データ分析やAIによるリスクの可視化、課題解決
手段の提供など、自動車事故・自然災害・大規模震災や新型コロナをはじめとした感染症などへの備えを支援し、安心・安全な社会の実現に貢献していきま
す。更に、防災・減災に関して、官公庁や大学との共同研究を実施するとともに研究成果として新たなサービスの提供を実現していきます。

「Well-being（多様な人々の幸福）」については、「健康・長寿社会への対応」「人権尊重の推進」「社員のエンゲージメント向上」を中心に取組みを進めて
います。「健康・長寿社会」については、生涯現役を実現するための健康増進、充実したセカンドライフを支える資産形成策の提供を行うとともに、超高齢社
会を支える事業活動の発展を支援していきます。
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「人権尊重の推進」については、当社グループに加え、ビジネスパートナーを含めた人権デュー・ディリジェンスで取組みを推進します。「社員のエンゲージ
メント向上」については、リスキング、リカレント及び専門人財の確保・活躍にも注目しており、デジタル人財育成プログラムに取り組んでいます。また、グ
ローバル人財育成プログラムにも取り組み、国際感覚とグローバルビジネススキル向上のための仕組みを整備しています。更に公募制度（ポストチャレンジ）
の拡大や、自ら指定する部署にアピールできる制度（フリーエージェント）の活用などにより、社員が自律的なキャリア形成機会の提供を拡大しています。

これらの取組みに加え、多様な社員が一人ひとりの能力を真に発揮できる環境を整備し、「Diversity & Inclusion(D&I)」に「Equity(公平性)」の視点を取り入
れ、「DE&I」として推進しています。女性活躍推進は、2030年度末までのグループ目標達成に向けて、活躍の機会を拡大していきます。

近年、パンデミックの拡大や地球規模の温暖化による自然災害の激甚化に加え、地政学リスクといった、全世界においてさまざまなリスクが顕在化していま
す。こうした先行きの不透明な時代にこそ、「リスクソリューションのプラットフォーマー」としての本領を発揮し、社会を支える保険・金融グループとして
の使命を全うしていきます。

2023年10月

取締役社長　グループCEO
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CSuOメッセージ

多様化、複雑化する社会課題

近年、パンデミックや地政学リスク、自然災害の激甚化、デジタル技術の進展など、世界の
安心と安全を揺るがすさまざまなリスクが明確に現れてきています。また、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大を機に、人々の価値観や生活スタイルが変化し、お客さまをはじめとする
ステークホルダーの期待やニーズも、多様になってきています。更に、気候変動のようなグ
ローバルな課題においては、政治的、地政学的な要素が絡み、社会課題が複雑化する傾向も
強まっています。

MS&ADは、「こうしたリスクを誰よりも先に見つけ、お客さまや社会に知らせること」を起
点に、「リスクを予防する機能」「リスクの影響を小さくする機能」を加え、3つのアプロー
チで、社会課題を解決する商品やサービスを提供しています。

MS&ADの「重要な社会課題」とパートナーシップ

MS&ADは、ステークホルダーと当社の双方にとって重要 な 社 会 課 題を「 地 球 環 境との 共 生（ Planetary Health）」「安心・安全な社会
（Resilience）」「多様な人々の幸福（Well-being）」の3つと定め、その解決に向けて取り組んでいます。

3つは一見、別個の課題と見えますが、相互に深く関わっており、統合して取り組む必要のあるものです。

ストックホルム・レジリエンス・センターによる「SDGsウェディングケーキモデル」は、SDGsの17目標が3

階層から成り、それらが密接に関わっていることを、ウェディングケーキの形になぞらえたものです。また、頂
点の「パートナーシップで目標を達成しよう」は、複雑化した社会課題の解決にはパートナーシップが不可欠で
あることを示しています。

MS&ADにとっての重要な社会課題に置き換えると、「多様な人々の幸福」は「安心・安全な社会」によって成
り立ち、「安心・安全な社会」は最下層の「地球環境との共生」、つまり人々が生活するために必要な自然環境
によって支えられていることを意味しています。

例えば、MS&ADは自治体や研究者、地域のNPOと協働し、自然環境を再生して保全する「MS&ADグリーンア
ースプロジェクト」に取り組んでおり、社員と家族が参加しています。自然資本の回復や生物多様性の向上をめ
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ざすことで、頻発・激甚化する水害の被害を軽減することにつなげ、安心安全な社会とすることを通じた地方創生にも貢献することを狙っており、自然の恵み
を活かして課題解決するNature based Solutionを実践するものです。
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社員の日常の仕事でCSVを実現

MS&ADは2018年度から一貫し、サステナビリティやCSV（社会との共通価値の創造）を戦略の柱としています。組織の年度計画にCSVを織り込み、取組み
を進め、ふり返る。一連のサイクルがグループで共有され、今やグループ全社員の価値観に深く織り込まれています。ふり返りの一環として毎年開催する「サ
ステナビリティコンテスト」には、これまでに約2,000件の取組みが報告され、社会課題の解決に具体的に貢献しています。

このサイクルを着実に回すこと、ステークホルダーとのパートナーシップを通じて発展させることこそが、当社グループがめざす「レジリエントでサステナブ
ルな社会」に近づく唯一の道であり、社員一人ひとりのウェルビーイングももたらすものと信じています。

2023年10月

常務執行役員　グループＣＳｕＯ　　本島なおみ

熊本県球磨川流域での活動。2020年の豪雨被害を教訓に、上流の湿地を保全することによって生物多様性を向上させながら雨水の貯留効果を高め、水害の減災
に取り組む。

ホーム / サステナビリティ / CSuOメッセージ
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サステナビリティの考え方 MS&ADの「価値創造ストーリー」と
ビジネスモデル

目標（KPI）と取組実績 ESG課題へのアプローチ

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ

MS&ADとサステナビリティ

ステークホルダー・コミュニケーション イニシアティブ
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サステナビリティの考え方
MS&ADインシュアランス グループは、めざすグループ像を明確にするため、経営理念（ミッション）、経営ビジョン、行動指針（バリュー）を定めていま
す。また、経営理念の実現に向けたサステナビリティの考え方を定め、取組みを進めています。

サステナビリティを考慮した事業活動

MS&ADインシュアランス グループのサステナビリティの考え方

MS&ADインシュアランス グループは、経営理念の実現に向け、「価値創造ストーリー」を紡ぐ企業活動を通じて、社会との共通価値を創造し、「レ
ジリエントでサステナブルな社会」を目指します。
信頼と期待に応える最高の品質を追求し、ステークホルダーとともに、地球環境と社会の持続可能性を守りながら、誰もが安定した生活と活発な事業
活動にチャレンジできる社会に貢献し続けます。

（グループコーポレートガバナンスに関する基本方針 第2章 2.）

MS&ADインシュアランス グループは、安心と安全を提供する保険・金融グループとして、サステナビリティを考慮した事業活動を行います。ステー
クホルダーと対話をしながらサステナビリティに関わる課題への理解をともに深め、その解決に貢献し、企業価値の向上を目指します。

保険引受においては、社会からの要請に応える商品・サービスを提供します。また、社会や地球環境にマイナスの影響をおよぼす課題やリスクを
考慮します。
投融資においては、ESGを考慮し、中長期的な投資リターンの獲得とサステナビリティに関わる課題解決への貢献を目指します。

喫緊の対応が必要とされる「気候変動への対応」、「自然資本の持続可能性向上」及び「人権尊重」における課題に優先的に取り組みます。
また、これらの事業活動は、国際的な基準に沿って開示していきます。

　【気候変動への対応】

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / サステナビリティの考え方

気候変動は、人々の暮らしや生態系に大きな影響をおよぼし、保険事業にも重大なリスクをもたらすことから、気候変動の緩和と気候変動への適
応に取り組みます。
パリ協定の合意実現には、次世代エネルギー（再生可能エネルギーや水素等）、カーボンリサイクル等に加え、温室効果ガス削減に向けた革新的
技術の確立と社会実装を更に進める必要があります。取引先をはじめとするステークホルダーとの対話をすすめ、ネットゼロ社会への移行を支え
る、新たなリスクソリューションの提供や投融資に積極的に取り組みます。
石炭火力発電所、主に一般炭を産出する炭鉱の開発と運営に関する新規の保険引受や投融資は行いません※1。
石炭事業を主業とする企業※2のエネルギー採掘プロジェクトに関する新規の保険引受は行いません※3。また、オイルサンド採掘及び北極圏にお
ける石油・ガス採掘プロジェクトに関する新規の保険引受や投融資は行いません※3。
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当社グループの事業プロセス、取引先における温室効果ガス排出量削減及び再生可能エネルギー導入率についても、中長期目標を定めて取り組み
ます。



2030年度 2050年度

60％ 100％

＜再生可能エネルギー導入率　中長期目標＞

　【自然資本の持続可能性向上】
自然資本は、私たちの社会、経済を支える基盤であり、その保全と持続可能な利用が社会の繁栄と経済の発展に不可欠であることから、生物多様
性の保全に努め、自然資本の持続可能性の向上に取り組みます。
次の事業については、自然資本や地域社会に負の影響を与える可能性があるため、取引先の環境への配慮状況等を踏まえ、慎重に取引の可否を判
断します。

－石炭火力発電所と炭鉱、石油火力発電所と油田、
オイルサンド採掘、及びガス田の新規建設
－水力発電所の新規建設
－未開拓の場所への大規模な開発を伴う新規の農林水産事業
－ユネスコ世界遺産保護条約で保護対象となる自然・文化遺産及びラムサール条約で保護
対象となる湿地を破壊するおそれのある事業

　【人権の尊重】
人権の尊重は、全ての人が安心して暮らせる安全な社会の基盤となることから、人権を尊重した事業活動を行います。
一度に大量の人々を殺傷するクラスター弾、生物・化学兵器や無差別殺傷につながる対人地雷といった非人道的兵器製造企業に係る保険引受及び
投融資は行いません。
先住民族・地域住民の人権を侵害するおそれのある事業については、取引先の地域社会への配慮状況等を踏まえ慎重に取引の可否を判断します。

以上の「サステナビリティを考慮した事業活動」の方針・計画・取組状況については、取締役会及びサステナビリティ委員会で論議を行います。また
透明性の高い情報開示に努め、ステークホルダーとの対話を重んじ、本内容は適時に見直してまいります。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / サステナビリティの考え方
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対象 2030年度
2050

年度

スコープ1・2 基準年度（2019年度）比 50％削減 ネット
ゼロ

スコー
プ3

カテゴリ1、3、5、６、
7、13

基準年度（2019年度）比 50％削減

保険引受先・投融資先 お客さまとともにGHG排出量削減に向けた取組みを進めるため、対話を深め、削減に向けた課題の把握と、課題解決に向けた
ソリューションの提案を実施

基準年度（2019年度）比37％削減（国内主要取引先）

＜グループ温室効果ガス排出量削減　中長期目標＞

スコープ1：社有車のガソリン等、燃料から直接排出されるもの

スコープ2：購入した電力、熱等の利用により間接的に排出されるもの

スコープ3：スコープ1・2以外の当社の事業を通じて間接的に排出するもの



（※1） パリ協定の合意事項達成を目的に、脱炭素化等の技術・手法を取り入れている既設の石炭火力発電所及び主に一般炭を産出する炭鉱の開発と運営に関する案件については、慎重に検討の上、対

応を行う場合があります。

（※2） 収入の25%以上を石炭火力発電、主に一般炭を産出する鉱山から得ている企業、又は25%以上のエネルギーを石炭で発電している企業

（※3） パリ協定の合意事項達成を目的に、温室効果ガス排出量削減を計画している企業やプロジェクトを除きます。

MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル

MS&ADインシュアランス グループは、以下のイニシアティブに参画しています。
パリ行動誓約（Paris Pledge for Action）
国連グローバル・コンパクト（UNGC）
国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）〔持続可能な保険原則（PSI）、自然資本ファイナンス・アライアンス（NCFA）〕
責任投資原則（PRI）
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
Partnership for Carbon Accounting Financials（PCAF）
気候変動イニシアティブ（JCI）
持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）
企業と生物多様性イニシアティブ(JBIB) 他

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / サステナビリティの考え方
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めざす姿「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」

MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル

MS&ADインシュアランス グループは、保険事業という公共性の高い事業を中心に、社会課題を解決し社会への価値を提供するとともに、我々自身も売上や利
益といった価値を享受するという、ビジネスモデル「価値創造ストーリー」を掲げています。
当社グループは「サステナビリティの考え方」に基づき、保険・金融サービス事業者として、事故や災害をはじめさまざまなリスクを引き受け、万一の際の補
償を提供します。また、リスクそのものの発生を抑制するために、リスクを引き起こす要因となる社会課題の解決に力を注いでいます。「リスクを見つけ伝え
る」、「リスクの発現を防ぐ・影響を小さくする」、「経済的な負担を小さくする」、この取組みにより、企業活動を通じた社会との共通価値の創造を実現し
ていきます。これが当社グループのビジネスモデルです。

サステナビリティの考え方

価値創造ストーリー

価値創造ストーリー実現に向けた取組み

中期経営計画（2022年-2025年）では、価値創造ストーリーを実践し、リスクソリューションのプラットフォーマーとして社会課題の解決へ貢献し社会ととも
に成長する「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」をめざすとしました。
当社グループの経営理念の実現に向けて、社会課題に向き合い、当社のビジネスモデルを通じた商品・サービスを提供することで、お客さまが安心して生活や
事業活動を行うことのできる環境づくりをサポートしていきます。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル
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マテリアリティの特定

［STEP1］社会課題についての分析

［STEP2］サステナビリティの重点課題の決定

世界共通の目標や国際的なガイドラインやフレームワーク等を踏まえ、解決が望まれる社会課題を洗い出した上で、ステークホルダーの評価や意思決定に対す
る影響と、当社グループの事業における影響を評価し、双方にとって重要度の大きいものをマテリアリティとして特定しています。

世界共通の目標であるSDGs（持続可能な開発計画）やISO26000、国際的なガイドラインやフレームワーク、報告書等を踏まえ、解決が望まれる社会課題を
洗い出しました。

洗い出した社会課題解決に向けた当社グループの事業活動について、ステークホルダーによる評価及び意思決定に対する影響が大きい項目、かつ、当社グルー
プの長期的なリスク・機会に大きく影響するものを分析しました。ステークホルダーと当社の双方にとって重要度が高いものを整理して3つの重点課題を定めま
した※。

※ステークホルダーの評価にあたっては、お客さま及び代理店アンケート、株主との対談、投融資先との対話、社員エンゲージメントを活用し、解決が望まれる
社会課題と当社への期待を調査・分析しています。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル
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［STEP3］重点課題における主な取組み

これらの重点課題は社会と当社グループ双方に価値を創造する取組みとして進めることを明確にするため、CSV（Creating Shared Value）取組と位置付けて
います。また、課題の解決によって到達すべきゴールはSDGsのめざすゴールとも一致しています。

重点課題

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル
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［STEP4］経営への報告

目標

CSV取組のインパクト

特定した重点課題は中期経営計画のサステナビリティ重点課題として経営に報告を行い、インフォメーションミーティングや従業員への対面での説明会等を通
じステークホルダーに公表しています。

リスク・機会と取組み策 PDF

KPI（主要業績指標）を定め、取組みを推進しています。

KPI（主要業績指標）

企業価値の向上と社会課題の解決の両面でポジティブなインパクトを生み出しています。

インパクト

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル
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マネジメント体制

のあらゆる事業活動において、環境・社会・企業統治（ESG）などのサステナビリティに配慮しています。

ESG課題へのアプローチ

サステナビリティに関する取組方針・計画等は、取締役会及び四半期ごとに開催される委員会で論議を行っています。サステナビリティ委員会は、当社及びグ
ループ国内保険会社の社長、企画担当役員、リスク管理担当役員及び社外取締役などで構成され、全ての事業活動におけるサステナビリティ課題への配慮につ
いても論議されます。論議内容は取締役会及び経営会議に報告されます。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / MS&ADの「価値創造ストーリー」とビジネスモデル

ESG課題へのアプローチ

当社グループは、「サステナビリティの考え方」を定め、ESG課題への取組方針として掲げています。商品・サービスの開発や提供及び投融資など、グループ
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「サステナビリティを考慮した事業活動」の実践

ESG課題へのアプローチ

MS&ADインシュアランス グループは、商品・サービスの開発や提供及び投融資などグループのあらゆる事業活動において、環境・社会・企業統治（ESG）な
どのサステナビリティを考慮しています。
ESGに関する影響は、例えば、基本的人権の尊重を脅かす人権侵害や、違法伐採による森林の減少、経済の成長と安定性をゆるがす汚職・贈賄などがありま
す。当社グループの事業活動はESGに影響を与える可能性があります。また、当社グループ自身もESGに関する影響を受ける可能性もあります。当社グループ
は当社グループ自身のリスクとして対応するほか、例えば、事故の低減を目的とし安全運転を支援する運転見守りサービスを付加した自動車保険やビッグデー
タの活用による自然災害への予防策の提供のように、ESGへの対応をビジネスチャンスにつなげています。ESGに関するリスクと機会を的確に把握し、事業活
動に反映していくことが重要です。
特に、ESGのリスクは法的リスク、風評リスク、品質に関わるリスク、事業継続リスク、オペレーショナルリスク、移行リスク、財務リスクなど広範囲に及
び、当社グループの事業活動やステークホルダーに大きな影響を与える可能性があります。当社グループは、ESGに関わるこれらのリスクを把握し、事業活動
全体にわたって管理しています。
これらのアプローチについて、当社グループは「サステナビリティを考慮した事業活動」を定め、ESG課題への取組方針として掲げています。
なお、ESGの考慮にあたり、国連グローバル・コンパクト、世界人権宣言、企業と人権のための指導原則、国際労働機関の基準、国連腐敗防止条約､及びOECD

多国籍企業ガイドラインを参考にしています。

サステナビリティの考え方

SDGsに貢献する商品・サービス

ESG課題へのアプローチ（実務プロセス） PDF  （1,081KB）

当社グループは、2019年5月に、あらゆる事業活動においてサステナビリティを考慮することを表明しました。2020年9月に具体的なプロセスを公表し、環境
変化を踏まえ内容を見直しながら、保険引受・投融資を行っています。

[ESGガイドライン]

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ
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持続可能な保険原則（PSI）及び責任投資原則（PRI）への署名

[保険引受のプロセス※]
保険引受については、グループ方針には適合しているものの、サステナビリティに関するリスク（ESGリスク）が高いと判断される案件については、エスカレ
ーションプロセスを設けています。2020年9月から該当の案件はグループサステナビリティ委員会に報告しています。また、方針の策定及び見直しにあたって
は、当社のお客さま企業と対話を行い、脱炭素化への移行に向けた取組みの必要性について相互の認識を共有しています。
※投融資のプロセスは、後述の「ESG課題を考慮した投融資」「ESG評価のプロセス」をご覧ください。

当社グループは、環境及び社会の持続可能性に考慮した金融機関における望ましい業務のあり方を模索し、それを普及、促進していくため、国連環境計画・金
融イニシアティブ（UNEP FI）に参加しています。
UNEP FIが公表した「持続可能な保険原則（PSI）」及び「責任投資原則（PRI）」にも署名しています。UNEP FIやPSIが行った気候変動や自然関連のリスク
分析や情報開示を検討するパイロットプロジェクトなどの活動を行っています。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ

気候関連の財務情報開示

自然関連の財務情報開示
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ESG課題を考慮した商品・サービスの開発・提供

ESG課題を考慮した投融資

ESG投融資の取組み

当社グループは、商品の提供（引受け）にあたり、商品・サービスごとの確認項目を定めています。この項目には、自然災害リスクに基づく項目や反社会的勢
力への関与、モラルリスクなども含まれ、リスクに応じた確認を行っています。確認手続はシステム対応を含み、確実な実行に取り組んでいます。また、リス
クに応じた決裁を行っており、取締役会に諮っています。
商品の提供（引受け）におけるESGリスクの評価、管理は、グループ全体の方向性についてはサステナビリティ委員会で、個別リスクについては主にリスク管
理委員会で論議し、取締役会に報告しています。
商品・サービスの開発にあたっては、該当の商品が社会へもたらす価値と、当社グループにとっての価値をさまざまな角度から検討し、商品・サービスの提供
による社会との共通価値の創造に取り組んでいます。再生可能エネルギー事業を支援する商品やリスクマネジメントサービスの提供、交通事故抑制を目的とし
た安全運転講習受講状況による割引制度、多様なライフスタイルをサポートするための同性パートナーを被保険者として設定できる自動車保険など、サステナ
ビリティ課題を考慮したさまざまな商品・サービスを開発しています。
このような商品・サービスの提供にあたり、社員と代理店は、研修等を通じ、ESGリスクを含むサステナビリティ課題への理解を深め、お客さまとの対話を進
め、ともにレジリエントでサステナブルな社会の実現をめざして取り組んでいます。

SDGsに貢献する商品・サービス

当社グループは責任投資原則（PRI）の署名機関として、ESGを考慮した投融資を行っています。
具体的には、当社グループの優先取組課題を踏まえて、ESGの要素を考慮したプロセスの構築や、収益性を前提としてESGテーマ型投資（サステナブル・テー
マ型投融資、インパクト投資）に取り組んでいます。また、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は「日本版スチュワードシップ・コード」の受入れを表
明し、ESGの観点を踏まえた投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を実践し、投資先企業のESGへの意識をより高め、中期的な企業価値の向上を促す
取組みを進めています。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ
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投融資プロセスへの統合―投資プロセスへのESG要素の体系的な組込み

責任ある機関投資家として建設的な対応を実行

＜気候変動に関する建設的な対話（エンゲージメント）の取組事例＞

三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、機関投資家として社会的責任を果たす観点から、機関投資家向けに定められた行動規範「日本版スチュワードシ
ップ・コード」の趣旨に賛同し、受入れを表明しています。本コードに沿い、中長期的な視点での投資先企業の企業価値向上や持続的な成長を促す観点から、
経営上の課題や株主還元方針、ESGなどの非財務情報の把握に重点を置いた投資先企業との「建設的な対話」を行う方針としています。なお、2022年7月～
2023年6月の対話実績は2社合計で361社となりました。

三井住友海上　＜日本版スチュワードシップ・コード＞諸原則にかかる当社方針

あいおいニッセイ同和損保＜日本版スチュワードシップ・コード＞諸原則にかかる当社方針

加えて、投資先企業への建設的な対話（エンゲージメント）を通じ、脱炭素社会の実現に向けて、温室効果ガス排出量の削減とTCFD提言に基づく情報開示を
促しています。具体的な確認事項としては、気候変動対応の組織体制、温室効果ガス排出量削減目標に向けた取組み、技術革新計画や課題の把握等となりま
す。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ
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＜インパクト投資＞

グループ共同のインパクト投資を開始

当社グループは、「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな未来を支える」ことを経営理
念としています。本投資を通じて、経済的リターンの獲得と同時に、ポジティブで測定可能な環境・社会へのインパクトの創出を目指します。また、今回の投
資を契機として、インパクト投資に関するネットワークを構築するとともに、環境・社会へのインパクトの評価・管理の知見を蓄積することで、SDGsの達成
及び持続可能な社会づくりに貢献していきます。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ

気候変動への対応を含むESGテーマ型投資

＜サステナブル・テーマ型投資＞
脱炭素化への移行には、温室効果ガス排出量の大幅な削減に向けた技術革新や設備投資が必要であり、関連産業での資金需要の拡大や新たな金融商品・サービ
スへのニーズの拡大等は、金融機関にとっての機会となり得ます。当社グループは、気候変動を含む社会課題の解決につながるテーマなど、収益性の確保を前
提としたESGテーマ型投資に取り組んでいます。
保険料として預かった保険資金を運用する保険会社の使命として、収益性があり、環境や社会的に貢献しうる案件など、質を重視して投資していきます。
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グループ共同で海外のインパクトファンドに投資

ファンド投資を通じて、「気候変動対策」を中心に、「包摂的な成長・ヘルスケア・教育」等のソーシ
ャルインパクトテーマにも投資

SDGsへの貢献に向けたインパクト投資のグループ共同での実行について PDF

ソーシャル・インパクト・ボンドへの投資

医療・介護分野等、日本の地方自治体と協働で地域が抱える社会的・環境的課題解決を目指す投資

Next Rise ソーシャル・インパクト・ファンドへの投資について PDF

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ

テーマ型投資の主な取組み

インパクト投資

ESG投融資の推進態勢

責任投資のグローバル基準であるPRI（責任投資原則）の署名機関として、ESG投融資の活動状況や進捗状況をPRIに報告す
るとともに、ESG取組の年次評価を受けています。PRIの年次評価の結果を活用し、ESG取組のレベルアップを目指していま
す。
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サステナブル・テーマ型投資

ESG全般

グリーン/ソーシャル/サステナブルボンドへの投
資

国内外の企業が発行するグリーンボンドやソーシャルボンド等へ投資

世界銀行「サステナブル・ディベロップメント・
ボンド」への投資

世界銀行が開発途上国の貧困削減及び開発支援のために取り組む、教育・保健・インフラ・行政・農
業・環境等の幅広い分野のプロジェクトを支援

債券投資を通じた社会貢献　世界銀行「サステナブル・ディベロップメント・ボンド」への投資につい
て PDF

外部委託ファンドの投資プロセスにESGガイドラ
インを組込み

親密提携先であるグッゲンハイム社に委託している海外債券ファンドの投資プロセスにESGガイドライ
ンを組込み

SDGsファンドへの投資
提供する製品・サービスを通じてSDGs達成にプラスの貢献をしている企業の中から、その事業によっ
て企業価値向上が見込まれる企業へ投資

環境の分野

再生エネルギー発電プロジェクトへの投融資
再生可能エネルギーの普及推進を目的に、太陽光、風力、バイオマス発電への融資、ファンドへの投資
を実施

未来創生ファンドへの投資
「知能化技術」「ロボティクス」「水素社会実現に資する技術」「電動化」「新素材」を中核技術と位
置付け、それらの分野の革新技術を有する企業、又はプロジェクトを対象に投資

トランジションファイナンス
企業の温室効果ガス排出量削減取組を支援

アジア開発銀行「ウォーター・ボンド」への投資

アジア・太平洋地域における水の安全保障の実現を支援

アジア開発銀行が発行するウォーター・ボンドへの投資について（アジア・太平洋地域における水の安
全保障実現を支援） PDF

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ
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独立行政法人国際協力機構「ソーシャルボンド」
への投資

基礎インフラ開発(上下水・衛生・交通改善等)や社会サービスへのアクセス改善(健康・教育・職業訓
練・金融サービス等)、社会課題への対応を目的とした分野へ投資

債券投資を通じた社会貢献　独立行政法人国際協力機構が発行するソーシャルボンドへの投資について
PDF

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
「サステナビリティボンド」への投資

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の「鉄道建設業務」と「船舶共有建造業務」のファイナ
ンス及びリファイナンスに充当され、両業務を通じて国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に貢
献する

債券投資を通じた社会貢献　独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が発行するサステナビリテ
ィボンドへの投資について PDF

アフリカ開発銀行「インダストリアライズ・アフ
リカ・ボンド」への投資

アフリカを工業化することを目的としたプロジェクトであり、最優先に開発を進めていくべき分野とし
て①アフリカの電化②食糧増産③工業化④地域統合⑤生活の質の向上、の分野に着目

債券投資を通じた社会貢献　アフリカ開発銀行「インダストリアライズ・アフリカ・ボンド」への投資
について PDF

米州開発銀行「サステナブル・ディベロップメン
ト・ボンド」への投資

債券投資を通じて、新型コロナウィルス感染症対策を支援

米州開発銀行が発行するサステナブル・ディベロップメント・ボンドへの投資について　債券投資を通
じた社会貢献（新型コロナウイルス感染症対策支援） PDF

アジア開発銀行「ジェンダー・ボンド」への投資

アジア・太平洋地域におけるジェンダーの平等及び女性活躍を推進

アジア開発銀行が発行するジェンダー・ボンドへの投資について（アジア・太平洋地域におけるジェン
ダーの平等及び女性の活躍を推進） PDF

独立行政法人国際協力機構「ピースビルディング
ボンド」への投資

紛争・内戦により影響を受けた国・地域等の平和と安定や復興に資する事業を支援

独立行政法人 国際協力機構（JICA）が発行するピースビルディングボンド（平和構築債）への投資に
ついて PDF

農地ファンドへの投資
生産性向上を目指す農地ファンドへ投資することで、飢餓をゼロにすることを支援

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ

社会の分野
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FTSE Blossom Japan Index

ISS ESG Corporate Rating Prime

S&P/JPX Carbon Efficient Index

※MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社のMSCIインデックスの組入れ、及びMSCIロゴ、商標、サービスマーク、又はインデックス名
の使用は、MSCI又はその関連会社によるMS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社のスポンサーシップ、推薦又はプロモーションを意味
するものではありません。 MSCIインデックスは、MSCIの独占的財産であり、その名称とロゴは、 MSCI又はその関連会社の商標又はサービスマークです。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ESG課題へのアプローチ

社外からの評価

ESG（Environment：環境、Social：社会、Governance：企業統治）の側面から企業の持続可能性を評価し、投資していく手法が広まっています。MS&AD

インシュアランス グループでは世界的なESG評価機関の評価をサステナビリティ取組みの向上に活かしています。2023年7月現在、次のESGに関するインデッ
クスへの組入れや評価を獲得しています。

Dow Jones Sustainability Indices（Asia Pacific）

MSCIジャパンESGセレクト･リーダーズ指数

MSCI日本株女性活躍指数 (WIN)

FTSE4Good Index Series
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お客さま

「MS&ADインシュアランス グループ お客さまの声対応基本方針」に基づき、お客さまアンケートや
オフィシャルWebサイト、代理店・社員などを通じて寄せられる全てのお客さまの声に真摯に耳を傾
け、業務改善を実施し、品質を向上
更に「お客さま第一の業務運営に関する方針」を策定し、「お客さま第一」に高い価値観を置いた業務
運営を徹底
ステークホルダーの期待やニーズを理解し、商品・サービスの品質向上に活かしていくためのさまざま
な仕組みをつくり、経営レベルでの論議のもと、商品やサービス改善への取組みを実施

社会の信頼に応える品質

ステークホルダー・コミュニケーション

お客さまの声をもとに進化し続ける企業グループであり続けるためには、ステークホルダーから何を期待され、何を求められているかを知り、商品・サービス
の品質向上に活かしていくことが重要と考えています。MS&ADインシュアランス グループでは、ステークホルダーとの対話を進めるさまざまな仕組みをつく
り、ステークホルダーの声を起点とした業務改善や、透明性と実効性の高いコーポレートガバナンスの実践によりステークホルダーの期待に応える品質を提供
していきます。保険・金融サービス事業の公共性を原点とし、社会の不安とリスクに対して、最善の解決策を提供することが私たちの役割です。人々に安心・
安全をお届けし、活発な事業活動と、健康で豊かな生活を支援するために、お客さまをはじめとするステークホルダーの声をお聴きし、いただいた「相談」
「要望」「苦情」「意見」などのさまざまな声を広く受け止め、品質向上に活かしています。また、これらによる課題把握の過程や課題解決に向けた改善取組
の内容・結果等について、オフィシャルWebサイト等で順次公表し、ステークホルダーにご覧いただけるようにしています。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ステークホルダー・コミュニケーション
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株主

代理店

ビジネスパートナーである代理店と円滑なコミュニケーションを保ち、代理店と当社グループが一体と
なって、「経済的な損失に加えて、補償・保障前後における商品・サービス」「デジタルを活用した最
適なソリューション」を提供することで、社会課題の解決に貢献し、社会とともに成長することを追求
成長力強化に向けた勉強会の実施や、地域・社会貢献活動の支援、情報共有システムの提供などによ
り、代理店とのコミュニケーションを一層強化
また、専業代理店の大型化に伴い、専門的な知識を有する専任スタッフが、研修や個別ミーティングに
より、経営戦略の策定、体制整備、スタッフ教育といった代理店の経営全般をサポートし、代理店の経
営基盤の強化及び品質向上に向けた取組みを展開

社会の信頼に応える品質

取引先

誠実かつ公平・公正な取引を行い、ともに永続的な発展と社会的責任を果たす取組みを実施
取引先とのコミュニケーションにおいて、取引先に環境基本方針を説明し、環境への配慮について協力
を要請
また、簡易版環境ISOである「エコアクション21」の認証の取得等、取引先の環境への取組みを支援

取引における責任

社員

毎年当社グループの全社員を対象に「グループの経営理念（ミッション）・経営ビジョン・行動指針
（バリュー）の浸透」や「グループとしての一体感」、「いきいきと働ける環境」といった観点で質問
を設定した意識調査を定期的に実施
スピークアップ制度（内部通報制度）により、社員が疑問に感じること、困っていること等をフランク
かつ前向きに声に出せる環境を整備
社員の声を品質向上に活かすため、社員が改善提案等を投稿できる掲示板を社内システム上に設置し、
本社各部が検討し、検討結果をフィードバックする仕組みを運営
社員と役員との意見交換の場を通じ、社員の声を経営に活かす取組みを継続

社員のエンゲージメント向上
人権を尊重した活動と対話を実践する

株主・投資家の皆さまに信頼され企業価値を正当に評価していただけるよう、基本方針に基づき、IRミ

ーティング、投資家向け説明会、個別面談、株主総会アンケ―ト等のIR活動を展開
持続的な成長と企業価値向上に向けて、透明性の高い情報開示と、株主・投資家との「建設的な対話」
への積極的な取組みを実施
透明性の高い情報開示を行うことにより、株主・投資家との情報の非対称性を軽減するとともに、株
主・投資家との建設的な対話より得られたフィードバックを経営・関係部門と共有し、経営戦略に反映

IRイベント

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ステークホルダー・コミュニケーション
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環境

地球環境との共生（Planetary Health）を重点課題と位置付け、気候変動への対応、自然資本の持続可
能性向上、生物多様性の保全・回復取組などを推進
大学や研究所等の専門家との地球環境・自然災害に関する共同研究や、セミナー・シンポジウムの開
催、NPOやNGOとの対話などを通じ、環境にかかわる社会課題の解決に貢献

気候変動への対応
自然資本の持続可能性向上
イニシアティブ

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / ステークホルダー・コミュニケーション

地域社会・国際社会

地域社会・国際社会の一員として、内外のイニシアティブに参画
また地方創生支援、各国のNPO・NGO等との対話による課題の把握、地域課題や国際的な課題解決に
向けたさまざまなステークホルダーとの連携や対話等を通じて地域社会・国際社会の活性化を図り、レ
ジリエントでサステナブルなまちづくりの実現に貢献

イニシアティブ
レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）

保険事業を通じたCSV取組を推進するため、社員が主体的に環境保全や地域社会への貢献活動に参加
し、社会課題への理解を深めることを推奨
また、社員による社会貢献団体「MS&ADゆにぞんスマイルクラブ」を通じ、非営利団体との協働によ
るさまざまな社会貢献活動や、地域公共団体等との対話により地域のニーズにあった寄付活動を実施

MS&ADグリーンアースプロジェクト
MS&ADゆにぞんスマイルクラブ
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国連グローバル・コンパクト（UNGC）※ 国連グローバル・コンパクトの原則を尊重した企業活動に努めています。また、そのローカルネットワ
ークのグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンの運営にも関わり、分科会の幹事を務めるな
ど活動にも積極的に参画しています。
（※）1999年にアナン元国連事務総長が提唱したイニシアティブであり、グローバル企業に対し、人
権、労働、環境、腐敗防止に関する10原則を遵守し、実践するように求めています。

持続可能な保険原則（PSI）
及び責任投資原則（PRI）

環境及び社会持続可能性に配慮した金融機関における望ましい業務のあり方を模索し、それを普及、促
進していくため、国連環境計画 金融イニシアティブ（UNEP FI）に参加しています。また、UNEP FIが
公表した「持続可能な保険原則（PSI）」及び「責任投資原則（PRI）」に署名しています。
持続可能な保険原則（PSI）及び責任投資原則（PRI）への署名

持続可能な社会の形成
に向けた金融行動原則
（21世紀金融行動原則）

2011年10月、持続可能な社会づくりに向け、必要な責任と役割を果たしたいと考える金融機関の行動
指針として、「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）」及び「業務別ガ
イドライン（保険業務、預金・貸出・リース業務、運用・証券・投資銀行業務）」が公表されました。
MS&ADホールディングス、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井ダイレクト損保、三井住
友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生命、MS&ADインターリスク総研は同原則に署名し
ています。

「責任ある機関投資家」の諸原則
（日本版スチュワードシップコード）

三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、機関投資家として社会的責任を果たす観点から、機関投
資家向けに定められた行動規範「日本版スチュワードシップ・コード」の趣旨に賛同し、受入れを表明
しています。
日本版スチュワードシップ・コードの実践

気候関連財務情報開示
タスクフォース
（TCFD）

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD:Task Force on Climate-related Financial

Disclosures）は、企業等による気候関連の情報開示の枠組み開発に取り組んでいます。当社グループ
は、この提言に沿った開示を進めています。
気候関連の財務情報開示

PCAF （Partnership for Carbon Accounting

Financials）

当社は投融資や保険のポートフォリオの温室効果ガス排出量の計測・開示手法を開発する「PCAF」に
加盟しています。
金融機関の温室効果ガス排出量の計測・開示の普及・浸透に取り組み、社会全体の温室効果ガス排出量
削減に貢献するとともに、当社グループの計測・開示も進めることで、脱炭素社会の実現に貢献してい
きます。

イニシアティブ
MS&ADインシュアランス グループは、さまざまなイニシアティブに参画し、社会との共通の価値の創造に努めています。多様化するサステナビリティの課題
を把握し、ともに行動し続けます。

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / イニシアティブ

CDP

CDP（旧名称：カーボンディスクロージャープロジェクト）は、企業の気候変動対策に関する世界最大
のデータベースを持った独立非営利団体で、世界中の企業等団体がCDPを通じて温室効果ガスの排出量
や気候変動に対する対策を公開しています。当社グループはこの取組みに賛同し、継続的に報告してい
ます。
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チャレンジ・ゼロ
（チャレンジ ネット・ゼロ

カーボン　イノベーション）宣言

2020年6月に一般社団法人 日本経済団体連合会が公表した「チャレンジ・ゼロ宣言」に賛同し、パリ
協定の掲げる温室効果ガス排出ネット・ゼロの早期実現をめざしています。

気候変動イニシアティブ
（Japan Climate Initiative）

気候変動対策に積極的に取り組む企業、自治体やNGOなどが連携し、日本全体の気候変動対策の強化
をすると同時に世界へ発信することを目的に、2018年に発足した「気候変動イニシアティブ」に署名
しました。

パリ行動誓約
（The Paris Pledge for Action）

2015年12月に世界各国が合意した気候変動問題の解決をめざす「パリ協定」を支持し、その実現に取
り組んでいくことを宣言する「パリ行動誓約（The Paris Pledge for Action）」に署名しました。

自然関連財務情報開示
タスクフォース
（TNFD）

ネイチャーポジティブな資金の流れをめざす自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD:Task Force

on Nature-related Financial Disclosures）の活動に参画しています。また、TNFDへの理解等を促進
する国内の協議会（TNFDコンサルテーショングループ・ジャパン）も設立・運営しています。

自然資本
ファイナンス・アライアンス

2016年7月に、金融機関が「自然資本」という考え方を金融商品やサービスの中に取り入れていくこと
を宣言した自然資本宣言（Natural Capital Declaration）の趣旨に賛同し、本宣言に署名しました(現在
は「自然資本ファイナンス・アライアンス（Natural Capital Finance Alliance）」へ改組)。

Business for Nature
2020年6月に、野心的な自然環境政策を採用することを政府に求めるBusiness for Natureに賛同しま
した。

企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）
生物多様性の保全と生物資源の持続的な利用について、企業が集まり共同研究する「一般社団法人 企
業と生物多様性イニシアティブ(JBIB)」の2008年4月の設立以来、会長会社として活動をしています。
「企業が語るいきものがたり」シンポジウム

30by30アライアンス

2030年までに世界の陸地と海洋の30%以上を保護・保全地域とする国際目標である「30by30」実現
に貢献するため、環境省が運営する「生物多様性のための30by30アライアンス」に参加しています。
当社はグループ保有緑地の保全を進め、目標実現への貢献をめざします。
自然共生サイトとしての「駿河台緑地」と企業の緑地取組支援

「プラスチック・スマート」フォーラム

環境省が推進するプラスチックスマートキャンペーンに参画し、2019年7月に「プラスチック・スマー
ト」フォーラムに入会しました。プラスチックごみ問題にこれまで以上に積極的に取り組んでいきま
す。
プラスチック使用を削減する取組み

30% Club Japan

2019年5月、女性役員輩出に向けた世界的なキャンペーンである「30% Club Japan」に賛同し、同
Clubのメンバーとなりました。当社はジェンダーダイバーシティが企業の対応すべき喫緊のビジネス課
題であり、意思決定層の多様性が重要であると考え、グループの女性役員育成に向けて、取組みを進め
ています。
意思決定層の多様化

ホーム / サステナビリティ / MS&ADとサステナビリティ / イニシアティブ
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地球環境との共生（Planetary Health）

MS&ADグループは、さまざまな社会課題の中から、「地球環境との共生」「安心・安全な社会」「多様な人々の幸
福」の3つを特に重要な課題と定めて、その解決に取り組んでいます。
SDGs17の目標を「自然」「社会」「人」の3つの階層に整理した、ウェディングケーキモデルが示しているとおり、
「多様な人々の幸福」は「安心・安全な社会」が支えており、「安心・安全な社会」は「自然環境」が支えていること
がわかります。この3つの課題は互いに深く関係しており、統合して取り組む必要があります。
地球環境との共生を意識したネイチャーポジティブな安心・安全な社会の構築や、それらから生み出される人々の幸福
など、私たち保険会社が皆さまと協力してできることは、まだまだ多くあると考えています。

2015年気候変動枠組条約のパリ協定採択を受け、世界各国の政府は世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃よ
り十分低く保ち、1.5℃に抑える努力を追求することに合意しました。温室効果ガス排出量の大幅な削減を前提とした
脱炭素社会へ移行することが求められています。また、地球温暖化の影響と見られる異常気象が頻発しており、気候変
動への適応も求められています。
2022年12月に開催された生物多様性条約締約国会議では新たな国際目標「昆明モントリオール生物多様性枠組」が設
定され、「2030年までに生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せる」、いわゆる「ネイチャーポジ
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重点課題

ティブ」の方向性が明確に示されました。ネイチャーポジティブへの移行においても、社会や経済全体の変革が必要で
あり、国や自治体だけでなく、企業も重要な役割を期待されています。
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私たちの社会や経済は、気候システムに加えて、水資源、陸域及び水域の生きものといった自然資本によっても支えら
れています。地球温暖化は自然災害の激甚化や森林の焼失・砂漠化などの物理的な変化をもたらし、私たちの暮らしに
さまざまな恵みをもたらす自然資本をき損させます。森林が無くなれば、CO2の吸収量が減少することになり、温暖化
を加速させることになります。このように、気候変動と自然資本の問題は相互に関連しながら、社会や経済に影響を与
えます。MS&ADインシュアランスグループは中期経営計画でサステナビリティ重点課題（マテリアリティ）の1つに
「地球環境との共生～Planetary Health～」を掲げ、気候変動への対応と自然資本の持続可能性向上を一体的に取り組
む課題と位置付けて、社会との共通価値を創造するCSV取組を進めています。
当社グループは、気候関連のリスクや機会は、大規模自然災害のように単年度の収支に影響をもたらすものや、中期及
び長期に発現するものがあることを認識しています。保険事業者として自然災害による巨大な集積損害リスクへの対応
を進め、自社のリスクマネジメントを高度化しています。また、パリ協定の1.5℃目標に沿って「2050年ネットゼロ」
のGHG削減目標を掲げ、ステークホルダーと協力し脱炭素社会への移行に貢献していくことを宣言しました。再生可能
エネルギーや水素といった次世代エネルギー、ネットゼロの実現に向けた革新的技術の確立と社会実装を支援していま
す。また、気候変動の影響の評価や、自然災害による被害や損失をなくす、若しくは軽減するためのサービスの提供を
加速しています。例えば、近年世界で降雨量が想定を超え、洪水の被害が多く発生しています。こうした背景から、自
然の機能を活用した課題解決（Nature based Solution）が注目されています。当社グループは、この普及を進め、環
境の再生・保全による防災減災にも取り組み、気候変動への適応を進めています。
ネットゼロ社会への移行による社会や経済の急激な変化、気候変動の適応策への関心の高まりは、新たな保険商品・サ
ービスへの需要の喚起や、新しい産業の勃興や技術変革に伴う顧客企業の業績向上など、当社グループの成長につなが
る機会をもたらすと考えています。
自然資本の分野では、自然や生物多様性の保全・回復に資する新たな商品・サービスの提供に取り組んでいます。これ
らの商品は、気候変動への対応にも重要となる海、森、土、動物といった自然へのネガティブなインパクトを緩和する
効果をもたらすものもあります。また、ネイチャーポジティブの実現には社会全体で取り組むことが重要であるため、
当社グループでは、TNFD（2021年10月～）開示枠組の開発や、イニシアティブへの参画、産官学との連携を通じ、最
新情報の発信や研究、ソリューション開発等を推進しています。
また、ネイチャーポジティブな社会への移行においては、ネガティブなインパクトをもたらすリスクの回避に向けて、
企業の負担は大きくなる可能性があります。企業は、事業活動に関わる自然関連リスクを把握して事前に対策を打つこ
とで負担の増加に備えることが重要となります。当社グループのビジネスモデルである「リスクを見つけお伝えする」
サービスは、このような新しいリスクへの備えとなり、当社グループの成長につながる機会をもたらすと考えていま
す。

気候変動への対応 自然資本の持続可能性向上

ホ ーム / サステナビリティ / 重点課題
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安心・安全な社会（Resilience）

パンデミックの発生は、我々の社会・経済、生活様式に非常に大きな変化を引き起こしました。産業や社会は急速にデ
ジタル化し、人々のオンライン交流、電子商取引、オンライン教育、リモートワークへのシフトや、こうした変化を促
進するプラットフォームが急増し、私たちの社会は大きく変化を続けています。そのような中、デジタル・セーフティ
の向上や新しい日常への備えはますます重要になっています。そして、2022年秋に公開されたChat GPTをきっかけ
に、その技術への期待とリスクに関する議論が活発になっている生成AIなど、今後もテクノロジーの進歩に伴うリスク
への対応は、私たちの社会に重要な問題となりえます。
MS&ADインシュアランス グループは、イノベーションの進展や産業構造の変化等に伴う新しいリスクを予測、予防
し、適切に管理していくことが人々の安定した生活や活発な事業活動のために重要であると考えています。新たなリス
クに関する調査・研究を進め、対応する商品・サービスを提供し、安心・安全な社会の実現に貢献すると同時に、当社
の成長の機会につなげます。
また、気候変動の影響により、近年、豪雨、洪水、サイクロンなどの自然災害が甚大化しており、世界各地で多くの被
害が発生しています。ハードやソフトの両面において災害に強い社会づくり、及びまちづくりを進め、災害による被害
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を低減し、経済損失を減らすことが急務となっています。防災減災に向けて、保険の事業を通じて蓄積したさまざまな
データを活用したDXを推進し、安心・安全な社会の実現に取り組んでいます。自然災害だけではなく、自動車事故や感
染症対策など、社会が直面するさまざまなリスクにおいて、データ分析やAIによるリスクの可視化、課題解決手段の提
供に注力します。
こうした、事故や災害といった突然発生する事象だけではなく、現在、日本や先進国の多くで少子高齢化が進み、地域
の活力の低下といった徐々に進行する社会変化も大きな課題となっています。当社グループがめざす「レジリエントで
包摂的な地域社会づくり」とは、安全かつ回復力のある持続可能な居住空間を実現し、誰もが安心して暮らしていける
まちづくりを進めることです。人々の安心、安全な暮らしを支えるためには、万一発生した際に被るリスクをあらかじ
め予測し、有事に備えたまちづくりが大きな意味を持ちます。また地域で働き続けていくための地域産業の活性化も、
重要な要素です。地方創生は政府の重要施策の一つですが、私たちも地域特性に応じた産業振興策や自然資本を活かし
た災害に強いまちづくりの支援等、地域自治体や地域を取り巻くさまざまなステークホルダーとともに、誰もがどこで
も安心して暮らし続けられる包摂的な社会の実現に向け、取組みを進めています。

社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応

レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創
生）

データや AI を活用した防災・減災
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多様な人々の幸福（Well-being）

ホ ーム / サステナビリティ / 重点課題

国内では少子高齢化が進展し、総人口は減少傾向にあります。「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（国立社会保
障・人口問題研究所）によると、2065年には総人口が9,200万人を下回り、65歳以上の人口が総人口に占める割合で
ある高齢化率は約38％となることが推計されています。高齢者人口の増加に伴い、高齢者が安心して暮らせる環境が求
められています。移動しやすい都市構造、健康づくりへの支援、加齢とともに低下する身体機能や介護に配慮した居住
環境が必要です。また同時に、人口減少の緩和に向け、妊産婦や子ども、子ども連れの人が安全に、かつ、安心して暮
らせる環境であることも重要となっています。多様な人々が各々の違いをありのまま受け入れられ、安心して幸福に暮
らせることが私たちの考えるWell-beingな状態です。
MS&ADインシュアランス グループは、保険で提供する保障のみならず、Well-beingを支えるお客さまの健康をトータ
ルでサポートするための各種ヘルスケアサービスを無料・優待価格で提供し、個人のお客さまだけでなく、法人のお客
さまの健康経営や人財確保を支援しています。
また人生100年時代は、私たちの人生に新たなリスクももたらしますが、健康寿命の延伸に加え、経済的にも心配なく
生活できる、いわゆる「資産寿命」を延ばすことが重要です。充実したセカンドライフを支える資産形成策の提供を行
うとともに、超高齢社会を支える事業活動の発展を支援し、「健康・長寿社会への対応」を進めていきます。
当社グループはWell-beingの根幹となる人権尊重の取組みを強化しています。「MS&ADインシュアランス グループ
人権基本方針」では、当社グループのみならず、サービスの調達等に関わるサプライヤーや、代理店等のビジネスパー
トナー等、広く当社グループのバリューチェーンを対象としています。当社グループはこれらの関係者に対して、事業
活動において人権への負の影響が発生することを防止、軽減するように働き掛けを行っています。国連「ビジネスと人
権に関する指導原則」に依拠し、人権尊重のマネジメントシステムである人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構
築・実施し、人権侵害のないバリューチェーン、社内環境を整備することで企業価値向上をめざします。また、保険・
金融グループにおける人権への取組みとして、貧困や社会的属性によって保険や金融サービスへのアクセスが限定され
ることなく、誰もがそのサービスを活用して経済的な安定性を向上できる「金融包摂」の概念に賛同し、特に途上国に
おける現地法人で取組みを活性化させています。多様なマーケットとの取引拡大は、当社におけるビジネスの機会にも
つながり、マイクロインシュアランスなどの事例を推進しています。
お客さまをはじめとするステークホルダーのWell-being実現のお手伝いをするには、社員のWell-beingの実現も欠か
せません。社員のWell-Beingは、心身ともに健康であること、働きやすい環境があること、働きがいを感じられるこ
と、この3つの要素で成り立っていると考えています。社員の多様性が尊重され、一人ひとりの能力・スキル・意欲が
最大限発揮できる機会が提供されていることが重要であり、社員の成長が企業価値の向上につながると考えています。
中期経営計画では、戦略実行を担う人財の育成・確保とともに、いきいきと活躍できる環境の整備を掲げています。社
員がやりがいを感じ、主体的・意欲的に働くことができる環境を整備し、変革と新たな価値の創造にチャレンジする風
土を醸成します。また、意思決定層の多様化推進とともに、多様な人財の知識・経験・価値観を引き出し、組織の意思
決定に活かすインクルーシブな組織運営の浸透を進めます。
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人権を尊重した活動と対話を実践する 健康・長寿社会への対応

社員のエンゲージメント向上

ホ ーム / サステナビリティ / 重点課題
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SDGsの達成をめざして

重点課題

地球環境との共生（Planetary Health)

「レジリエントでサステナブルな社会」を実現するには、それを阻む社会課題を認識し、率先して解決していく必要が
あります。社会課題には、気候変動や自然資本の問題等、地球環境におけるさまざまなリスク、パンデミックを契機と
した産業や社会の急速なデジタル化に伴う新たなリスクの発現、気候変動の影響による自然災害の甚大化、少子高齢化
による地域活力の低下、高齢化に伴う介護・医療負担の増加などがあります。このような社会課題の解決に取り組むこ
とは国連が2015年に定めた持続可能な開発目標（SDGs）とも方向性が一致しています。
MS&ADインシュアランス グループは、社会との共通価値を創造し、レジリエントでサステナブルな社会をめざしま
す。

SDGsに貢献する商品・サービス

サステナビリティコンテスト

ESG課題へのアプローチ

CSV取組のインパクト

重点課題

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み

価値創造ストーリー実現に向けた取組み

気候変動への対応 自然資本の持続可能性向上
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安心・安全な社会（Resilience）

多様な人々の幸福（Well-being）

品質・人財・ERM

社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応 データや AI を活用した防災・減災

レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創
生）

健康・長寿社会への対応 人権を尊重した活動と対話を実践する

社員のエンゲージメント向上

社会の信頼に応える品質

コーポレートガバナンス

人財戦略

ERMとリスク管理

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み
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項目 対象範囲 2021年度 2022年度

SDGsに貢献する商品・サービス
＜対象商品＞
　地球環境との共生～Planetary Health～に貢献する商品・サービス
　安心・安全な社会～Resilience～に貢献する商品・サービス
　多様な人々の幸福～Well-being～に貢献する商品・サービス

グループ国内+その他 約64%※1 約59％※1

地球環境との共生 (Planetary Health)

商品・サービス 内容 社会課題解決への貢献 詳細

脱炭素化を支援 脱炭素に向けた入門セミナーの開催、CO2排出量の算定に向けたサ
ポートやCO2削減に向けた戦略づくりなど、多様な支援メニュー

企業の脱炭素化に貢献 詳細

SDGsに貢献する商品・サービス

MS&ADインシュアランス グループは、商品・サービスの提供を通じ、リスクの発見や予防、持続可能な社会の実現に求められる産業の支援等、社会との共通
価値を創造する取組みを進めています。SDGs17の目標は、地球という限られた自然環境をベースに、社会と経済の諸課題が密接に関連したものであり、統合
的なアプローチで取り組むことが何よりも重要です。当社グループの社会の持続可能性への貢献度と、当社グループの長期的な成長への影響度を、環境（E）、
社会（S）、組織統治（G）の領域ごとに分析し、抽出した3つの重点課題を踏まえ、これらのサステナビリティを軸にした多面的な視野に基づくリスクコンサ
ルティング、保険や安心・安全のためのサービス提供を通じ、SDGsの達成に貢献しています。
特に社会課題の解決への更なる貢献をめざした主な商品・サービスは、2022年度、損害保険事業において収入保険料の約59%に達しました。

※1 正味収入保険料に占める割合

地球環境との共生 (Planetary Health) 安心・安全な社会（Resilience） 多様な人々の幸福（Well-being）

【関連する主なSDGs】

目標6 安全な水とトイレを世界中に
目標7 エネルギーをみんなにそしてクリーンに
目標11 住み続けられるまちづくりを
目標13 気候変動に具体的な対策を
目標14 海の豊かさを守ろう
目標15 陸の豊かさも守ろう

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

を、業種規模を問わずワンストップで提供

039



企業火災保険向け「カーボ
ンニュートラルサポート特
約」

企業向けの火災保険において、被災建物等の復旧時に、新たにCO2

排出量削減につながる設備等を採用する際の追加費用を補償
企業の脱炭素化に貢献 詳細

自動車保険「電気自動車等
買替費用特約」

事故によりご契約のお車をガソリン車からEV等へ買い替える際に発
生する費用を補償

脱炭素社会の実現に貢献 詳細

温室効果ガス排出量算出・
可視化サービスの提供（テ
レマティクス自動車保険）

テレマティクス自動車保険の契約者等を対象に、安全運転によって
削減されたCO2の排出量を独自のアルゴリズムで可視化する新たな
サービスを提供

脱炭素社会の実現に貢献 詳細

メガソーラー総合補償プラ
ン、太陽光発電事業者マー
ケット商品

再生可能エネルギー事業者のリスクを総合的に補償 エネルギー代替によるCO2

排出量削減（環境負荷低
減）を促進

詳細

再生可能エネルギー発電事
業者・アグリゲーション事
業者向け
インバランスリスク補償保
険

再エネ発電事業者等を対象として、天候の変化や発電設備の損壊な
どにより再エネ発電量の実績と発電計画に差分が生じたことによっ
て再エネ発電事業者等が被る損失を補償

再エネ事業の普及促進、脱
炭素社会の実現に貢献

詳細

PPA事業者向け保険パッケ
ージ

再生可能エネルギーの調達方法の一つとして導入が進む「PPAモデ
ル」の普及促進を目的に、発電設備の損壊リスクだけではなく、損
壊に起因する再エネや環境価値の代替調達リスクも補償する「PPA

事業者向け保険パッケージ」を提供

再エネ事業の普及促進、脱
炭素社会の実現に貢献

詳細

サービス付帯型の発電イン
バランス費用補償保険

O＆Mサービスを利用する太陽光発電事業者向けに、不足インバラ
ンス費用を補償する「発電インバランス費用補償保険」を提供

再エネ事業の普及促進、脱
炭素社会の実現に貢献

詳細

CCS事業者向け環境汚染賠
償責任保険

商用化に向け実証実験の進むCCS事業に係る損害賠償リスクを補償
する保険でカーボンニュートラルの実現に貢献

脱炭素社会の実現に貢献 詳細

J-クレジット事業者支援保
険（自治体向け）

脱炭素活動を目的とした、J-クレジット制度を活用したプログラム
型プロジェクトに関わる自治体のリスクを補償

脱炭素社会の実現に貢献 詳細

洋上風力発電設備の補償 再生可能エネルギー事業者のリスクを総合的に補償 エネルギー代替によるCO2

排出量削減（環境負荷低
減）を促進

詳細
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天候デリバティブ 異常気象による損害に対応する金融派生商品
海外進出している日系企業を中心に当社米国子会社MSI

Guaranteed Weather社のグローバルな天候リスク引受機能を活用
した「天候デリバティブ世界販売」を積極展開中

異常気象や天候不順といっ
た気象現象の変動によって
企業に生じる損失を回避・
軽減し、収益を安定化。企
業の持続可能な事業活動に
貢献

詳細

農家向け天候インデックス
保険プラットホーム

お客さまが天候インデックス保険の見積りをオンラインでリアルタ
イムに実施できる専用プラットホームを開発し、オーストラリアの

異常気象や天候不順といっ
た気象現象の変動によって

詳細
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農家向けに同保険商品を販売 企業に生じる損失を回避・
軽減し、収益を安定化。企
業の持続可能な事業活動に
貢献

PPA事業者向け近隣被災者
への見舞金保険

台風等の自然災害により発電設備が損壊し、近隣住民や企業の所有
する財物に損壊が生じた場合、賠償責任を負わない場合でも、PPA※
事業者が支出した見舞金等の費用を補償
※「Power Purchase Agreement（電気販売契約）モデル」の略称

再エネ事業の普及促進、脱
炭素社会の実現に貢献

詳細

気候変動リスク分析サービ
ス

企業が把握すべきリスクを評価・分析し、TCFDの最終提言に沿っ
て、気候ガバナンス体制構築、シナリオ分析、戦略策定などを支援
するサービスを提供

気候変動リスクを評価・分
析

詳細

LaRC ラルク 洪水リスク分
析サービス

国立大学法人東京大学、芝浦工業大学とともに「気候変動による洪
水リスクの大規模評価(LaRC-Flood®)」プロジェクトを発足、国立
研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の支
援も受け、気候変動の影響を踏まえた高精度な浸水深分布の推定を
実現。グローバルスケールの洪水ハザードマップとして無償公開を
開始するとともに、本ハザードマップを活用した新たなコンサルテ
ィングサービスの提供を開始。世界全域で定量的な影響評価を可能
にし、気候変動が顕在化した場合の物理的リスクの把握を支援

気候変動リスクを評価・分
析

詳細

ご契約者さま専用ページを
リニューアル

ご契約者さま専用ページをリニューアルし、利用登録に伴うお客さ
まの手間を大幅省力化するとともに、郵送していた通知を段階的に
電子化。お客さまと連携したペーパーレス取組を推進

ペーパーレスによる環境負
荷低減、お客さまの利便性
向上に貢献

詳細

証券や約款のペーパーレス
化取組

保険証券、ご契約のしおり（約款）を各社Webサイトで閲覧できる
仕組み

ペーパーレス化により環境
負荷低減を促進

詳細

TNFDに沿った自然関連リス
ク分析支援

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）のガイダンスに沿
って、分析対象のスコーピング、バリューチェーンを含めて優先地
域や依存とインパクトの分析、それらを踏まえた事業リスク・機会
の検討や情報開示を支援

環境に配慮した事業活動の
支援

詳細
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水リスク簡易評価 国内外の個別の生産拠点について、水リスク（現在／将来の水需給
のひっ迫、干ばつ、洪水、水質の悪化など）を机上評価

環境に配慮した事業活動の
支援

詳細

生物多様性土地利用コンサ
ルティング

企業の生物多様性保全の取組支援及び企業活動における生物多様性
リスクを評価

環境に配慮した事業活動の
支援

詳細

プラスチックの資源循環に
取り組む企業向け保険料割
引の提供

プラスチックの資源循環の促進を支援するため、プラスチックの資
源循環に取り組む企業を対象に、一部の賠償責任保険について保険
料の割引を提供

環境に配慮した事業活動の
支援

詳細

ロードキルの削減支援（野
生動物事故多発アラート機
能）

希少種の死亡原因として上位に挙げられる自動車事故（ロードキ
ル）を防ぐため、自動車保険の専用ドライブレコーダーにアラート
機能を搭載し、販売実績に応じ、希少動物保護やロードキル削減に
取り組む団体等に寄付を実施

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細
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海洋汚染対応追加費用補償
特約

船舶事故の際に、船舶運航者が自主的に行う自然環境への損害に対
する保全・回復活動等の費用を補償

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細

汚染損害拡張補償特約 工場等の各種施設から生じた不測かつ突発的な汚染に起因する損害
賠償責任や汚染の浄化費用等を幅広く補償

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細

再造林等の費用を補償 従来の森林火災保険では補償対象外であった、火災等によって罹災
した森林を再造林するために要した費用を補償

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細

企業緑地支援パッケージ 「駿河台緑地の視察案内」「企業緑地コンサルティングサービス」
「企業緑地保険」をパッケージ化した保険商品・関連サービスを提
供し、自然資本・生物多様性に配慮した企業の緑地取組を支援

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細

「野焼き」の賠償責任保険
の提供

草原の維持・再生、生物多様性の保全や炭素貯留、下流の水源涵養
のため阿蘇で行われる野焼きに対し、他物への延焼に関わる損害の
補償提供により、安心・安全を確保

自然資本･生物多様性の保
全･回復に貢献

詳細

食品事業者向け生産物回収
費用保険「食eco」

食品事業者（被保険者）が消費期限の誤表示等によりリコールを実
施する際、品質に問題がない食品をクラダシが買い取ることによっ
て食品ロスを削減すると同時に、廃棄コスト（＝保険金）の軽減効
果を保険料に反映（10％割引）

食品ロス問題の解決に貢献 詳細

電子契約手続き ・お客さまのスマートフォンやパソコン・タブレット端末の画面上
で契約手続きを完結することが可能
・代理店が所有するパソコンやタブレット端末の画面上で契約・変
更手続きを完結することが可能

ペーパーレス化により環境
負荷低減を促進

詳細
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エコマーク付自動車保険 eco保険証券・Web約款の推進、安全運転のための情報発信、自動
車リサイクル部品の活用促進などの環境負荷低減取組を踏まえて、
エコマーク認定を取得した自動車保険

環境負荷の低減、環境保全
に貢献

MS

AD

契約者向けアプリ（三井ダ
イレクト損保アプリ）

"強くてやさしい"コンセプトをお客さまにお届けできるよう、三井
ダイレクト損保のサービスをアプリに集約。自動車保険に関するメ
ニューやクーポンを提供。2020年10月からは、継続手続きが簡単に
できる”スマート継続手続”を開始

契約内容照会や事故状況進
捗確認、新規申込・継続手
続など、利便性はもちろ
ん、ペーパーレス化にも貢
献

MD（★）

ペーパーレスかつ非対面を
実現するリモート募集手続

動画コンテンツによるお客さまへの情報提供から、お客さまのご相
談への対応、申込手続までの一連の募集をペーパーレスで完結

非対面募集による感染症拡
大予防、ペーパーレスによ
る環境負荷低減、お客さま
の利便性向上に貢献

MSA生命 PDF

グリーン電力証書安定供給
支援保険

グリーン電力証書の発行事業者が委託しているグリーン電力発電者
の施設が災害等のトラブルで稼働停止した際、発行事業者が、一時
的に他の発電者等からグリーン電力の環境価値を調達することによ
り生じる追加費用を補償

脱炭素社会の実現に貢献 MS PDF

自動車保険「EV充電設備損
害補償特約」

事業者全般を対象とし、EV充電設備の損害及び損害が発生したEV充
電設備が使用できない間に発生する代替充電費用を補償

脱炭素社会の実現に貢献 MS PDF
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自動車保険「水素ステーシ
ョン稼働停止時のレンタカ
ー費用特約」

最寄の水素ステーションが「事故」「故障」「倒産」「撤退」等の
偶然な事由で稼働停止した場合に、ご契約のお車を走行不能とみな
すことでレンタカー費用を補償

脱炭素社会の実現に貢献 MS PDF

カーボンニュートラルサポ
ート

企業のカーボンニュートラル（CN）取組を、「導入」、「戦略」、
「削減」の全ての段階において、業種規模を問わず外部機関とも連
携しながらワンストップで支援

社会の脱炭素化に貢献 インターリスク

再生可能エネルギ－支援サ
ービス

節電・職場環境の快適性向上、エネルギーコスト削減など、再生可
能エネルギー（太陽光、風力、バイオマスなど）事業リスクを評価

再生可能エネルギー事業の
安定的な発展を支援

インターリスク

ネット口座振替受付サービ
ス

お客さまがスマートフォンにより二次元コードを読み取り、口座登
録専用サイトでご希望の金融機関を選択の上、保険料振替口座の登
録や変更手続をインターネット上で行うことができるサービス

ペーパーレス化により環境
負荷低減を促進

MS,AD PDF

保険料スマホ決済サービス 保険契約者がスマートフォン等により二次元コードを読み取り、多
様な決済サービスの中からご契約されている決済サービスを選択
し、保険料支払いが完結できる、直接集金の代替となる保険料支払
サービス

ペーパーレス化により環境
負荷低減を促進

MS,AD PDF
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安心・安全な社会（Resilience）

商品・サービス 内容 社会課題解決への貢献 詳細

サイバーセキュリティ保険 サイバー攻撃等のリスクを総合的に補償。未然防止・損害極小化・
迅速な復旧に資する、リスク評価サービスや事故発生時の緊急サポ
ートなど各種サービスをラインアップ

企業の経営安定化に寄与
し、社会の発展を支援

詳細

サイバーリスクコンサルテ
ィング

企業の抱えるサイバーリスクを多面的に評価し、多層的にサイバー
リスクを防御する体制構築をワンストップで支援、「組織体制整
備」「リスクの特定」「防御」「検知」「対応・復旧」の各フェー
ズに対応したメニューを提供

企業のサイバーリスク対策
を支援

詳細

テレワークに係る総合補償 テレワーク導入によるリスクを総合的に補償する保険。サイバー攻 テレワークの普及を後押し 詳細

【関連する主なSDGs】

目標1 貧困をなくそう
目標2 飢餓をゼロに
目標3 すべての人に健康と福祉を
目標8 働きがいも経済成長も
目標9 産業と技術革新の基盤をつくろう
目標11 住み続けられるまちづくりを
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プラン 撃による情報漏洩や従業員の労務管理で生じる賠償まで、幅広く補
償

し、ワークライフバランス
の実現という社会価値の創
造を促すとともに、新型コ
ロナウイルスの感染拡大防
止のみならずコロナ後の働
き方の多様化にも貢献

GIGAスクール構想販売事業
者向け補償プラン

GIGAスクール構想の実現に向けて、各自治体にノートパソコンやタ
ブレット端末の販売等を行う企業のリスクを補償するプランを提供

教育ICT環境整備に貢献 詳細

月への航行・着陸を補償す
る世界初「月保険」を開発

今後拡大が予想される月面ビジネスにおいて、打ち上げから月面着
陸までのリスクを補償

新たな宇宙領域で生じるリ
スクを軽減するソリューシ
ョンを提供

詳細
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ストリーミングイベント中
止保険

ストリーミング配信を行う事業者向けに、オンラインコンサート、
オンラインスポーツイベント、オンライン旅行ツアーなどで、機器
の不具合で配信が行えず、視聴料を返金するなどの損害を補償

配信に伴う興行中止リスク
を補償

詳細

NFTアート専用保険 デジタルアート作品の出品者向けに、第三者による不正アクセスに
より所有者情報が改ざんされた場合の損害を補償

不正アクセスによる損害を
補償

詳細

メタバースを活用したサー
ビス

三井住友海上は「ミライデザインメタバース」を構築、アバターを
通して将来のエネルギーシステムについてともに考えるコンテンツ
を提供
あいおいニッセイ同和はフォートナイトで、新たな経済圏の創出に
先立ち、保険商品・サービス・顧客接点の構築に向けたメタバース
の開発及びクリエイター支援活動を開始

仮想空間「メタバース」に
おける経済活動を支える保
険商品・サービス開発や新
たな事業を創出

詳細

メタバース専用パッケージ
保険

サイバー攻撃・情報漏えい等、メタバース上で発生する詐欺等、メ
タバースイベントが中止になる等の3つのリスクを補償

仮想空間「メタバース」に
おける経済活動を支える保
険商品・サービス開発や新
たな事業を創出

詳細

自治体向け防災・減災シス
テム「防災ダッシュボー
ド」

災害リスクにつながるリアルタイム気象データ、30時間以上先の洪
水予測データ、発災後のAIによる被害推定をダッシュボード上に一
元的に可視化することで、住民の生命や財産を守るための地域社会
における防災・減災対策を支援

地域社会における防災・減
災支援

詳細

リアルタイム被害予測Web

サイト・アプリcmap(シー
マップ)

エーオングループジャパン（株）、横浜国立大学との共同研究の一
環で、台風・豪雨・地震による被災建物棟数・被災率を、市区町村
ごとに予測する仕組みを構築し、Webサイト・アプリで無償公開。
気象・災害・ライフラインに関するSNS情報や避難先の位置情報等
も表示し、Webサイト上で無償公開。アプリではWebサイトの機能
に加え、災害時の緊急情報をプッシュ通知で受信できる他、日常を
取り巻く各種リスク情報の閲覧・投稿が可能

被災規模の早期把握や迅速
な救助・支援活動をサポー
ト

詳細
AD

避難保険プラン 住民避難に関わる災害時特有のリスクと対策の検証を通じて得た知
見やノウハウを活かし、地方公共団体等が避難スキームを構築する
際に有効な支援策をまとめたプラン

災害発生時に避難行動要支
援者が迅速に避難すること
ができるスキームの構築を
サポート

詳細

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

自然災害ハザード情報調査 地震、風水災、火山噴火、落雷、積雪などに関する総合的な調査に
基づきハザード情報を収集・整理し、企業施設の立地リスクを診断

自然災害時の企業のリスク
対策を支援

詳細
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水災対策サポートサービス 河川氾濫・内水氾濫・高潮を対象にリスクを評価し、被害予防・軽
減対策や事業継続計画（BCP）の策定を支援

河川氾濫・内水氾濫・高潮
時の企業の事業資産の損害
を最小限にとどめつつ、中
核となる事業の継続や早期
復旧の実現を支援

詳細

斜面崩壊リスク診断 「過去最大級」及び「将来最大級」それぞれの降雨シナリオに基づ
く個別拠点の土砂災害（土石流・地すべり・がけ崩れ）のシミュレ
ーションによるリスク評価

事業所、事業計画地等の斜
面崩壊危険度を把握するこ
とで、土砂災害の予防を支
援

詳細

風災リスク診断 図面や外観写真を基に三次元（3D）CADで建物の3Dモデルを作成
し、周囲の地形や建物を考慮した上で、強風時の建物への風荷重の
作用や風の流れを可視化しレポートにまとめ提供

強風による被害を低減する
ため、日常実施しておくべ
き建築物の部位及び屋外設
備の対策検討等に活用

詳細

水災リスク情報一括確認シ
ステム（スイサーチ）

複数拠点における水災関連の各種警戒情報等を「まとめて」「リア
ルタイムに」取得し、各種対応・判断のタイミングの自動判定（＝
警戒ステージの判定）を可能とするWebサイトを提供

台風や大雨による被害が想
定される際の企業の事前防
災対応を支援

詳細

火山噴火対策サービス 2021年に富士山のハザードマップが約7年ぶりに改定されたのを受
け、火山噴火リスクの洗い出し・緊急時対応・事業継続対応・平常
時の訓練等を総合的に支援するサービスを提供

火山噴火を想定したBCP

（事業継続計画）策定を支
援

詳細

気象情報アラートサービス 監視地点において降水量、風速、降雪量の予報が基準値を超える場
合や、監視地点から基準値以内の地点で落雷を観測した場合にアラ
ートメールを発信

自然災害による被害を防
止・軽減

詳細

支援者・要支援者避難サポ
ート保険

要支援者の情報や避難方法等をまとめた個別避難計画に基づく避難
行動中等の要支援者への賠償事故や、避難支援活動中の支援者・要
支援者のケガを補償する保険商品を提供

地域社会における防災・減
災支援

詳細

特定非常災害等避難時一時
金特約

特定非常災害の適用地区に指定されるなど一定規模以上の災害で避
難所等へ避難した場合に、保険の対象の損害有無にかかわらず一時
金をお支払いする特約

地域社会における防災・減
災支援

詳細

自然災害への備え 近年のたび重なる自然災害による、お客さまの風水災・地震補償へ
の関心の高まりに対応し、災害が起こる前から「備えて」おくこと
をお客さまに注意喚起する取組みを推進

地域社会における防災・減
災支援

詳細

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス
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地震保険 地震・噴火、又はこれらによる津波を原因とする火災、損壊、埋
没、又は流失による建物や家財の損害を補償

地震被災者の生活再建と地
震被災地域の早期復旧を支
援

MS

AD

スマートフォン向けアプリ
「スマ保」災害時ナビ

スマートフォンのGPS機能で現在地情報を取得し、周辺の避難所等
やハザードマップを地図上に表示。カメラ機能により風景画面に自
宅や避難所等の方向を表示し、避難行動をサポート。また、現在地

大規模自然災害に遭遇した
時の安心・安全な行動をサ
ポート

詳細

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

の防災情報をリアルタイムにプッシュ通知。一部機能を除き、英
語・中国語（簡体字、繁体字）・韓国語・ベトナム語・タガログ
語・ポルトガル語にも対応

安全運転を支援するアプリ
ケーション・サービスの提
供

テレマティクス技術を活用し、安心・安全につながるさまざまなメ
ニュー（アプリケーションやサービス）を提供

DX活用による地域の防災・
減災支援

詳細

契約者向けポイントプログ
ラムサービス「ADテレマイ
レージ」

テレマティクス自動車保険をご契約のお客さま向けに提供するポイ
ントプログラムサービス。安全運転につながる取組みにチャレンジ
することで、ポイントが貯まり、ポイントに応じた賞品と引き換え
可能なクーポン、又は各種団体を支援する寄付に活用いただけるサ
ービス

交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

詳細

運転技能向上トレーニング 自動車運転技能と認知力・活力を向上させる脳のトレーニング・ゲ
ーム。スマートフォンを用い、手軽に楽しみながらトレーニング可
能

交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

詳細

タフ・つながるクルマの保
険

最先端のテレマティクス技術を活用することで走行距離に応じた合
理的な保険料と安全運転スコアによる割引を実現した自動車保険 。
所定の要件を満たすコネクティッドカーが対象

「安全運転のインセンティ
ブ（割引）」と「安全・安
心につながるサービス」を
提供することで交通事故の
未然防止等、安心・安全な
町づくりに貢献

AD

「GK 見守るクルマの保
険」、「タフ・見守るクル
マの保険」、「強くてやさ
しいクルマの保険　レスキ
ュードラレコ（ドラレコ特
約）」

最新のテレマティクス技術を活用することで、「お客さまの安全運
転をサポートし、運転状況を見守る」ことをコンセプトとした自動
車保険。ご契約のお車の走行データを分析することで運転診断を行
うほか、豊富な安全運転支援アラートでお客さまの安全運転をサポ
ート。また、万一の事故の場合には、専任のオペレータがお客さま
へ安否確認の連絡をすることで、事故の初期対応等のアドバイスを
実施

交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

詳細
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タフ・見守るクルマの保険
プラス（ドラレコ型）・タ
フ・見守るクルマの保険プ
ラスS・タフ・見守るクルマ
の保険NexT

専用ドライブレコーダー・簡易車載器・スマートフォンから取得し
た走行データに基づき、安全運転の度合いを保険料に反映する自動
車保険

「安全運転のインセンティ
ブ（割引）」と「安全・安
心のサービス」を提供する
ことで交通事故の未然防止
等、安心・安全な町づくり
に貢献

詳細

フリート契約者向けドライ
ブレコーダー・テレマティ
クスサービス「F-ドラ」

当社オリジナルの専用ドライブレコーダーと業界初の専用インカメ
ラにより、「事故・緊急時」「事故防止取組」「運行管理」の3つの
サポートを提供するサービス

企業の安全運転取組を支援
することに加え、専用イン
カメラによる危険運転挙動
（居眠り・わき見・携帯電
話で通話）の検知・アラー
トで、重大事故を未然に防
ぐことに貢献

MS

ささえるNAVI テレマティクス技術を活用したフリート契約者向けのサービス 企業のお客さまの車両運行 AD PDF

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

管理と事故低減取組を支援

FOUR SAFETY　～「なが
ら運転」防止支援サービス
～

シガープラグ型の専用端末とスマートフォンアプリにより、一定速
度（時速20km）を超過すると、自動的にスマートフォンの操作
（電話・アプリ等）を制御。管理者は、専用サイトを通じて、従業
員ごとのスマートフォンの制御状況や急加速・急減速等の運転状況
を確認することが可能

企業の安全運転取組に活用
可能。また、社会問題であ
る「ながら運転」の防止に
取り組む企業としての価値
創造もサポート

MS PDF

被災者生活再建支援 激甚化・頻発化している自然災害において、自治体による被災者生
活再建支援制度に係る対応、特に水害時における罹災証明書の迅速
な発行、交付事務の効率化を支援し、被災者のいち早い生活再建を
後押しするサービスを提供

自治体は、調査ロード軽減
と罹災証明書交付事務の効
率化が可能となり、被災者
は、災害見舞金や税の減免
等の各種支援制度を受ける
ことで、早期生活再建が実
現できる

詳細

事業継続管理(BCM)体制構
築支援

大規模地震や感染症等により事業活動が中断した場合に、目標時間
内で事業再開を可能とする仕組みの構築、事業継続計画（BCP）の
策定を支援

緊急時の企業の事業資産の
損害を最小限にとどめつ
つ、中核となる事業の継続
や早期復旧の実現を支援

詳細
インターリスク

単身高齢者の住宅確保支援 単身高齢者世帯に対する安定的な住宅確保に向け、孤独死の予兆
等、特定の挙動を検知した際に不動産賃貸管理会社に向けてアラー
トを発報するIoT機器を活用した新たな保険商品・サービスを開発

高齢社会の課題解決を支援 詳細
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災害対策支援保険 自治体と災害時応援協定（以下「協定」）を締結する事業者が協定
に基づき物資の提供や人員の派遣などを行った場合に発生する費用
等を補償

自然災害発生時における事
業者の社会貢献活動を支援

詳細

災害時車両緊急避難特約 自治体から自然災害に関する避難情報が発令された際、企業の車両
避難時に発生する費用を補償

自治体と協力した災害支援 詳細

消防団員等の災害救助活動
従事中の自動車事故を補償

消防団員等が災害救助活動のためにマイカー等を使用している間に
起きた自動車事故を補償

地域防災力向上を支援 詳細

Platform Clover 持続可能な社会を共創するためのオンラインSDGsプラットフォー
ム「Platform Clover」を提供し、自治体、商工団体、地域金融機関
及び中堅・中小企業のSDGs取組を支援

自治体、商工団体、地域金
融機関及び中堅・中小企業
のSDGs推進支援

詳細

事業継続計画（BCP）の提
案

自然災害や不測の事故が発生した場合でも、事業を早期に復旧・継
続するため、BCPの策定を支援するセミナー等を開催

緊急時の企業の事業資産の
損害を最小限にとどめつ
つ、中核となる事業の継続
や早期復旧の実現を支援

詳細

地域活性応援サイト 地方創生取組をサポートする自治体向けサイトを開設し、各自治体
の地方創生取組のPRや自治体向けのお役立ち情報を発信

自治体の地方創生取組を支
援

詳細

「空き家パッケージ」提供
による地域課題解決

空き家課題の解決による地域の活性化をめざし、空き家所有者、事
業者、自治体を繋ぐプラットフォームの運営事業者と提携し、空き
家の流通や利活用を後押しする商品・サービスを提供

空き家課題の解決による地
域の活性化への貢献

詳細

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

AI分析によって道路の損傷
個所を自動検出し、道路の
点検・管理業務の効率化を
支援（ドラレコ・ロードマ
ネージャー）

三井住友海上のドライブレコーダーからデータを収集し、AI分析を
行うことで、道路の損傷個所を自動的に検出。これまで目視確認に
よって行われていた道路巡回業務の効率化を実現

DX推進による自治体業務の
効率化支援

詳細

獣医師、農家向け「U-メデ
ィカルサポート」

獣医師と農家の家畜診療におけるコミュニケーションシーンをデジ
タルで支援する診療サポートサービス「U-メディカルサポート」を
提供

DX推進による農家支援 詳細

電磁誘導線を活用した自動
運転車に自動車保険を提供

高齢化が進行する過疎地等で新たな移動手段として期待される電磁
誘導線を活用した自動運転車に低廉な自動車保険を提供

DX推進による社会課題解決
の支援

詳細

認知症条例と連動した事故
救済制度の構築（認知症
「神戸モデル」）

神戸市の認知症条例と連動した事故救済制度の運営を受託し、①事
故救済、②制度普及、③事故予防の三位一体による認知症の総合補
償スキームを構築

高齢社会の課題解決を支援 詳細
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わかりやすい情報の提供 パソコン、スマートフォンの活用に加え、高齢の方や障がいのある
方に配慮した手続や、主要な商品パンフレットでは見やすく判別し
やすい書体（ユニバーサルデザインフォント等）の採用、わかりや
すい言葉や図表、イラストを活用した情報を提供。また手話、17ヵ
国語での通訳サービス及び12ヵ国語での翻訳サービスを提供

高齢社会の課題解決を支援 －

「ハートフルラインサービ
ス」の導入

80歳以上のお客さまから、コールセンターにお電話をいただいた
際、音声ガイダンスを介さず、直接オペレーターへ電話を接続する
「ハートフルラインサービス」を導入

高齢社会の課題解決を支援 ー

社会貢献特約 「資産を寄付することで社会のために役立てたい」といったお客さ
まの資産継承に関する多様な価値観に応え、指定公益団体を保険金
受取人に指定できる「社会貢献特約」を、三井住友銀行と共同で開
発

高齢社会の課題解決を支援 詳細

スマホ決済事業者向けの総
合補償

スマホ決済サービスで、第三者による不正アクセスの被害を補償す
る保険

安心・安全なキャッシュレ
ス決済の普及に貢献

MS/AD PDF

シェアリングエコノミー事
業に関する補償

シェアリングエコノミーの普及により、サービスを「利用している
本人だけ」「利用している間だけ」個人賠償責任保険を提供したい
という事業者からのニーズに対応し、さまざまな事業活動に応じて
補償内容等をオーダーメイドで設計できる商品

シェアリングビジネスの発
展に寄与

MS PDF

1DAYレジャー保険 必要な補償を必要なときにだけ受けられるレジャー保険 お客さまのより豊かな暮ら
しに貢献

MS

ビルトイン型保険 デジタル保険販売プラットフォームを活用し、デジタルビジネス事
業者とデータ連携させることで事業者の利用者向けに販売する保険

EC（電子商取引）やシェア
リングサービスの利用者に
対する安心・安全を提供

MS PDF

1DAY保険、ワンデーサポー
ター

1日単位で加入できる借用車向け自動車保険 無保険車による事故を低減 MS

AD

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / SDGsに貢献する商品・サービス

カーシェアプラットフォー
マー専用自動車保険

カーシェアで貸した車を「持ち逃げ」された場合の被害を補償 これまでの車両保険では対
応できなかったカーシェア
特有の課題解決に貢献

MS PDF

AD PDF

スマートフォン向けアプ
リ　スマ保　運転力診

運転傾向分析、ドライブレコーダー、ecoドライブ診断、事故多発
地点への接近の音声通知、荒天予報の配信などのサービスを提供

交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

MS

自動車リスクマネジメント
サービス

事故防止・低減に向けた効果的な各種プログラム・ソリューション 交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

インターリスク
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運輸安全マネジメントセミ
ナー

国土交通省から実施機関として認定を受けた、自動車運送事業者向
け事故防止・削減セミナー

交通事故の防止、安全運転
のサポートに貢献

インターリスク

自動車保険「災害時応援協
定に基づく電動車等貸与時
のレンタカー費用特約」

災害時応援協定に基づき事業者が電動車等を自治体に貸与し、その
代替となるレンタカーを手配した場合に発生するレンタカー費用を
補償

災害発生時の地域の協力体
制構築を支援するととも
に、電動車の有効活用（非
常用電源）を促すことで、
電動車の普及を後押し

MS PDF

スマートフォン向けアプリ
スマ保

契約内容の確認や代理店への連絡に利用いただけるほか、自動車の
事故や故障時にはGPS機能を活用したレッカーけん引サービスの手
配等が可能

お客さまの利便性を向上 MS

被災設備等修復サービス 火災・水災等で被災した建物・機械・設備の煙・すす・サビなどに
よる災害汚染の調査、汚染除去等を災害復旧専門会社が行うサービ
ス

従来は新品交換する以外に
方法がなかった機械・設備
等を被災前の状態に修復
し、お客さまの事業の早期
再開を支援

MS

地震・津波リスク対策コン
サルティング

地震・津波の影響を加味した被害想定額の算定や現地調査等に基づ
いた対策の強化を支援

地震・津波の災害時の企業
の事業資産の損害を最小限
にとどめつつ、中核となる
事業の継続や早期復旧の実
現を支援

インターリスク

海外事業所へのBCP展開支
援サービス

事故や自然災害等、海外での重大リスクを想定し、対策を支援 企業の海外ビジネス事業の
発展を支援

インターリスク

AIを活用した建物損害額算
出システム

スマートフォンやパソコンから損害写真を送信するだけで、AIが写
真から損傷箇所を自動で解析・検出し、瞬時に保険金を算出する仕
組み

修理見積書の提出が不要と
なるため、保険金の迅速な
お支払いを実現、お客さま
の被災後の生活再建の早期
化に貢献

MS/AD PDF

グローバルビジネス総合補
償プラン

中堅・中小企業向けに海外事業展開に関わるリスクを総合的に補償 海外での円滑な事業活動の
支援を通じて、事業の安定
化及び海外現地の発展を支
援

MS

海外ビジネス展開支援 海外進出する中小企業に対し、リスクマネジメントサービスを提供 中小企業の海外ビジネス事 MS
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業の発展を支援
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輸出食品専用保険 輸送中の事故による腐敗・品質劣化損害等、食品を輸出する際に生
じるリスクを補償

中小事業者の新規輸出を支
援し、日本の農林水産業と
食品産業の持続的な発展に
貢献

MS PDF

労働安全衛生／安全文化醸
成コンサルティング

労働安全衛生に関する研修、コンサルティングを提供
また、安全管理を下支えし活性化する安全文化の醸成に向けた現状
診断とコンサルティングを提供

労災事故防止・施設災害防
止を支援

インターリスク

SDGs（持続可能な開発目
標）推進支援サービス

企業向けSDGs研修、SDGs戦略の立案とその取組強化を支援するコ
ンサルティングを提供

SDGsを通じて地域活性化や
社会課題の解決を支援

インターリスク

新型インフルエンザ対策等
の新型感染症コンサルティ
ング

感染予防、感染拡大防止、取引先への対応、事業の継続、風評被害
への対処などさまざまな観点に立ち、お客さまの新型インフルエン
ザ等の新型感染症対策を支援

感染予防、感染拡大防止に
貢献

インターリスク

ネット完結募集システム 職域の従業員や一部のお客さまを対象としたネット完結募集システ
ム「&LIFE e-Net」を導入

デジタライゼーションの進
展に伴い高まる非対面ニー
ズに応えるシステムを提供

MSA生命 PDF

労務デュー・ディリジェン
スサービス付帯表明保証保
険

労務デュー・ディリジェンスサービスを組み込んだ小規模事業者向
けの表明保証保険

小規模M&A時の労務デュ
ー・ディリジェンスリスク
の提言

AD PDF

家族Eye（親族連絡先制度） 保険契約に関する緊急時の連絡先として、お客さまの親族1名を任意
で登録する制度
当社又は取扱代理店がご契約者と連絡が取れないなどの緊急時にご
登録の親族に連絡して保険契約に関する重要な案内をより確実にお
届けすることや、ご登録の親族からの照会に対し登録情報をもとに
本人確認を行い、契約内容を共有することが可能

高齢者のひとり世帯、入
院・災害時における契約
者、ご家族への安心を提供

MS

AD

MSA生命
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多様な人々の幸福（Well-Being）

商品・サービス 内容 社会課題解決への貢献 詳細

MSAケア 「病気の予防・早期発見」「重症化・再発予防」「健康に関するご
相談」など、病気になったときに生命保険で保障することに加え、
病気になる前、病気になった後のサポートまでを“ひとつながり”で

お客さまのすこやかな未来
づくりをサポート

詳細

【関連する主なSDGs】

目標3 すべての人に健康と福祉を
目標5 ジェンダー平等を実現しよう
目標8 働きがいも経済成長も
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お届け

スマートフォン向けアプリ
「ココカラダイアリー」

ストレス状態の測定、自動測定される歩数から計算した消費カロリ
ーの表示、食事・身長・体重・睡眠時間などの記録、医療情報の確
認などが可能。また、従業員のライフログデータの閲覧や、健康ア
ドバイス等をアプリに送信するお知らせ機能等を備えた管理者向け
専用Webサイトを提供。企業内の歩数ランキング表示機能を活用し
た健康イベント開催により、従業員間のコミュニケーション促進も
支援

お客さまご自身での健康管
理及び企業の健康経営を支
援

詳細

東京大学COIと提携した健
康増進

東京大学、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保で、AIによる
健康リスク予測モデルを搭載した健康管理アプリとコンサルティン
グサービスを組み合わせた健康経営支援保険を販売。東京大学、
MSA生命の共同開発によるアルゴリズムを使用し、軽度認知障害
（MCI）のリスクをチェックするサービスを提供

お客さまご自身での健康管
理及び企業の健康経営を支
援

詳細

福祉・介護事業者向けサー
ビス

福祉・介護事業者を取り巻くさまざまなリスクに対する補償と事故
再発防止のためのコンサルティング費用を補償する商品や、介護施
設・事業所に義務付けられたBCP計画策定や虐待防止研修を支援

高齢社会特有の課題解決に
貢献

詳細

日本病院会会員向け「医業
未収金補償保険」

訪日外国人の増加等に伴う想定外の高額な未収金の発生リスクへの
備えとして、一般社団法人日本病院会会員向けに医業未収金補償保
険（外国人患者限定プラン）を開発・提供

病院業務の安定化支援に貢
献

詳細

健康経営コンサルティング
サービス

健康経営の実践における相談や課題に対するアドバイス、健康経営
優良法人認定制度に関する情報提供を実施

企業の健康経営を支援 詳細
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企業向け「仕事と介護の両
立支援サービス」

厚生労働省による「介護離職を予防するための両立支援対応モデ
ル」で示されている5つの取組みに基づき、課題の洗い出しやめざす
べき方向性等をアドバイス

企業の安定的な経営と働き
やすい社会の実現に貢献

詳細

健康経営支援保険 東大COIと開発した健康管理アプリ「Myからだ予想」による従業員
の健康リスクの見える化・病気予防のツールと、ケガや病気により
働けなくなった従業員の所得補償、健康経営支援サービスの3つの機
能が一体となった保険パッケージを提供

企業の健康経営を支援 詳細

コンタクトセンター向け
「メンタルヘルス支援サー
ビス」

一般的に業務上のストレスが多く、離職率が高いと言われているコ
ールセンター向けのサービス
コールセンタースタッフのコンディションをタイムリーに把握、早
期の職場改善等へとつなげる

企業の健康経営を支援 詳細

スマートフォン完結型の資
産形成・運用型生命保険商
品『AHARA（アハラ）』

「資産形成を気軽に始めたい」というお客さまニーズに応える積立
型の資産形成商品として、日本初のスマートフォン完結型の変額年
金保険『AHARA（アハラ）』を提供

豊かなセカンドライフを支
援

詳細

個人型確定拠出年金
（iDeCo）

税制優遇を受けながら、掛金を自分で積み立て、自分自身で運用
し、原則60歳以降に一時金や年金として受け取ることができる制
度。
金融機関や代理店等を通じて提供

豊かなセカンドライフを支
援

詳細
MS

AD
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生存保障重視型平準払個人
年金保険（利率変動型）
「あしたも充実」

毎月一定額の保険料を円で払い込み、外貨に換算して積み立て、増
やした年金原資をもとに年金をお受け取りいただける平準払い型の
個人年金保険
「ドルコスト平均法」の仕組みによって為替リスクの低減が期待で
きるほか、死亡保障を抑え、その分を年金に回す「トンチン性」の
仕組みを活用することによって年金原資をより大きくする工夫あり

豊かなセカンドライフを支
援

詳細

通貨選択生存保障重視型個
人年金保険「あしたの、よ
ろこび」「あしたの、よろ
こび2」

「人生100年時代」を見据え、豊かなセカンドライフをサポートす
る、トンチン性を活用した個人年金保険。「あしたの、よろこび2」
は、「受取重視コース」「先取・安心コース」「満期充実コース」
「ターゲットコース」の4つのコースから、お客さまの資金ニーズに
応じた選択が可能

豊かなセカンドライフを支
援

詳細

通貨選択型特別終身保険
「やさしさ、つなぐ2」

生存給付金の受取人をご家族とすることで、お客さまの大切な資産
をスムーズにつなぐことができる終身保険

豊かなセカンドライフを支
援

詳細

&LIFE ガン保険Sスマートセ
レクト

一時金を充実させ、ガンを対象とする全ての保障を早期のガンから
カバーする「&LIFE ガン保険Sセレクト」を提供

医療リスクへの対応策を提
供

詳細
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高齢社会に対応した火災保
険商品

賃貸住宅内での高齢者の孤独死によって発生する損害の対応費用を
補償するために、火災保険で家主費用の特約を提供

高齢社会特有の課題解決に
貢献

詳細

介護すこやかデスク 保険にご加入いただいたお客さまへ、介護・認知症に関するお悩
み、ご相談にお応えする電話相談サービス。
介護・認知症に関するご相談に看護師等の資格をもった相談員が対
応。ご家族向けの介護に関するこころのご相談、認知症専門医療機
関の情報提供、お電話での認知機能チェックなど、お客さまにあっ
たサービスをご案内

お客さまと大切なご家族の
介護をサポート

詳細

BPSD発症予測サービス 在宅認知症高齢者のQOL（Quality of Life）の向上とご家族・介護
スタッフの負担軽減を実現するBPSD発症予測サービスを提供

お客さまと大切なご家族の
介護をサポート

詳細

零細企業家向け小口ローン
への保険（フィリピン）

零細企業家向け小口ローンの提供を行うBPI Direct BanKoと連携
し、ローンに付帯したマイクロインシュアランスの提供を2019年秋
より開始

事故や災害といった不測の
事態にも保険で零細企業家
の経営を支援

詳細

先住民向け専用火災保険
（マレーシア）

マレーシアの先住民の居住環境の改善に取り組む社会的企業EPIC

Homesと協力し、経済発展を遂げる都市部から取り残されていた先
住民に提供する住宅への専用火災保険を開発。住宅に補償を備える
ことで、先住民は安心して住み続けることができると同時に、EPIC

Homesが募ったスポンサーは寄付の価値が住宅の火事とともに失わ
れてしまう不安がなくなり、参画しやすい支援スキームを実現

貧困状態にある人が多く、
住宅への補償や支援を必要
としている先住民の生活基
盤の安定に貢献

詳細

スマートオフィス（イン
ド）

大都市圏と比較し保険の浸透が遅れている中小都市、町村部に、保
険証券の発券機を設置した小型の店舗（スマートオフィス）を展開

保険へのアクセスが不便だ
った地域での保険の普及に
貢献

詳細

マイクロインシュアランス
（インド）

これまで保険アクセスが不便だった地域の住民向けに小口ローンの
提供を行う金融機関と連携し、ローンに付帯したマイクロインシュ
アランスの提供を開始

保険へのアクセスが不便だ
った地域での保険の普及に
貢献

詳細
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高校生向けの金融リテラシ
ー授業の提供（日本）

2022年4月の民法改正で成人年齢が18歳に引き下げとなったことを
受け、高校生に金融リテラシー向上のための授業を実施。自立的で
安心かつ豊かな生活を実現するための生活スキルを身に着ける機会
を提供し、将来的な生活水準の向上に貢献

日本の若者の将来における
生活向上へ貢献

詳細

デジタル化、AI活用による
サービス

募集から保険金お支払い等の保険手続に関するプロセスをEnd to

Endでデジタル化した「MS1 Brain リモート」の提供や、AIを活用
した支援アプリ・サービスの提供により、お客さまの利便性を向上

デジタルを活用しお客さま
の利便性を向上

詳細
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手話通訳サービスを活用し
た対応

耳やことばの不自由なお客さまからのお問合せを、手話通訳オペレ
ーターがビデオ通話により手話又は筆談で受付し、当社オペレータ
ーに音声通訳するサービス

リアルタイムに手話や筆談
でご契約内容のご照会やお
手続等が可能となり、お客
さまの利便性を向上

詳細
MS

AD

MSA生命
MD

事故対応サービス等におけ
る「17カ国語対応」

事故に遭われたお客さまや相手方、保険に関するご相談・お問合せ
をいただくお客さまで日本語によるコミュニケーションが困難な場
合にも、通訳オペレータを介して17カ国語でのやり取りを可能とす
るもの

日本語によるコミュニケー
ションが困難なお客さまの
利便性を向上

詳細
MS

AD PDF

MD

聴覚障がいのお客さま向け
のWebサービス

Web機能を活用してロードサービスを要請できるサービス 聴覚に障がいのあるお客さ
まの利便性を向上

MS

高齢者向け「行方不明時の
捜索費用補償」

70歳以上の方が加入できる傷害保険において、被保険者が行方不明
となった場合の捜索費用を補償

高齢社会特有の課題解決に
貢献

MS/AD PDF

&LIFE 新総合収入保障ワイ
ド

万一のときだけでなく、病気やケガによって就労不能状態や要介護
状態となった場合の「働けなくなるリスク」に毎月の年金で備える
ことが可能
健康診断料率適用特約、健康優良割引（区分料率適用特約）を付加
することにより、健康診断の受診状況、健康状態や喫煙歴、自動車
等の運転履歴に応じて、保険料を割り引く

働けなくなるリスクへの対
応策を提供し、お客さまの
健康維持・向上にも貢献

MSA生命

&LIFE 医療保険Aセレクト 入院・手術だけでなく、生活習慣病・ガン・女性疾病・介護なども
手厚くサポート。お客さまのニーズに合わせて、さまざまな保障を
セレクトすることが可能

医療リスクへの対応策を提
供

MSA生命

～ライフプラン・マネープ
ランを見える化し、資産形
成をトータルサポート～
「人生100年ラウンジ」

企業の「従業員に対する資産形成支援等、自ら豊かな人生を送るこ
とにつながる福利厚生制度を提供したい」というニーズと、従業員
の「精緻な収支シミュレーションをベースに老後を含めたライフプ
ランをデザインしたい」「ライフイベント時に最適なサポートを受
けたい」というニーズの双方に応える情報や商品・サービスを提供

人生100年時代を見据えて社
会福祉や老後資金への関心
が高まる中、お客さまの状
況やニーズを見える化し、
一人ひとりのライフプラン
やマネープランに即した商
品やサービスを提供

MS PDF

満点生活応援団 保険にご加入いただいたお客さまへ、健康・医療、暮らしに関する
さまざまなご相談についてお応えする電話相談サービス

お客さまのお悩み解決のサ
ポート、情報提供を通じ
て、お客さまの健康で快適
な生活を支援

MSA生命
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医療・介護関連の情報提供
サービス

スマートフォンで再生したバーチャル・リアリティ(仮想現実)映像
を利用した情報提供サービス。陽子線治療を行う医療施設の疑似訪
問や、分子標的薬による治療方法、認知症のある方ご本人やご家族
の日常生活の疑似体験（一人称体験）など、臨場感を持って体験す
ることが可能

お客さまの暮らしの一助と
なることをめざし、医療や
介護に関する情報をわかり
やすくお伝えし、「正しく
知ること」を支援

MSA生命 PDF

医療・福祉リスクマネジメ
ントサービス

医療機関や福祉サービス事業者のインシデント・アクシデントの未
然防止・再発防止を支援

医療機関、福祉事業者の持
続的発展を支援

インターリスク

「ビジネスと人権」対応支
援コンサルティング

企業の人権デューデリジェンス、サプライチェーンにおけるリスク
対策、人権取組の開示を支援

企業の人権尊重取組、情報
開示を支援

インターリスク

※目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」は、全ての取組みに関係します。
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地球環境との共生
（Planetary

Health）

TCFD向け気候変動影響定量評価サービス

気候分析のベンチャーJupiter社と協業し、気候変動の影響による定量的なリスク評価を提供

分析対象拠点数

2022年度：6,640拠点

リアルタイム被害予測Webサイトcmap.dev(シーマップ)

自然災害に対する事前の防災・減災対策として無償で一般公開

サイトへの年間ページビュー数

2022年度：273万アクセス

安心・安全な社会
（Resilience）

サイバーリスク対応商品

サイバーセキュリティ対策支援と万一のときのサイバー攻撃の損害に備える補償を提供

サイバーリスクから守られている法人・組織数

2022年度：20,165社

テレマティクス安全運転支援サービス

テレマティクスによる安全運転支援サービスを活用した自動車保険を提供

見守るクルマの保険、つながるクルマの保険の契約件数

2022年度：220万件

多様な人々の幸福
（Well-being）

将来の資産形成を支えるトンチン年金

長生きした人ほどより多くの年金を受け取れる、お客さまの「つかう」ニーズにかなう外貨建ての個
人年金保険

トンチン年金の契約件数

2022年度：5万件

企業への人権関連対応支援

企業の人権課題への取組みを支援し、企業の福利厚生や健康経営に関わる保険の提案にも貢献

企業等への人権関連コンサルティング、研修、セミナー等の
実施件数

2022年度：1,111件

CSV取組のインパクト

当社グループは3つの重点課題に基づきCSV取組を推進しています。当社グループの商品・サービスを提供することで社会課題の解決に貢献し、企業価値の向
上と社会課題の解決の両面でポジティブなインパクトを生み出しています。

※数値は2022年度の概算数値です。

統合報告書（ディスクロージャー）
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サステナビリティコンテスト

2030年にめざすべき社会像「レジリエントでサステナブルな社会」を掲げ、SDGsを道しるべとして、社会との共通価値の創造(CSV)に向けてさまざまな取組
みを進めています。事業を通じた社会課題の解決には、グループ社員一人ひとりがCSVやSDGsへの理解を深めることが必要不可欠です。社員の啓発を目的と
した「サステナビリティコンテスト」は、社会課題の解決につながる取組みや提案を通じた顕著なCSV取組を表彰するもので、2018年から開始しています。
第五回目となる2022年度は、気候変動や防災・減災、高齢化等幅広い社会課題について国内外から276組の応募がありました。価値の創造、コミュニケーショ
ン、取組姿勢、発展性の4つの項目を選考基準として評価し、16組を入賞として選出し、グループ役員によるオンライン審査・投票により、最優秀賞1組、課題
別賞3組、優秀賞2組を選出しました。

【最優秀賞】
チョラMS(三井住友海上　インド現地法人)

マイクロ家財保険による低所得・貧困層の金融包摂※＆女性の社会進出支援
※貧困や難民などに関わらず、誰もが取り残されることなく保険などの金融サービスへアクセスでき、恩恵を受けられるようにすること

インドでは低所得・貧困層（特に地方・農村部）の金融包摂に加え、女性の社会進出が社会課題となっており、財物を含めたあらゆる分野の保険について、低
所得・貧困層が十分にアクセスできているとは言えない。サイクロンや洪水等の自然災害も発生するインドにおいて、低所得・貧困層は、財物損害を被ると、
生活の復旧が難しく、さらなる所得格差の拡大につながることなどに着目。

チョラMSでは、マイクロクレジットを提供する金融機関と提携し、マイクロ家財保険を販売することで、低所得・貧困層の金融包摂を進めている。また、ロー
ンの借手はマイクロビジネスを営む女性が多いことから、マイクロ家財保険の提供を通じた事業リスクの低減により女性の社会進出を支援することにもつなが
る。

サステナビリティコンテスト2022

最優秀賞を受賞した二人

サステナビリティコンテストの開催により、社員のサステナビリティマインドが醸成される
とともに、日常業務とCSVを結び付ける意識が高まっています。新たなビジネスモデルの創
出で社会課題を解決し、サステナビリティコンテストでグループ全体に共有することで、サ
ステナビリティマインドや取組みがグループ内で展開していく好循環を生み出しています。
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気候関連の財務情報の開示

2050年ネットゼロへの移行に向けた取組み

環境負荷低減取組

社会との共通価値を創造

気候変動への対応

「地球環境との共生-Planetary Health-」をサステナビリティの重点課題（マテリアリティ）と定め、気候変動に対する様々な取組みを進めています。
気候変動は社会や産業に著しい影響を与え、企業の業績の大きな変動要因になるため、事業活動における気候変動の影響を企業が情報開示する重要性が増して
きています。当社グループは気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)に賛同し、このガイドラインに沿って情報を開示していきます。

気候関連の財務情報開示

気候変動への対応を進めるため、「2050年ネットゼロ」への移行計画の一つとして、2030年までの取引先の温室効果ガス排出量（スコープ3・カテゴリー
15）の削減目標を設定し、取組みを進めています。保険・金融サービス事業者として、お客さま企業が取り組まれている温室効果ガス削減に向けた課題への理
解を対話を通じて深め、課題解決にともに取り組んでいます。

2050年ネットゼロへの移行に向けた取組み PDF  （3,694KB）

当社グループは2050年ネットゼロの実現に向け、「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」に基づき、グループ独自の環境マネジメントシステム
「MS&ADグリーンアースプロジェクト」を通じて、温室効果ガス削減取組みをはじめとした自らの事業活動における環境負荷低減取組を積極的に推進してい
ます。

環境負荷低減の取組み

気候変動の進展を緩和する一方で、こうしたリスクの増大に備えて対策を講じていかなければなりません。当社グループは、大規模災害の損失に係る再保険を
はじめ十分な備えで社会に安心・安全を提供していきます。また、自然災害がお客さまにもたらす被害や損失をなくす、又は軽減するための適切なサービスを
提供することで気候変動への適応を進め、脱炭素社会の実現につながるニュービジネスを支えていきます。
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リスクを見つけ伝える
リスクの発現を防ぐ

リスクの影響を小さくする
リスクが現実となった時の
経済的負担を小さくする

・気候変動の影響を踏まえたリスク分析
・脱炭素社会への移行に伴うリスク評価

（例）
・長期的な洪水予測に基づくリスク評価
・脱炭素に向けた新しい技術に伴う事業リスクの
分析

調査・分析結果をもとにしたリスクマネジメント策の提案

（例）
・風力発電設備の故障や異常予兆を検知するアラートサービス（研
究中）

必要なリスク補償の提供

（例）
・再生可能エネルギー事業を取り巻くさまざまなリスクを総合的
に補償
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脱炭素化を支援する商品・サービス提供

脱炭素化を支援

日本政府は2050年までに、CO2等の温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラ
ル宣言を行い、自治体やさまざまな業種の企業においても対応を要請
脱炭素に向けた入門セミナーの開催、CO2排出量の算定に向けたサポートやCO2削減に向けた戦略づ
くりなど、多様な支援メニューを、業種規模を問わずワンストップで提供

中小企業向けにカーボンニュートラル導入支援ツールを提供（AD） PDF

コンサルティングメニュー 気候変動（TCFD／カーボンニュートラル）（インターリスク）

企業の脱炭素化を支援する保険

企業向けの火災保険において、被災建物等の復旧時に、新たにCO2排出量削減につながる設備等を採用
する際の追加費用を補償する「カーボンニュートラルサポート特約（脱炭素化対策費用補償特約）」を
提供
従来の火災保険においては、一般的な工事や設備修理等、元の状態に復旧する費用までを補償していた
が、復旧時のCO2排出量削減につながる追加費用を補償する新たな特約を開発。脱炭素社会の実現に向
け、企業の脱炭素化の取組みを支援

企業火災保険向け「カーボンニュートラルサポート特約」販売開始 PDF

環境に配慮した自動車の
普及を支援

三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、業界に先駆けて、事故によりご契約のお車をガソリン車
からEV等へ買い替える際に発生する費用を補償する電気自動車等買替費用特約を開発し、2023年1月
以降の保険始期契約から販売を開始

【業界初】電気自動車等買替費用特約を開発（MS・AD） PDF

また、あいおいニッセイ同和損保は地域の移動手段の確保に向けて導入が進む「電磁誘導線を活用した
自動運転車（低速EV）向けの割引」や「TOYOTA 超小型EVへの車両保険10%割引」など、低廉な保険
料の提供を通じてEVをはじめとする環境配慮に資する電動自動車の普及をサポート

電磁誘導線を活用した自動運転車向け保険を提供（AD） PDF

TOYOTA超小型EVへ車両保険10%割引を適用（AD） PDF

温室効果ガス排出量算出・可視化サービスの提供

テレマティクス自動車保険

あいおいニッセイ同和損保は、テレマティクス※1 自動車保険の契約者等を対象に、安全運転によって
削減されたCO2の排出量を独自のアルゴリズムで可視化する新たなサービスを開始
従来から提供する「事故の低減」等の付加価値に加え、新たに「環境保全」という価値を提供すること
で、社会課題の解決に向けてより一層貢献し、地球環境課題に対するテレマィクス技術の価値向上をめ
ざす取組み

パリ協定に沿った事業活動が重要な経営戦略となるなか、お客さまや社会の脱炭素化を支援する保険やサービスの開発、提供に取り組んでいます。
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テレマティクス自動車保険で「CO2排出量の削減効果」を可視化する新サービスを開始 PDF
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EV向け現場充電サービス実証実験

あいおいニッセイ同和損保とMS&ADグランアシスタンスは、株式会社トータスカーアシスタンス、
Bell Energy 株式会社と4社で、将来的なEVの普及・拡大と、電欠※トラブルの解消を見据えたEV向け
現場充電サービスの実証実験を実施
4社は本実証実験を通じて得られたノウハウを活用し、EVの普及に合わせたEV現場充電サービスの提
供をめざし、誰もが安心してEVを利用できる環境づくりとともに、カーボンニュートラルな社会の実
現に貢献
※電欠： EVの充電されていた電気を使い切り、動けなくなる状況

EV向け現場充電サービス実証実験を実施（AD、グランアシスタンス） PDF

再生可能エネルギー事業を
支援する商品

再生可能エネルギー事業者（太陽光発電、陸上・洋上風力発電、バイオマス発電、中小水力発電など）
を取り巻くさまざまなリスク（財物損害、利益損失、賠償責任など）について総合的に補償する各種保
険商品を販売すると同時に、リスク評価・コンサルティング等によるリスクマネジメントサービス及び
ハンドブック等による情報提供を通じ、脱炭素社会への移行に向けて再生可能エネルギーの普及を側面
から支援

SDGsに貢献する商品・サービス

再生可能エネルギー発電事業者・アグリゲーショ
ン事業者向け

インバランスリスク補償保険

三井住友海上は、天候の変化や発電設備の損壊などにより再生可能エネルギー発電量の実績が発電計画
より不足したことによって、再生可能エネルギー発電事業者及びアグリゲーション事業者が負うインバ
ランスリスクを補償する保険商品を開発、リスク状況に応じてオーダーメイドで提供
2022年6月より販売開始
2022年5月10日 商品・サービス 再生可能エネルギー発電事業者・アグリゲーション事業者向け「イン
バランスリスク補償保険」の販売開始 PDF

PPA事業者向け保険パッケージ

あいおいニッセイ同和損保は、再生可能エネルギーの調達方法の一つとして導入が進む「PPAモデル
※」の普及促進を目的に、発電設備の損壊リスクだけではなく、損壊に起因する再エネや環境価値の代
替調達リスクも補償する「PPA事業者向け保険パッケージ」の提供を開始
PPAモデルを運営する上で発生するさまざまなリスクを補償することで安全・安心な事業運営を支援す
るとともに、再エネの利用拡大を通じたカーボンニュートラルの実現に貢献
※ Power Purchase Agreementの略で、再エネを導入する企業等の需要家と発電事業者の間で契約す
る電力購入契約

【国内初】「PPA事業者向け保険パッケージ」の提供を開始（AD） PDF
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発電インバランス費用補償保険

クールトラストが提供する「AIを活用した発電量
予測サービス」へ全件自動付帯

あいおいニッセイ同和損保は、株式会社クールトラストが提供するO&M※1サービスを利用する太陽光
発電事業者向けに、不足インバランス費用※2を補償する「発電インバランス費用補償保険」の提供を
開始
太陽光発電事業への参入障壁を解消し、国内の発電量に占める再生エネルギー比率を高めていくこと
で、カーボンニュートラルの達成を支援

※1：Operation & Maintenanceの略称、太陽光発電施設の運用及び保守点検
※2：太陽光発電事業者が電力広域的運営推進機関（以下「OCCTO」）に提出した発電計画量に対して
発電実績量が不足する場合に生じるコスト

サービス付帯型の発電インバランス費用補償保険を開発（AD） PDF

2050年までのカーボンニュートラル実現に向け、既存技術では脱化石燃料化できない領域・産業にお
いて温室効果ガス削減技術であるCCSの活用が不可欠

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 気候変動への対応

CO2回収・貯留を支援する保険
三井住友海上は、商用化に向け実証実験の進むCCS事業に係る損害賠償リスクを補償する保険でカーボ
ンニュートラルの実現に貢献

CCS事業者向け環境汚染賠償責任保険の販売開始 PDF

「J-クレジット事業者支援保険（自治体向け）」
を販売

あいおいニッセイ同和損保は、カーボン・オフセットの手法の一つとして活用されているJ-クレジット
制度において、自治体が主となって実施するプロジェクトに関わるリスクを補償する「J-クレジット事
業者支援保険（自治体向け）」を販売

本保険は、プロジェクトに参加する自治体の地域住民が所有する太陽光発電設備等の故障・破損等につ
いて自治体が修理・交換する補償制度をバックアップするもので、自治体は修理費用等をあらかじめ保
険料として予算化できるため、安定した制度運営が可能

「J-クレジット事業者支援保険（自治体向け）」を販売（AD） PDF

脱炭素技術やリスクに関する調査研究や実証の取組み

GXリーグへの参画

我が国が2050年カーボンニュートラル目標を実現し、更に世界全体のカーボンニュートラル実現にも
貢献しながら、そのための対応を成長の機会として捉え、産業競争力を高めていくためには、経済社会
システム全体の変革（GX：グリーントランスフォーメーション）をけん引していくことが重要

MS&ADホールディングスは、このGXリーグ基本構想に賛同し、経済社会システム全体の変革のため
の議論と新たな市場の創造のための実践を行うGXリーグに参画。取組みの一環に位置付けられる「市
場創造のためのルール形成」に向けた『GX経営促進ワーキング・グループ』にも参画

GXリーグにおける『GX経営促進ワーキング・グループ』の設立について PDF

2050年ネットゼロを実現するためには、革新的な技術の社会実装が不可欠ですが、技術的な課題や社会制度の変更など、研究・解決すべき問題は多岐にわたり
ます。ステークホルダーや専門家と連携し研究や実証に向けて積極的に取り組んでいます。
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水素バリューチェーン推進協議会
への参画

2020年12月に設立された水素バリューチェーン推進協議会に参画。同協会は「サプライチェーン全体
を俯瞰し、業界横断的かつオープンな組織として、社会実装プロジェクトの実現を通じ、早期に水素社
会を構築する」ことを目的に設立　
水素需要拡大にはさまざまな企業が連携し、安価な水素の供給と、水素利用の促進に取り組むことが期
待されていることから、参画を通じ水素普及に向けた仕組みづくりへの貢献をめざす

「水素バリューチェーン推進協議会」への参画について（MS） PDF

「水素バリューチェーン推進協議会」への参画について（AD） PDF

洋上風力発電設備の損害予防サービスの事業化研
究開始

三井住友海上とインターリスク総研は、再生可能エネルギーの主力電源として期待される洋上風力発電
の普及支援のため、スタートアップ企業や学術機関等と、設備の故障や異常予兆を検知するアラートサ
ービスの事業化に向け共同研究を2022年4月に開始

自治体やパートナー企業と連携した実証実験を通じて、ドローンやロボット、センサーにより海中設備
や風車の状態データ等を取得・分析、更に三井住友海上の損害データを活用して事故につながる異常予
兆アラートサービスの開発をめざす

洋上風力発電設備の損害予防サービスの事業化研究開始 PDF
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地域共生型再生可能エネルギー発電事業会社で実
証実験

三井住友海上は、2022年3月、株式会社まち未来製作所と一般社団法人東松島みらいとし機構等と共同
で、地域共生型再生可能エネルギー発電事業会社 ENERUに出資し、今後設置する太陽光発電設備の運
営を通じ自然災害リスク削減をめざした実証実験を開始
再エネの普及を支える最適な商品・サービスの提供により、地方創生と脱炭素社会の実現に貢献

「地域共生型再生可能エネルギー発電事業会社」で実証実験を開始 PDF

あいおいニッセイ同和損保と
東京大学

テレマィクス技術の活用によるCO2削減へ向け共
同研究を開始

あいおいニッセイ同和損保と東京大学は、テレマティクス技術の活用によるカーボンニュートラルの促
進に向けた共同研究を2022年4月から本格的に開始

テレマティクス技術に関するノウハウを持つあいおいニッセイ同和損保と環境領域の知見・分析技術を
持つ東京大学は、自動車の走行データを活用し、生活者一人ひとりの運転による排出CO2の削減取組を
推進し、日本のカーボンニュートラルの達成へ貢献することをめざす

あいおいニッセイ同和損保と東京大学、 テレマティクス技術の活用によるCO2 削減に向け共同研究を
開始 PDF

ブルーエコノミープロジェクトの始動

海洋海底における再生可能エネルギーやネガティブエミッション技術等をテーマにした取組みによって
新たに生じるリスクを分析しブルーエコノミーの発展を支える保険商品・サービスの開発をめざす社内
横断型プロジェクトを始動

「ブルーエコノミープロジェクト」始動 PDF
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自然災害による被害・損失への補償の提供

天候デリバティブ

異常気象や天候不順によって生じるお客さまの財務上の損失を軽減するために、天候デリバティブを販
売
例年を上回る（あるいは下回る）降雨、猛暑・冷夏、厳冬・暖冬、日照不足などによる売上減少や費用
増大に対して、天候デリバティブの引受けを通じてソリューションを提供

インターリスク総研サステナブル経営レポート PDF

農家向け天候インデックス保険
プラットホーム

お客さまが天候インデックス保険の見積りをオンラインでリアルタイムに実施できる専用プラットホー
ムを、MSI Guaranteed Weather及び豪州InsurTech企業等と協働で開発し、オーストラリアの農家向
けに同保険商品を販売
従来型の作物保険では、山火事や雹だけに限定されることが多いのに対し、当商品は、干ばつや高温・
低温、収穫直前の降雨などの気象条件をカバーし、自然災害多発国で農家の経営安定化に貢献

PPA事業者向け近隣被災者への見舞金保険

台風等の自然災害により、PPA※事業者が設置・管理する太陽光発電設備が破損し、近隣住民や企業の
所有する財物に損壊が生じた場合、賠償責任を負わない場合でも、PPA事業者が支出した見舞金等の費
用を補償
※Power Purchase Agreement（電気販売契約）モデル：PPA事業者が、電力の需要家の敷地や屋根に
太陽光発電設備を無償で設置し、発電された電力を需要家に有償提供するビジネスモデル

PPA事業者向け近隣被災者への見舞金保険の販売開始について PDF

自然災害による被害や損失に対し、多様な備えを提供し、気候変動の適応に貢献します。
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海外における公的自然災害補償制度への参画

2013年に日本政府と世界銀行が協力して設立した「太平洋自然災害リスク評価及び資金援助イニシア
ティブ保険制度」において、自然災害リスクの引受保険会社の1社として設立当初より継続的に三井住
友海上が参画
2020年には三井住友海上が「カリブ海諸国災害リスク保険ファシリティ」に、2021年には三井住友海
上とあいおいニッセイ同和損保が「東南アジア災害リスク保険ファシリティ」に、また、2023年には
三井住友海上が「アフリカン・リスク・キャパシティ」に新たに参画
保険市場が十分に発達していない国・地域で一定規模の自然災害が発生した場合に、復興資金を迅速に
提供
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気候変動のリスクの評価・分析に関するサービス提供・調査研究

気候変動リスク分析サービス

企業が把握すべきリスクの対象範囲は、気候変動に起因した洪水、干ばつ等の物理的リスクに加え、エ
ネルギー構造の転換等、社会経済が脱炭素社会に移行するリスク（移行リスク）も包含
このようなリスクを評価・分析し、TCFDの最終提言に沿って、気候ガバナンス体制構築、シナリオ分
析、戦略策定などを支援するサービスを提供
米国スタートアップと連携しAIを活用した気候変動影響評価をもとに将来の自然災害リスクを全世界対
象に90ｍ四方の精度で定量的に評価するサービスを提供開始。以来、多くの企業にサービスの提供を
実施

気候変動リスク分析サービス
気候変動リスク分析ベンチャーJupiter IntelligenceとのTCFD向け気候変動影響定量評価サービスを開
始 PDF

「LaRC-Flood洪水リスクデータベース」の提供

MS&ADホールディングスとMS&ADインターリスク総研
は、国立大学法人東京大学、芝浦工業大学の四者で、「気
候変動による洪水リスクの大規模評価(LaRC-Flood®)」プ
ロジェクトを2018年に発足
2021年度からは国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）の支援も受け、気候モデルに含まれる誤差を補正し、気候変動の影響を踏まえ
た高精度な浸水深分布の推定を実現
社会の気候リスク対応を後押しするために、本浸水深分布をグローバルスケールの洪水ハザードマップ
として2023年4月より無償公開を開始

将来の広域洪水ハザードマップを開発・一般公開 PDF

併せて、MS&ADインターリスク総研は、本ハザードマップを活用した新たなコンサルティングサービ
スの提供を開始
世界全域で定量的な影響評価を可能にし、気候変動が顕在化した場合の物理的リスクの把握を支援

「LaRC ラルク 洪水リスク分析サービス」の提供開始について PDF

ＣＤＰへの参加

気候変動がもたらすさまざまな影響への対応が求められるなか、気候変動がもたらすリスクを特定し評価することが必要となっています。当社グループは、気
候変動リスクの評価・分析に関した取組みを進めています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 気候変動への対応

CDP（旧名称：カーボンディスクロージャープロジェクト）は、企業の気候変動対策に関する世界最大のデータベースを持った独立非営利団体で、世界中の企
業等団体がCDPを通じて温室効果ガスの排出量や気候変動に対する対策を公開しています。MS&ADインシュアランス グループは、この取組みに賛同し、継続
的に報告しています。
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気候関連の財務情報開示

気候変動は世界共通の重要な課題です。世界各国は脱炭素社会の実現をめざしてパリ協定に合意し気候変動への対策を進めています。
MS&ADインシュアランスグループにおいても、社会や当社グループに大きな影響をおよぼす気候変動に対する取組みを進めています。
例えば、自然災害による被害からの社会の回復力や気候変動への適応力の向上を支える取組みとして、防災・減災に資する商品・サービスの提供を推進してい
ます。また、保険の提供や投融資を通じ、気候変動によるリスクを低減するための新たな技術の研究開発・普及を支援し、脱炭素社会への移行に貢献していま
す。
気候関連財務情報開示タスクフォース（以下、「TCFD」）は、気候変動への対応を「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の4つのフレ
ームワークに沿って開示することを推奨しており、当社グループは、この考えに賛同し、気候関連の情報開示を進めています。

TCFD・TNFDレポート（PDF）

TCFDとは（経済産業省）

自然関連の財務情報開示
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環境マネジメント

適用範囲 MS&ADグループの全ての会社を適用範囲としています。

推進体制と役割

MS&ADホールディングス（HD）は、サステナビリティ推進部門の担当役員を含むサステナビリティ推進部が推進します。
サステナビリティ推進部に推進事務局を設置、推進事務局長を配置し、自社及びグループ全体の環境取組の企画・年次目標
設定・推進・進捗管理を行っています。目標設定、進捗状況、総括等を担当役員に適宜報告し、レビューを取組みの改善に
活かしています。
グループ各社においても自社内のサステナビリティ、環境担当部門に推進事務局を設置、推進事務局長を配置し、環境取組
を企画・推進しています。グループ各社は年次で目標設定、推進、進捗管理、評価、役員報告を行い、継続的な改善を図っ
ています。

モニタリング 四半期ごとに推進事務局会議を開催し、進捗状況の確認を行っています。

環境教育
グループ全社員向けに、年次でeラーニングによる環境教育を実施しているほか、役員向けや階層別の勉強会・研修を適宜開
催し、社員の意識醸成を図っています。

環境法規制対応
事業活動に係る環境法規制を確実に順守するため、該当する環境法規制の確認や、環境法規制に基づく順守状況の点検等を
年次で行っています。

環境負荷低減の取組み

当社グループは2050年ネットゼロの実現に向け、「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」に基づき、グループ独自の環境マネジメントシステム
「MS&ADグリーンアースプロジェクト」を通じて、温室効果ガス削減取組をはじめとした自らの事業活動における環境負荷低減取組を積極的に推進していま
す。

「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」のもと、グループ独自の環境マネジメントシステムにより環境取組を積極的に推進しています。

環境基本方針

【MS&ADグリーンアースプロジェクト】
自然環境の保全・再生や環境負荷軽減、防災・減災、地方創生をテーマとした取組みを「MS&ADグリーンアースプロジェクト」と総称し、グループ一体で取
り組みます。
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電力・ガソリン・紙使用量等の削減

サーキュラーエコノミー推進取組

ステークホルダーと進める取組み

気候変動の緩和に貢献するため、「パリ行動誓約」に署名しています。「世界の気温上昇を産業革命前から2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力を追求す
る」パリ協定の目標に沿って、2021年5月に2050年ネットゼロに向けた温室効果ガス排出量削減の中長期目標を全面的に見直しました。また、再生可能エネル
ギー導入率について、新たに目標を設定しました。
グローバルに事業を展開する保険・金融グループとして、グループ全社を挙げ、サプライチェーンも含めた温室効果ガス排出量削減に積極的に取り組んでいき
ます。

中長期目標について

リモートワーク、Web会議や在宅勤務の活用等、ビジネススタイル変革を推進し、社員の移動やオフィススペースを削減することで、電力やガソリン、紙の使
用量削減を進めています。自社ビルへの最新鋭の省エネ設備の導入、太陽光発電設備の設置、社有車の低燃費車両への入替え、経費プロセスでの管理やグリー
ン購入の推進等により、電力・ガソリン・紙使用量の削減を図っていきます。また、ビルで排出されるゴミのリサイクル推進と分別の徹底により、廃棄物削減
にも取り組んでおり、これは温室効果ガス排出量スコープ3の削減にも貢献しています。

森林認証紙の使用促進

これまでの経済活動では廃棄物となっていたものを資源ととらえて有効活用して循環させ、付加価値を生み出すサーキュラーエコノミー（循環経済）の考え方
が重要になってきています。
雨水をろ過・再利用する水循環に加え、都市型洪水の減災にも貢献する三井住友海上駿河台ビルの取組み、海洋プラスチックごみ再生樹脂を使用したオフィス
チェアを導入（プラスチック資源循環）したあいおいニッセイ同和所沢ビルの取組み、グループ全体でプラスチック利用の削減と海洋プラスチック問題の啓発
に取り組む等、グループ全体でサーキュラーエコノミーの推進に取り組んでいます。

三井住友海上「グリーンインフラ」としての駿河台ビル（MS）

海洋プラスチックごみ再生樹脂を使用したオフィスチェアを導入（AD）

プラスチック使用を削減する取組み（グループ）

環境負荷低減の取組みは、当社グループだけにとどまらず、お客さまや重要なビジネスパートナーとともに推進しています。ステークホルダーとともに持続可
能な社会への貢献をめざします。

温室効果ガス排出量の削減
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証券や約款のペーパーレス化取組

保険契約に係る証券や約款のペーパーレス化を推進
三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保、三井住友海上プライマリー生命は、取組みの進捗状況に応
じて環境保護の取組み等への寄付も実施

三井住友海上　MS&ADグリーンアースプロジェクト/ eco保険証券・Web約款
あいおいニッセイ同和損保　ペーパーレス保険証券・Web約款
三井住友海上あいおい生命　Web約款
三井住友海上プライマリー生命　Web約款・ご契約状況のお知らせ PDF

三井ダイレクト損保　eサービス（証券不発行）特約

EV車普及に向けた取組み
地球にやさしいEV車について、振興EVメーカーとの提携によりEV整備ネットワークの拡大を推進

エコアクション21認証取得支援
代理店や中小企業のお客さまに対して、環境省が推奨する環境マネジメントシステム「エコアクション
21」の認証取得のためのプログラムを提供

エコ整備・エコ車検

自動車整備業を中心とする代理店組織である「アドバンスクラブ」を通じて、エコ整備・エコ車検の普
及を推進。エコ整備・エコ車検とは、特殊な方法で自動車のエンジン燃焼室内を洗浄すること（エンジ
ン洗浄）を中心とする整備技術
有害ガスの排出が抑えられるほか、燃費が改善し、使用燃料が減ることで温室効果ガス排出量の削減に
寄与

エコ安全ドライブ
環境にやさしく、燃料費の削減に貢献し、更に自動車事故の低減を実現する「エコ安全ドライブ」推進
の支援ツールを提供

リサイクル部品の活用

事故発生時の車両修理にリサイクル部品を使用する自動車リサイクル部品の活用を促進

ご契約のお車の車両事故時に、リサイクル部品を使用して修理することをご契約時に決めていただくこ
とで、車両保険料が5%割引となる特約を提供（AD）

グループの環境保全の取組み

グループ各社で生物多様性保全取組を進めています。また、当社グループの社員に対する普及啓発や、自社の環境保全活動にも積極的に取り組んでいます。

アジア・国内における生物多様性保全取組

グループの環境保全の取組み　環境保全活動・社員の理解促進取組

ご契約者さま専用ページを
リニューアル

2023年10月にご契約者さま専用ページをリニューアルし、利用登録に伴うお客さまの手間を大幅省力
化するとともに、郵送していた通知を段階的に電子化
お客さまと連携したペーパーレス取組を推進

～デジタル接点を強化し、ペーパーレスを通じてカーボンニュートラルに貢献～ご契約者さま専用ペー
ジを大幅リニューアル PDF
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環境基本方針

MS&ADインシュアランス グループは、環境基本方針を以下のとおり定めています。

1. 主要課題

2. 行動基準

MS&ADインシュアランス グループ　環境基本方針

MS&ADインシュアランス グループは「グローバルな保険・金融サービス事業を通じて、安心と安全を提供し、活力ある社会の発展と地球の健やかな
未来を支えます」という経営理念（ミッション）に基づき、環境について経営戦略の一環として次の主要課題を定め、行動基準に沿った取り組みを推
進します。
環境マネジメントシステムによる継続的な改善に努め、環境関連法規制やMS&ADインシュアランス グループが同意する原則・指針等を遵守します。

（1）気候変動の緩和および気候変動への適応
（2）持続可能な資源の利用
（3）環境負荷の低減
（4）生物多様性の保全

（1）保険・金融サービス事業を通じた取り組み
主要課題に貢献する保険・金融サービスを創出し、社会的課題の解決と企業価値の向上に努めます。

（2）事業プロセスにおける取り組み
事業プロセスを革新的に見直し、資源・エネルギーの効率的利用を図りつつ、品質向上および業務の改善に努めます。

（3）環境啓発および保護活動
役職員および地域社会や次世代への環境啓発を通じて、ステークホルダーとともに環境保護活動を推進し、信頼と共感を獲得します。

本環境基本方針は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの全役職員に周知徹底するとともに、一般に開示します。

2010年4月1日制定
2016年4月1日改定

2019年3月1日最終改定
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自然資本の財務情報開示

TNFDに関する取組み

理解促進と枠組開発

パイロットプログラムへの参加

自然資本の持続可能性向上

経済活動により自然資本のき損が進んでおり、このまま生物多様性が損なわれていくと、持続可能な社会の実現への支障となる可能性があります。当社グルー
プは自然資本の持続可能性向上に取り組むとともに、自然関連財務情報開示タスクフォース（以下、「TNFD」）が、2023年9月に公表したTNFD開示提言第1

版（TNFD v.1.0）を参考に、自然関連の情報開示を進めています。

自然資本関連の財務情報開示

環境負荷低減の取組み

環境基本方針

当社はTNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：自然関連財務情報開示タスクフォース)の目的に賛同し、TNFDの理解促進や枠組開発等
に取り組みました。

TNFDは開示枠組構築のため、世界14か国の金融機関、企業等からメンバーを選出してお
り、当社社員がタスクフォースメンバーの一員として選定され、枠組開発に貢献しました。
開示枠組はTNFDが試案（β版）を公開し、企業や金融機関等のステークホルダーからの意見
を受けて開発を進めましたが、当社はTNFDフォーラムに参画し、この取組みを支援しまし
た。
また国内では、TNFDフォーラム参画企業等によるTNFDの理解促進を目的に、TNFDコンサ
ルテーショングループ・ジャパン（通称：TNFD日本協議会）を2022年6月に設立し、TNFD

のβ版解説や、参加者が議論を行う場を提供し、β版への理解促進と意見出しの支援に取り組
みました。

自然関連リスクの開示を推進する「自然関連財務情報開示タスクフォース」（ＴＮＦＤ）への参画について

ＴＮＦＤコンサルテーショングループ・ジャパンの設置と第１回会合の開催について
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当社はTNFDが国連環境計画金融イニシアティブと提携したパイロットプログラムに参加しました。
このプログラムは、地域と産業を組み合わせた複数のテーマから1つを選び、TNFDが試案で提唱している手法に沿ってリスク評価を試行し、結果をTNFDに報
告して枠組開発に役立ててもらうものです。
当社はリスク評価や開示のノウハウの取得、パイロットの実施を通じて得た知見を枠組開発やTNFDコンサルテーショングループ・ジャパンに活かすことを目
的に参加しました。
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リスクを見つけ伝える
リスクの発現を防ぐ

リスクの影響を小さくする
リスクが現実となったときの
経済的負担を小さくする

自然資本のき損や劣化等に起因するリスクの評価
（分析例）
・水を大量に使用する事業が、将来的に受ける各拠点の水枯
渇のリスク
・天然資源を主とするサプライチェーンの持続可能性の評価

評価・分析結果をもとにしたリスクマネジメント策の提案や、
事故防止のためのサービスの提供
（提案例）
・地域の生態系に配慮した土地利用のコンサルティング
・ロードキル防止のためのスマートフォン向けアラート機能提
供

必要なリスク補償の提供
（補償例）
・自然環境の損害に対する回復活動に支出した費用
・使用していた材料の持続可能性を担保する認証が取り消さ
れた際の回収や謝罪に要する費用

TNFDに沿った
自然関連リスク分析支援

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）のガイダンスに沿って、分析対象のスコーピング、バ
リューチェーンを含めて優先地域や依存とインパクトの分析、それらを踏まえた事業リスク・機会の検
討や情報開示を支援
2022年11月には自然資本ビッグデータを有する株式会社シンク・ネイチャーと提携するなど、分析技
術の更なる発展・開発を進行中

シンク・ネイチャーとMS&ADが協定を締結 PDF

水リスクの簡易評価

気候変動、途上国の人口増、経済の発展などにより水資源が枯渇する地域が世界的に増加
企業の操業まで脅かす事例もあり、企業は自らの水リスクの把握、開示が必要
企業の国内外の拠点について水リスク（枯渇、汚染、洪水・干ばつなど）を評価するサービスを提供

水リスク簡易サービス

生物多様性土地利用
コンサルティング

生物多様性保全の取組みを経営上のリスク・チャンスとしてとらえ、事業の土地利用において生物多様
性に配慮した取組みを始める企業が増加
事業所やマンション等、緑地を備える土地の利用方法について、調査・分析からそれに基づく整備・活
動計画の策定まで、総合的に支援

生物多様性土地利用コンサルティング

プラスチックの資源循環に取り組む企業向け保険
料割引の提供

プラスチックの資源循環の促進を支援するため、プラスチックの資源循環に取り組む企業を対象に、一
部の賠償責任保険について保険料の割引を提供

プラスチックの資源循環に取り組む企業向けに保険料の割引制度を導入 PDF

自然資本に関するソリューションや商品の提供

当社グループでは、お客さまが事業を展開する国内外の拠点やプロジェクト開発における自然資本への影響を定量評価するさまざまなサービスや、自然へのき
損により発生する経済的損害を補償する商品を提供しています。
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ロードキルの削減支援

海洋汚染対応追加費用を補償

船舶事故により自然環境に損害が発生した際に、従来の保険では補償対象外であった船舶運航者が自主
的に行う自然環境への損害に対する保全・回復活動等の費用を補償

船舶保険「海洋汚染対応追加費用補償特約」の販売開始 PDF

汚染損害に関わる費用を
幅広く補償

汚染物質が工場等の施設から不測かつ突発的に流出したこと等に起因する損害賠償責任や、汚染の浄化
費用等を幅広く補償

施設所有（管理）者賠償責任保険「汚染損害拡張補償特約」の販売開始（MS） PDF

自然資本や生物多様性の保全・回復に貢献する「汚染損害拡張補償特約」を発売（AD） PDF

再造林等の費用を補償

従来の森林火災保険では補償対象外であった、火災等によって罹災した森林を再造林するために要した
費用を補償

林業者向け火災保険「フォレストキーパー」の販売開始（MS） PDF

自然資本や生物多様性の保全・回復に貢献する「再造林等費用補償特約」を発売（AD） PDF

企業緑地支援パッケージ

近年のネイチャーポジティブやTNFDなどの動向からも、企業の土地利用の具体的な取組みとして、生
物多様性に配慮した企業緑地はその重要性が増大
長年にわたり本社の駿河台緑地の整備に取り組んできた三井住友海上と、自然資本・生物多様性に関す
る研究、コンサルティングサービスを行ってきたMS&ADインターリスク総研の知見と経験を活かし、
「駿河台緑地の視察案内」「企業緑地コンサルティングサービス」「企業緑地保険」をパッケージ化し
た保険商品・関連サービスを提供し、自然資本・生物多様性に配慮した企業の緑地取組を支援

企業緑地保険と関連サービスで企業の緑地取組を支援 PDF

イリオモテヤマネコといった希少種の死亡原因として上位に挙げられる自動車事故（ロードキル）を防
ぐため、自動車保険の専用ドライブレコーダーにアラート機能を搭載
2022年度から自動車保険の専用ドライブレコーダーの販売実績に応じ、希少動物保護やロードキル削
減に取り組む団体等に寄付を実施

自然資本・生物多様性の保全・回復に資する商品・サービスの展開について(MS) PDF

自然資本や生物多様性の保全・回復に貢献する当社商品・サービスの拡充について(AD) PDF
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「野焼き」の賠償責任保険の提供

熊本県阿蘇の早春の風物詩である「野焼き」に関わる事故を補償する賠償責任保険を2023年2月に国内
で初めて創設
阿蘇では草原の維持・再生、生物多様性の保全や炭素貯留、下流の水源涵養のため野焼きが長年行われ
てきたが、火災事故が発生するなど、安心・安全の確保が課題
野焼き中の他物への延焼に関わる損害の補償の提供により、野焼きが持つ機能を維持し、自然環境の保
全に貢献

食品事業者向け 生産物回収費用保険「食eco」

社会貢献型フードシェアリングプラットフォームを運営する、株式会社クラダシと提携し、食品事業者
向け生産物回収費用保険を提供
食品事業者が消費期限の誤表示等によりリコールを実施する際、品質に問題がない食品をクラダシが買
い取ることによって食品ロスを削減すると同時に、廃棄コストが軽減できることから、保険料を10％割
引
食品ロスは世界的に注目される社会課題の一つであり、通常であれば廃棄される食品を有効利用するこ
とで、食品ロスの削減に貢献

パートナーシップ・産学連携による生物多様性の保全
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自然資本ファイナンス・アライアンス（旧自然資
本宣言）

2016年7月に、金融機関が「自然資本」という考え方を金融商品やサービスの中に取り入れていくこと
を宣言した自然資本宣言（Natural Capital Declaration）の趣旨に賛同し、本宣言に署名しました。自
然資本宣言は「自然資本ファイナンス・アライアンス（Natural Capital Finance Alliance）」へ、組
織を発展的に改組しています。

Business for Natureの
Call to Action

野心的な自然環境政策を採用することを政府に求めるBusiness for NatureのCall to Actionに賛同して
います。

30by30アライアンス

2030年までに世界の陸地と海洋の30%以上を保護・保全地域とする国際目標である「30by30」実現
に貢献するため、環境省が運営する「生物多様性のための30by30アライアンス」に参加しています。
当社はグループ保有緑地の保全を進め、目標実現への貢献をめざします。

(一社)いきもの共生事業推進協議会(ABINC)

生物多様性に配慮した企業緑地の認証（ABINC認証）等、いきもの共生社会に向けた事業の推進を目的
に設立しました。MS&ADインターリスク総研が事務局を務めています。
▶2023年6月時点ABINC認証の緑地は139件

当社グループは、「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」において主要課題の一つに「生物多様性の保全」を掲げ、さまざまなイニシアティブに
参画するなど、取組みを推進しています。
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企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）

企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）は、生物多様性の保全と生物資源の持続的な利用について共
同研究する企業の集まりです。2007年に開催した「企業が語るいきものがたり」のシンポジウムに参
加した企業を中心に、ビジネスにおける生物多様性保全の取組推進に向け学び合い、行動することを目
的に発足しました。MS&ADグループは2008年4月の設立以来、会長会社として活動しています。
▶2023年6月30日時点で正会員・ネットワーク会員 計59社

地方創生と地域防災

地域の自然に根差した地方創生と地域防災に関する事業に取り組んでいます。

レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）

「企業が語るいきものがたり」シンポジウム

アジア・国内における生物多様性保全取組

当社は「企業が語るいきものがたり」シンポジウムを毎年開催しています。本シンポジウムは企業の生物多様性の取組みに関する情報提供の機会として、2007

年に開始し、2023年2月に16回目を開催しました。「生物多様性民間参画ガイドライン」等に取り上げられ、高く評価されています。

「企業が語るいきものがたり」シンポジウム　2021年

「企業が語るいきものがたり」シンポジウム　2022年

「企業が語るいきものがたり」シンポジウム　2023年
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コンサベーション・インターナショナル・アジアパシフィックとの活動

国際NGOのコンサベーション・インターナショナル・アジアパシフィック（CIAP）と連携し、東南アジアの生物多様性保全活動を推進しています。アジア6つ
の中核市場（香港、インドネシア、マレーシア、シンガポール、タイ、ベトナム）と2つの太平洋諸国（フィジー、ニューカレドニア）において、現地パートナ
ーとも協力しながら、森林再生、マングローブ植林、希少な野生動物の保護、保護地域の監視などに取り組んでいます。

アジア太平洋地域の生物多様性の保全取組
Protecting Biodiversity(MSIG-Asia)
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森林の再生と持続可能な地域社会形成の支援（インドネシア）

「あいおいニッセイ同和損保の森」での植林活動

グループの環境保全の取組み

土づくりの研修の様子

2005年度よりインドネシア政府と連携し、ジャワ島のジョグジャカルタ特別州において野生
動物保護林の修復・熱帯林再生プロジェクトを18年にわたり推進しています。植樹により劣
化した森林を再生させ、持続可能な地域社会の形成に向け、保護林の維持管理を行うと同時
に周辺住民に植林や育林の技術指導を行って住民協働型植林を展開していくなど、地域経済
の活性化にも努めています。

インドネシア熱帯林再生プロジェクト

「健やかな地球環境を未来につなぐ」ための活動として、2019年度より北海道美幌（びほろ）町で「あいおいニッセイ同和損保の森」植林活動をスタートしま
した。お客さまの「ペーパーレス保険証券・Web約款」等の選択による当社の環境寄付取組が植林活動へ役立てられています。植林地の土壌の特徴に合わせ、
水気に強い3種類（ミズナラ・シラカバ・ヤチダモ）の広葉樹を15.5haの土地に植樹しました。

環境保全活動や社員に対する普及啓発に積極的に取り組んでいます。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 自然資本の持続可能性向上

MS&ADグリーンアースプロジェクト

「MS&ADグリーンアースプロジェクト」は自然環境の保全・再生や環境負荷低減、防災減災・地方創生にグループ一体で取り組むプロジェクトです。ペーパ
ーレス等による資源利用そのものの削減・リサイクルによる資源循環や、自然環境を保全することによって自然のもつ防災減災や脱炭素などの機能を引き出
し、自然の力を活用した社会課題の解決（Nature based Solutions）につなげるなど、気候変動への対応と自然資本の持続可能性向上に統合的に取り組んでい
ます。

ＭＳ＆ＡＤグリーンアースプロジェクト 077



ブルーエコノミープロジェクト

自然共生サイトとしての「駿河台緑地」と企業の緑地取組支援

プラスチック使用を削減する取組み

森林認証紙※の使用促進

自然資本・生物多様性の保全や脱炭素化に伴う中長期的な社会変革を視野に入れ、海洋海底における再生可能エネルギーやネガティブエミッション技術等「気
候変動・脱炭素化への対応」、海洋データやAI等を活用した「海洋・海底事業のDX化への対応」をテーマにした取り組みによって新たに生じるリスクを分析
し、ブルーエコノミーの発展を支える保険商品・サービスの開発を、社内外の組織を横断した体制で推進します。

「ブルーエコノミープロジェクト」始動 PDF

三井住友海上の駿河台ビル・駿河台新館周辺の緑地（駿河台緑地）は、生物多様性に配慮した企業緑地として高い評価を得ています。当社グループは
「30by30」実現への貢献をめざし、環境省の「自然共生サイト認定」に係る事業に参画し、駿河台緑地が2023年10月に「自然共生サイト」に認定されまし
た。
三井住友海上とMS&ADインターリスク総研は、両社の知見・経験を活かし、「企業緑地支援パッケージ」を提供し、企業緑地保険と関連サービスで企業の緑
地取組を支援しています。

駿河台の緑地
環境省の「自然共生サイト（仮称）認定実証事業」に参画 PDF

「自然共生サイト認定」実証事業において「認定」相当の評価を獲得 PDF

企業緑地保険と関連サービスで企業の緑地取組を支援 PDF

三井住友海上 駿河台ビル・駿河台新館の周辺緑地が環境省「自然共生サイト」に認定 PDF

海洋汚染が深刻になる中、プラスチック利用の削減、また社員への海洋プラスチック問題の啓発を目的に、三井住友海上では2018年8月より社員食堂でのプラ
スチックカップ、ストローの利用を廃止しました。またあいおいニッセイ同和損保では2019年7月には、水栓直結式のウォータースタンドを設置し、マイボト
ルの利用促進を始めました。
更に2020年7月には勤務中のプラスチック使用を減らすよう、レジ袋に代わるオリジナルのマイバッグや個人所有の飲料ボトルに添付してマイボトル利用を呼
び掛けるシールを作成し、グループ社員に配布するなど、グループを挙げてプラスチック使用を削減する取組みに力を入れています。

当社グループでは、2010年度よりパンフレット等の印刷物やコピー用紙について、森林認証紙への切替えを推進しています。適切に管理された森林の木材から
作られる紙を使用することで、森林保護を通じた生物多様性の保全に貢献します。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 自然資本の持続可能性向上

（※）持続可能な森林利用や環境保全を目的に、適切に管理された森林からの木材を原料として製造された用紙
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サステナブル・シーフードの提供

2019年10月より駿河台ビル、2020年8月より千葉ニュータウンセンターの社員食堂において、毎月「サステナブル・シーフードデー」を設け、食堂利用者に
サステナブル・シーフード※（持続可能な水産物）を使ったメニューを提供しています。社員自らが「食する」ことで、サステナビリティ取組を実感するととも
に、自ら消費行動を変革することで、持続可能な社会の実現にも貢献しています。
（※）持続可能な生産（漁獲・養殖）に加え、加工・流通・販売過程における管理やトレーサビリティの確保について認証を取得しているシーフードです。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 自然資本の持続可能性向上
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自然関連の財務情報開示

経済活動により自然資本のき損が進んでおり、このまま生物多様性が損なわれていくと、持続可能な社会の実現への支障となる可能性があります。当社グルー
プは自然資本の持続可能性向上を重要な課題と捉え、取組みを進めています。
2008年度の企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）の設立や、自然関連のコンサルティングサービス、大学との共同研究など、継続的に取り組んできまし
た。ネイチャーポジティブな社会、そして、自然と共生する世界を目指し、自然資本・生物多様性に関する取組みに注力をしています。
2021年度には自然関連の財務情報開示を推進するため発足した自然関連財務情報開示タスクフォース（以下、「TNFD」）※１に賛同しました。TNFDが2023

年9月に公表したTNFD開示提言第1版（TNFD v.1.0）を参考に、自然関連の情報開示を進めています。
当社グループは、TNFDが提唱するLEAPアプローチ※２の考え方に沿って、自然への依存とインパクトを考慮しながら、リスクと機会を特定しました。優先的
に分析するべき範囲を検討する「スコーピング」においては、事業規模、自然資本への影響、評価可能性を考慮し、「損害保険事業」、「金融サービス事
業」、「デジタル・リスク関連サービス事業」を主な対象として、特定しています。

※1 Taskforce on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タスクフォース）

企業等が自然に関連したリスク情報を開示し、ビジネスへの影響を可視化することで、自然にネガティブなインパクトを与える資金の流れを転換させ、自然にポジティブなインパク

トをもたらすよう、情報を開示する枠組の開発を目指す国際的な組織

※2 事業が行われる地域や バイオーム（生物群系）に着目しながら、自然関連のリスクと機会を管理するための統合的な評価プロセスのこと。「LEAP」とは、Locate（発見）、

Evaluate（診断）、Assess（評価）、Prepare（準備）の4つのフェーズ

TCFD・TNFDレポート PDF  （2,563KB）

気候関連の財務情報開示

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 自然資本の持続可能性向上 / 自然関連の財務情報開示
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新たなリスクに関する調査・研究・開発・情報の提供

＜取組例＞

スタートアップ企業との協業

サイバーセキュリティ等の分野において世界的に先行するスタートアップ企業と協業し、先端技術・サ
ービスの調査研究や実証実験を通じ、革新的な保険商品・サービス、ノウハウの提供をめざす

自動車サイバーセキュリティ対策の高度化に向けた実証実験の開始（MS） PDF

SME向けサイバーセキュリティ・ソリューションを共同開発（MS・AD・インターリスク） PDF

コミュニティ参画を通じた研究

コミュニティの参画を通じて、各社が保有するデータやサービス、ソリューションを安全に利活用し、
女性のQOL（生命や生活の質）向上につながる新たな製品、サービスの開発などを検討

フェムテック領域のビジネス共創、データ利活用のコミュニティ 「Value Add Femtech™

Community」に参加（MS） PDF

社内外横断型プロジェクト

残されたフロンティアの一つ「海洋海底」において、経済活動や脱炭素化、海洋生態系の保全の取組み
によって新たに生じるリスクを分析し、ブルーエコノミーの発展を支える保険商品・サービスの開発
を、社内外の組織を横断した体制で推進

「ブルーエコノミープロジェクト」始動 PDF

進化する技術や変化を続けるライフスタイルに関連した次世代に役立つ先進的な調査や研究を進める大

社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応

レジリエントでサステナブルな社会の実現には、技術革新、生活様式やビジネススタイルの変化への適応が不可欠です。再生可能エネルギーや蓄電池、電気自
動車、ヒートポンプなどの分散型エネルギー資源の効率的かつスマートな活用による持続可能なエネルギーシステムの構築、省エネルギー、脱炭素化、資源循
環、バイオ技術等の開発、これらの技術の普及を支えるAIに関する研究・開発等が進められており、環境の変化や社会情勢に応じてリスクも多様化していま
す。近年の急激な社会情勢の変化は、私たちの生活様式やビジネスのあり方に大きな影響を与えています。産業や社会のデジタル化はより加速し、人々のオン
ライン交流、電子商取引、オンライン教育、リモートワークなどを促進するプラットフォームは急増しています。デジタル・セーフティの向上や新しい日常へ
の備えはますます重要になっています。新たなリスクに備えるには確かなリスクモデルによる評価とそれを踏まえたリスクコントロールが重要となります。
MS&ADインシュアランス グループは、グループ内の知見や蓄積された情報を最大限に活用するとともに、他業種との協業等を通じて、新たなリスクへの備え
を提供し、社会の変革を支えています。

また、イノベーションの進展や産業構造の変化等に伴う新しいリスクを予測、予防し、適切に管理していくことが人々の安定した生活や活発な事業活動のため
に重要であると考えています。新たなリスクに対応する商品・サービスを提供し、レジリエントでサステナブルな社会の実現に貢献していきます。

進化する技術や環境に関する調査、ビッグデータ活用の研究、リスクの評価や特定など、有効な情報の提供や研究・調査を行っています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応

大学との共同研究
学との協定を通じ、先進技術の開発・実用化等に向けた取組みや支援を実施
＜取組例＞
東京農工大学とあいおいニッセイ同和損保が包括連携協定を締結（AD） PDF
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リスク情報・レポートの提供

企業や組織のリスクマネジメント取組に関連した、最新か
つ実践的なレポートや情報の提供、多様なリスクに備える
支援を実施

インターリスク　リスク情報・レポート

リスクソリューションの提供

次世代モビリティサービスの研究・開発支援

新たなリスクに備えるには、社会情勢の把握、対象となる領域に関する高度な専門知識に加え、確かなリスクモデルによる評価とそれを踏まえたリスクコント
ロールが重要となります。当社グループは、先進的な調査研究機能と実践的なコンサルティング機能を持つMS&ADインターリスク総研によるコンサルティング
を通じ、リスクに備えるためのソリューションを提供しています。

MS&ADインターリスク総研のコンサルティングメニュー
オンライン・リモートによるリスクマネジメントメニューもご提供しています。

MS&ADインターリスク総研株式会社コンサルティングメニュー

次世代モビリティは、先端テクノロジーを活用した移動手段を指し、近年その研究、開発が活発化しています。次世代モビリティは、従来の移動手段のありか
たを変えるだけでなく、太陽光発電をはじめとした再生可能エネルギーの活用など、エネルギー課題への取組みも注目されています。当社グループは、次世代
モビリティサービスの実装や、それらに対応した新たな保険商品・サービスの開発に向け、他業種・行政団体等との研究・協働取組に参画しています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応
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空飛ぶクルマ

次世代型エアモビリティとして注目が集まる空飛ぶクルマは世界各国で実現に向けた開発や取組みが進
められている
<取組例＞

空飛ぶクルマの離着陸場開発に向けた業務提携について（AD） PDF

「空の移動革命に向けた官民協議会」への参画について（MS） PDF

ドローン

人口減少・高齢化、自然災害の増加による物流・防災等の地域課題の解消や、輸送手段の効率・省人化
策として、自動運転や自動配送ロボットの利活用が注目されている中、さまざまな自治体・企業におい
て自動飛行ドローン実用化に向けた取組みが加速している
＜取組例＞

ドローンを活用した離島地域での新しい物流サービスを推進（MS） PDF

ドローン・自動配送ロボット実証支援(インターリスク)

その他
次世代モビリティ

技術革新が進む次世代モビリティや社会のニーズに応えていく取組
地域密着型電動キックボード「BIRD」の普及拡大に向け業務提携契約を締結（AD） PDF

新たなリスクに対応した商品・サービスの提供

生活環境や経済環境は、デジタル化、気候変動の影響、環境の変化、社会情勢に応じて日々変化し、リスクも多様化しています。社会の変革や技術革新に伴っ
て発現するさまざまなリスクに備えた商品・サービスを提供し、お客さまのニーズに応えています。

気候変動、自然資本に関連する新たなリスクへの対応については下記コンテンツに掲載しています。

気候変動への対応

自然資本の持続可能性向上

＜取組例＞

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応
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＜主な商品・サービス＞

サイバーリスクへの対応

・サイバーリスク分野に関しグループ会社が強固に連携し、総
合的なサービスを展開
・MS&ADインターリスク総研によるコンサルティングサービ
スを提供し、企業が多層的にリスクを防御する体制構築をワン
ストップで支援
・企業本体だけでなく、サプライチェーン全体へのサイバー攻
撃対策を保険商品・サービスの両面から包括的に支援するメニ
ューを提供

行動経済学を応用した標的型メール訓練サービスの提供 PDF

次世代エンドポイントセキュリティ（EDR）＋管理セキュリテ
ィサービス防検サイバーの提供
サプライチェーン攻撃対策の包括的支援メニューを提供 PDF

サイバーセキュリティ専用コールセンターの開設について　（MS,AD) PDF

・テレワークを推進する企業を取り巻くさまざまなリスク（サイバー攻撃による情報漏えいリスク、業
務用パソコンの破損・盗難リスク、従業員等に対する労務リスクなど）を補償
・GIGAスクール構想の実現に向けて、各自治体にノートパソコンやタブレット端末の販売等を行う企

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応

新しい日常への備え
業のリスクを補償（販売したノートパソコンやタブレット端末が故障・破損した場合に修理・交換する
保証制度の運営により生じた費用を補償）

「テレワーク総合補償プラン」の販売開始について PDF

「GIGAスクール構想販売事業者向け補償プラン」の販売開始について PDF

新しいビジネスへの備え

・今後拡大が予想される月面ビジネスにおいて、打ち上げから月面着陸までのリスクを補償
・ストリーミング配信を行う事業者向けに、オンラインコンサート、オンラインスポーツイベント、オ
ンライン旅行ツアーなどで、機器の不具合で配信が行えず、視聴料を返金するなどの損害を補償
・デジタルアート作品の出品者向けに、第三者による不正アクセスにより所有者情報が改ざんされた場
合の損害を補償

月への航行・着陸を補償する世界初「月保険」を ispace と開発（MS） PDF

「ストリーミングイベント中止保険」の発売 PDF

【国内初】NFTアート専用保険の提供開始 (MS) PDF

次世代モビリティ社会への備え

次世代のモビリティサービスの実装に向けた保険商品・サービスを提供

＜地方創生×自動運転＞国内初！レベル3遠隔型無人自動運転移動サービスにおける安全運行をサポー
ト PDF
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メタバース（仮想空間）の社会浸透に備えた取組み

メタバースを活用したサービスの提供

進化するテクノロジーが創り出すリアルな仮想現実が社会に浸透する未来を見据え、仮想空間である「メタバース」における経済活動を支える保険商品・サー
ビス開発や新たな事業の創出をめざし、外部知見を積極的に活用した取組みを進めています。

三井住友海上はつくば市の地下空間と熱供給設備を再現した「ミライデザインメタバース」
を構築し、参加者の分身であるアバターを通して、将来のエネルギーシステムについてとも
に考えるコンテンツの提供を行っています。

「ミライデザインメタバース」のサービス提供開始
～地域の皆さまとともにつくば駅周辺の熱供給事業の未来を考える（MS） PDF

あいおいニッセイ同和損保は全世界で4億人を超える登録ユーザーを保有する人気オンライン
ゲーム「フォートナイト」で、新たな経済圏の創出に先立ち、保険商品・サービス・顧客接
点の構築に向けたメタバースの開発及びクリエイター支援活動を開始しています。

【業界初】新たな経済圏創出に向け、フォートナイトでの取組みを開始（AD） PDF

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応

メタバースに関連したリスクに備える

メタバースでは、これまでにないコミュニケーション体験や新たな経済圏の創出等、あらゆる産業でビジネスチャンスとなり、将来への期待が高まる一方、プ
ライバシーやセキュリティ、法制面、商習慣、文化等、さまざまな側面において新たなリスクの発生が懸念されています。技術革新が著しいメタバース上で起
こり得る未知のリスクを研究し、市場の進化や変化に対応した保険商品・サービスの開発・提供により、メタバースの発展に貢献していきます。

【国内初】メタバース専用パッケージ保険の提供開始(AD) PDF
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アバターを活用した社内外コミュニケーション

グループ横断のデータ共有基盤の構築

メタバースにおけるビジネス参入の第一弾として、あいおいニッセイ同和損保社長のアバターを制作し、社内外コミュニケーションのあらゆる機会で、デジタ
ルを通した当社グループとお客さまの接点を創出しています。

多様なリスクに備え、対処していくためにはグループ内の知見や蓄積された情報を最大限に活用することが不可欠です。グループ各社が保有するさまざまなデ
ータを特定の個人に識別できないよう「仮名加工情報」にして、最先端のデータ仮想化技術を用いて連携します。データを仮想化することで、グループ各社の
データ格納場所から連携基盤上にデータをコピーする必要がなく、常に最新のデータをタイムリーに連携することが可能となり、各社が保有するデータを安全
かつスピーディーに共有することができます。

グループ横断でデータを共有する「グループデータ連携基盤」を開発（グループ共通） PDF

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の変革に伴い発現する新たなリスクへの対応
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防災・減災に関する産官学共同の研究・成果

自治体向け防災・減災システム「防災ダッシュボ
ード」

災害リスクにつながるリアルタイム気象データ、30時間以上先の洪水予測データ、発災後のＡＩによ
る被害推定をダッシュボード上にわかりやすく一元的に可視化し、地域の防災・減災を支援する自治体
向け「防災ダッシュボード」を開発・提供

「気象・災害データ×AI」による新たな防災・減災支援システムを提供開始 PDF

AIによる被害推定手法は内閣府の官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）において、防災科学技術
研究所と共同で開発

損害保険データと機械学習を活用した自然災害被害推定システムを開発

リアルタイム被害予測Webサイト「cmap(シー
マップ)」

エーオングループジャパン株式会社、横浜国立大学の産学
共同の研究から誕生した、台風、豪雨、地震による被災建
物棟数を予測し一般公開するサイト
パソコンやスマートフォン等、あらゆるデバイスから24時
間365日閲覧可能。台風は上陸前から（最大7日先まで）、
豪雨、地震による被害が発生した際は被災直後から、被災建物棟数、被災件数率を市区町村ごとに予測
し、地図上に表示。その他、洪水・土砂・津波に関するハザードマップ、警戒レベル（3・4・5相当）
情報、全国の避難場所・避難所情報等を表示可能
2020年8月にcmapの機能に“災害時の緊急情報”の通知機能を備えたアプリをリリース

2021年6月にAIで解析した気象・災害・ライフラインに関するSNS情報をcmap上に表示する機能を追
加
2021年8月に避難先情報を拡充、一部自治体の避難所混雑情報を可視化する機能を追加
2022年3月にアプリに災害発生時、安心・安全・簡便な避難に活用できるバリアフリー情報を追加

リアルタイム被害予測Webサイト cmap

防災・減災プラットフォーム「 cmap 」に WheeLogのバリアフリー情報を追加 PDF

県立広島大学と自然災害の被災時の避難に向けた取組みを共同研究し、災害発生時に避難行動要支援者
※が迅速に避難することができるスキームの構築の際の有効な支援策をまとめた「避難保険プラン」を

データや AI を活用した防災・減災

安心・安全な社会を構築するため、防災・減災に関して、官庁や大学との共同研究を実施するとともに研究成果として新たなサービスの提供を実現していま
す。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災

避難保険プラン
提供
※高齢者や障がい者など、災害時の避難行動や避難所などでの生活が困難な方

災害時の避難スキーム構築をサポートする「避難保険プラン」の提供を開始 PDF
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台風被害を減災する産官学共同の研究

大学・保険会社・気象会社各社がそれぞれの長所を活かし、「台風シミュレーションデータを基にした
仮想的な気象警報注意報・被害推定データの作成及び自治体向けの仮想災害訓練メニューの考案」に関
する共同研究を開始

横浜国立大学・三井住友海上・ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研・ウェザーマップ・あいおいニッセイ同
和損保の５者、台風シミュレーションを基にした気象警報注意報・被害推定および自治体向けの仮想災
害訓練メニュー開発へ向けた共同研究を開始 PDF

データ分析やAIを活用したリスク評価・分析や自然災害リスクを軽減するサー
ビス

自然災害リスクの評価・分析に関するサービス

＜取組例＞

自然災害ハザード情報調査

地震、風水災、火山噴火、落雷、積雪などに関するハザード情報を網羅的に収集・整理し、企業等の立
地リスクを診断

自然災害ハザード情報調査

水災対策サポートサービス

①ハザードマップ等により浸水リスクが高い拠点を洗い出す浸水危険度判定
②対象拠点付近の浸水状況を細かいメッシュで評価する浸水シミュレーション
③風水災到来前、到来後の局面を想定した模擬訓練
④現地確認による危険個所の洗い出し、対策等のアドバイスや模擬訓練の支援等で構成される総合支援
メニュー

水災リスクコンサルティング

斜面崩壊リスク診断

「過去最大級」及び「将来最大級」それぞれの降雨シナリオに基づく個別拠点の斜面崩壊のシミュレー
ションによるリスク評価

斜面崩壊リスク評価サービス

風災リスク診断

図面や外観写真をもとに三次元（3D）CADで建物の3Dモデルを作成し、周囲の地形や建物を考慮した
上で、強風時の建物への風荷重の作用や風の流れを可視化しレポートにまとめ提供
強風による被害を低減するため、日常実施しておくべき建築物や屋外設備の対策検討等に活用

風災リスク診断

自然災害の増加を受け、企業はこうした有事に備えることが重要な経営課題となっています。多様な自然災害のリスクについて評価・分析するサービスを提供
し、レジリエントな事業活動を支えます。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災
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スイサーチ

複数拠点における水災関連の各種警戒情報等を「まとめて」「リアルタイムに」取得し、各種対応・判
断のタイミングの自動判定（＝警戒ステージの判定）を可能とするWebサイトの提供

スイサーチ

火山噴火対策サービス

2021年に富士山のハザードマップが約7年ぶりに改定されたのを受け、火山噴火リスクの洗い出し・緊
急時対応・事業継続対応・平常時の訓練等を総合的に支援するサービスを提供

火山噴火対策に関するサービスの開始について

自然災害のリスクを軽減する商品・サービス

気象情報アラートサービス

国内最大手の気象情報会社である株式会社ウェザーニューズと提携し、企業向け火災保険（プロパテ
ィ・マスター、ビジネスキーパー）、工事保険（ビジネス工事ガード）、賠償責任保険（ビジネスプロ
テクター）及び運送保険（フルライン、サポートワン）をご契約のお客さまに、以下のサービスを無料
で提供
・お客さまが専用サイト上で設定した最大5地点の気象情報や気象予報を専用サイトで随時確認可能
・お客さまが業務に合わせて任意に設定した監視地点において、「降水量」「風速」及び「降雪量」の
予報が基準値を超える場合や、監視地点から基準値以内の地点で「落雷」を観測した場合に、お客さま
指定のアドレスにアラートメールを配信

支援者・要支援者
避難サポート保険

要支援者の情報や避難方法等をまとめた個別避難計画に基づく避難行動中等の要支援者への賠償事故
や、避難支援活動中の支援者・要支援者のケガを補償する保険商品を提供

個別避難計画に基づく避難支援活動をサポートする保険の販売開始 PDF

大規模災害時の迅速な避難を支援する商品・サー
ビス

特定非常災害の適用地区に指定されるなど一定規模以上の災害で避難所等へ避難した場合に、保険の対
象の損害有無にかかわらず一時金をお支払いする「特定非常災害等避難時一時金特約」と、平時におけ
る災害発生時の備えや、災害発生時における災害情報・警報情報の発信、災害発生後の事故報告・保険
金請求をサポートする機能を搭載した「タフ・すまいの保険アプリ」を提供

大規模災害時の迅速な避難を保険とアプリで支援　～「特定非常災害等避難時一時金特約」「タフ・す
まいの保険アプリ」を開発～ PDF

自然災害が起こる前の備え、起こった際の安心・安全な行動をサポートする保険商品やサービスを提供しています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災
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近年のたび重なる自然災害による、お客さまの風水災・地震補償への関心の高まりに対応し、自然災害
への「備え」を提案
災害が起こった後だけでなく、災害が起こる前から「備えて」おくことをお客さまに注意喚起する取組
みを推進

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災

自然災害への備え

災害・被災時に役立つスマートフォン向けアプリ

災害時に役に立つスマートフォン向けサービスを提供し、大規模自然災害に遭遇した時の安心・安全な
行動をサポートする取組みを推進
気象情報や避難指示等の防災情報をリアルタイムにプッシュ通知でお知らせし、迅速な情報収集をサポ
ートする機能等を備えた、どなたでも無料でご利用いただけるアプリを提供
※アプリのサービス利用料は無料
ただし、本サービスにかかわる通信料は利用者の負担

スマ保災害時ナビ （MS）
被害予測アプリcmap（AD）
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安全運転、自動車事故低減のための商品・サービス

安全運転を支援する
アプリケーション・サービス

の提供

スマートフォン専用アプリや、通信型ドライブレコーダー
を利用したテレマティクス技術を活用し、安心・安全につ
ながるさまざまなメニュー（アプリケーションやサービ
ス）を提供

警察庁オープンデータを見える化した交通事故マップを公
開（MS） PDF

「あおり運転の疑い」検知機能の提供開始について（MS）
PDF

スマホ位置情報で公道での事故を防止（MS,インターリス
ク） PDF

事故発生リスクAIアセスメントの販売を開始（MS,AD,イン
ターリスク） PDF

「見守るクルマの保険（ドラレコ型）」にAIを活用した新アラート機能を追加（MS,AD） PDF

ポイントプログラムサービス「ADテレマイレージ」の提供を開始（AD） PDF

「東北大学加齢医学研究所との「テレマ×脳体操アプリ」のデータを活用した共同研究を実施（AD）
PDF

防災・減災に繋げる安全運転のためのヒント集（MD）

交通事故の防止には、事故につながるリスクを把握し、あらかじめ回避することが重要です。私たちはテレマティクス技術を活用し、お客さまの自動車運転状
況等を把握・分析し、事故防止や安全運転、事故低減につなげる、万が一の事故時には影響を減らし、回復を支援する保険商品やサービスを提供しています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災
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テレマティクス型の自動車保険

・オリジナルの通信機能付き専用ドライブレコーダーに、
最新のテレマティクス技術を活用して、お客さまの安全運
転をサポートする「見守るクルマの保険（ドラレコ型）」を2019年1月※に発売
専用ドライブレコーダーによる「映像録画機能」のほか、運転状況を認識して注意喚起を行う「安全運
転支援アラート」や運転傾向等を離れて暮らす家族等と共有できる「見守りサービス」を提供
また、万一の事故で、専用ドライブレコーダーが大きな衝撃を検知すると、専用安否確認デスクへ位置
情報等が連携され、専任のオペレーターがお客さまに連絡し、事故の初期対応等のアドバイスを実施
（MS、AD、MD）
※MDは「レスキュードラレコ（ドラレコ特約）」を2023年1月に発売
・2022年1月には業界最高水準の機能・サービスを備えた「見守るクルマの保険（プレミアム ドラレコ
型）」を発売
損害保険会社が提供するドライブレコーダーとして常時通報機能や車外持出し機能に加え、360度撮影
機能や駐車監視機能等の高機能性も備え、更なる安心・安全を提供（MS）
・お客さまニーズに合わせた豊富なラインアップを準備し、安全運転のインセンティブ（運転特性割
引）と、安全・安心につながるサービスを提供する自動車保険（AD）

見守るクルマの保険（ドラレコ型）/見守るクルマの保険（プレミアム ドラレコ型）（MS）
「タフ・見守るクルマの保険」と「タフ・つながるクルマの保険」について（AD）
「見守るクルマの保険（プレミアム ドラレコ型）」の開発について（MS） PDF

【国内初】自動運転車の安全性を保険料に反映するテレマティクス自動車保険を開発（AD） PDF

自動車の走行データを活用した「交通安全EBPM支援」サービスを開始（AD） PDF

・安全運転によって削減されたCO2の排出量を独自のアルゴリズムで可視化する新たなサービスを
2023年度から開始（AD）

テレマティクス自動車保険で「CO2排出量の削減効果」を可視化する新サービスを開始（AD） PDF

テレマティクス自動車保険に関連するCO2削減への取組みについては下記コンテンツに掲載

気候変動への対応

事業者向けの自動車保険

事業者に安心・安全を提供するため、テレマティクス技術を活用した事故低減支援サービスを開発・提
供

社員の安全運転意識向上により事故のない快適なモビリティ社会の実現に貢献～大東建託が社用車全
６,５００台に三井住友海上の安全運転支援サービス『Ｆ－ドラ』を導入（MS） PDF

安全運転取り組みで自動車保険（フリート契約）を最大10％割引（AD） PDF

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災
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災害時の早期復興を支えるために

＜取組例＞

ドローン（無人航空機）を活用した損害調査
浸水や土砂による道路の寸断で立ち入れない地域や広範囲にわたるソーラーパネル等の損害調査におい
て、ドローンで空撮した画像を分析することで被害状況を迅速に把握

大規模な災害が相次ぐ中、当社グループでは迅速な保険金支払いに取り組んでいます。デジタルトランスフォーメーションも加速させ、損害保険会社の使命で
ある「一日も早い保険金支払い」に努めていきます。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災

ソフトウエアのロボットによる
業務自動化

専用Webサイトで受け付けた事故受付情報の登録や契約情報の確認等にRPA（ロボティックプロセスオ
ートメーション）を導入
RPAにより簡易な事務を自動化することで、大規模災害時にも、顧客対応や損害調査等、より付加価値
の高い業務に多くの人員を充てられる体制を構築

罹災証明書の
早期交付を支援

激甚化・頻発化している自然災害において、自治体による被災者生活再建支援制度に係る対応、特に罹
災証明書の迅速な発行、交付事務の効率化を支援し、被災者のいち早い生活再建を後押しするサービス
を提供

【業界初】水災時の「被災者生活再建支援サポート」の提供開始について（MS） PDF

火災保険の支払対応を通じた罹災証明書の申請サポートを全国に展開（AD） PDF

自治体向け「被害認定調査計画の策定支援サービス」の提供開始について（インターリスク）

感染症リスク・単身高齢者への対応

感染症リスクや高齢者の孤独死の増加といったさまざまな社会の変化を見据え各種商品・サービスの提供を行っています。
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＜主な商品・サービス＞

感染症リスクに備えた
BCP策定支援

中堅・中小企業向けに「感染症BCP（事業継続計画）作成支援ツール」を開発し、提供を開始。感染症
BCPの個別相談や、BCP作成ワークショップ等への講師派遣にも対応

感染症対策

単身高齢者の
住宅確保支援

今後も増加が見込まれる単身高齢者世帯に対する安定的な住宅確保に向け、孤独死の予兆等、特定の挙
動を検知した際に不動産賃貸管理会社に向けてアラートを発報するIoT機器を活用した新たな保険商
品・サービスを開発

【業界初】単身高齢者世帯への見守りセンサー導入で保険料を割引 PDF

社外からの評価

「good digital award」で「部門最優秀賞」を受賞」(MS,AD)

「Japan Financial Innovation Award 2022」で「金融機関賞」を受賞(MS)

「冬のDigi田甲子園」で優勝し、「内閣総理大臣賞」を受賞(AD)

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / データや AI を活用した防災・減災
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補償前後のリスクソリューションを提供

災害に強いまちづくりへの貢献

自治体との取組み

災害からの早期復旧を支援

レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）
MS&ADインシュアランス グループがめざす「レジリエントで包摂的な地域社会づくり」とは、安全かつ回復力のある持続可能な居住空間を実現し、誰もが安
心して暮らしていけるまちづくりを進めることです。人々の安心、安全な暮らしを支えるためには、万一発生した際に被るリスクをあらかじめ予測し、有事に
備えたまちづくりが大きな意味を持ちます。このために、自治体による災害に強いまちづくりへの支援を進めるほか、誰もがどこでも安心して暮らし続けられ
る包摂的な社会の実現に向け、さまざまな取組みを行っています。
また、災害への対応力を持ったコミュニティづくりには地域社会の活性化が重要です。地域社会の活力の低下は、過疎化、社会サービスの不足を招くなど、さ
まざまな課題にもつながっていきます。地方創生は政府の重要施策の一つですが、私たちも地域特性に応じた産業振興策や自然資本を活かした災害に強いまち
づくりのためのリスクマネジメント支援等、地域自治体や地域を取り巻くさまざまなステークホルダーとともに取り組み「レジリエントで包摂的な地域社会づ
くり」を実現していきます。

事故発生時の補償という保険本来の機能に加えて、「補償前後の価値」を創造し、提供することが重要と考え、事故・災害による被害を未然に防ぐソリューシ
ョンと、事故発生後の早期回復を支援するソリューションを創造・提供しています。
お客さまや各地域の課題を解決するリスクソリューションを開発・提供し、誰もが安心・安全に暮らせる地域・社会づくりに貢献していきます。

損害保険代理店によるリスクソリューションの提供開始（MS・AD） PDF

自治体と連携し、損害保険会社が保有する事故や災害情報を活用し、災害時の被害予測や地域住民の避難計画策定に役立てる取組みを進めています。

自治体向け防災・減災システム「防災ダッシュボード」

リアルタイム被害予測Webサイト「cmap(シーマップ)」

防災・減災に向けた取組み

気候変動の影響で毎年災害が発生している今、被災したときのことを考え、備えておくことがより重要となっています。これまで対象となっていなかったニー

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）

ズに対応する新しい商品の開発を行ったり、迅速な損害調査や保険金支払い、義援金の寄付等の被災者支援など、早期復旧のための取組みを進めています。

災害時の早期復興を支えるために
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自治体と事業者の協定締結を後押しする災害対策
支援保険を発売開始

自治体と災害時応援協定（以下「協定」）を締結する事業者が協定に基づき物資の提供や人員の派遣な
どを行った場合に発生する費用等を補償し、事業者の社会貢献活動と災害時の早期復興を支援

～気候変動・災害に強いサステナブルなまちづくりの実現に向けて～災害対策支援保険を発売 PDF

避難情報の発令に基づき、企業の車両避難費用を
補償

自治体から自然災害に関する避難情報が発令された際、企業の車両避難時に発生する費用を補償する
「災害時車両緊急避難特約」を提供し、罹災前の避難を支援

【業界初】避難情報の発令に基づき、企業の車両避難費用を補償 ～様々な企業の罹災前の「避難」を
支援～ PDF

消防団員等の災害救助活動
従事中・自動車保険の販売開始

消防団員等が災害救助活動のためにマイカー等を使用している間に起きた自動車事故を補償
この商品を通じて、消防団員等の皆さまが「安心・安全」に災害救助活動に従事できる社会を実現し、
地域防災力の一層の向上に貢献

消防団員の災害救助活動従事中・自動車保険の販売開始 PDF

災害時の義援金寄付

被災された契約者の皆さまの一日も早い生活再建に向け、グループ各社の社員から義援金募集を実施
社員から寄せられた義援金に対して、会社が上乗せして寄付する「災害時義援金マッチング制度」を活
用し、2004年の制度創設からこれまでに会社拠出金を合わせ、総額約8億円以上を寄付

災害時義援金マッチングギフト制度

災害ボランティア活動
復興支援販売会、復興マラソン大会への協賛など、東日本大震災への支援活動を継続。水害等が発生し
た際には会社や被災地域からのボランティア活動情報を得て、社員が自ら被災地での活動に参加

安心して住み続けられるまちづくり

連携協定締結による地方創生の支援

全ての人が安心・安全に生活できるまちづくりには、地域の人々が働き続けられる環境の整備が必要です。地域産業の活性化は安定した雇用を創出します。ま
た、産業に関わる人々が多様なライフスタイルに沿う形で必要な場所に人もモノも移動できる環境を生み出す力になります。インフラの整備、事業継続、アク
セスの改善、ライフスタイルの多様化等、さまざまな取組みを保険・金融サービス事業を通じて支援しています。

都道府県、市町村及び地域の商工団体・金融機関などとの協定を通じ、地域活性化を実現する地方創生の支援として各種リスクへの支援や地方創生に向けたコ
ンサルティング等を行っています。地域が抱える社会課題に対して地域ステークホルダーと協力しながら当社の強みを活かして課題解決に対応することで、社
会との共通価値の創造（CSV）に取り組んでいます。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）
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SDGs取組支援メニューの提供
ル版の活用推進 PDF

保育園・幼稚園・認定こども園用「こどもKYT＋SDGs の超きほん」の提供を開始 (AD) PDF

全国の中小企業に「業種別SDGs経営簡易診断サービス」を提供 (AD) PDF

SDGs推進支援サービスの提供（インターリスク）

事業継続計画（BCP）の提案

自然災害や不測の事故が発生した場合でも、事業を早期に復旧・継続するため、BCPの策定を支援する
セミナー等を開催

BCP／BCM（事業継続マネジメント）支援の提供

地域活性応援サイト
地方創生取組をサポートする自治体向けサイトを開設し、各自治体の地方創生取組のPRや自治体向け
のお役立ち情報を発信

地域産業や地域の特性を踏まえた持続支援

＜取組例＞

空き家課題の解決による地域の活性化への貢献

空き家課題の解決による地域の活性化をめざし、空き家所有者、事業者、自治体を繋ぐプラットフォー
ムの運営事業者と提携し、空き家の流通や利活用を後押しする商品・サービス開発を協業

空き家の流通・利活用促進に向けた協業を開始 PDF

AI分析によって道路の損傷個所を自動検出し、道
路の点検・管理業務の効率化を支援（ドラレコ・

ロードマネージャー）

三井住友海上のドライブレコーダーからデータを収集し、AI分析を行うことで、道路の損傷個所を自動
的に検出
これまで目視確認によって行われていた道路巡回業務の効率化を実現

ドラレコ・ロードマネージャー

獣医師、農家向け「Ｕ-メディカルサポート」の
開発

畜産業界初となる、獣医師と農家の家畜診療におけるコミュニケーションシーンをデジタルで支援する
診療サポートサービス「U−メディカルサポート」を開発
診療後の牛個体の経過をスマートフォン等の電子端末で確認できるほか電子カルテや電子指示書作成等
の業務効率化にも寄与

獣医師、農家向け「Ｕメディカルサポート」の開発を開始 PDF

三井住友海上　地方創生への貢献

地域社会の活性化のためには、地域産業の持続的な成長へのサポートが必要です。地域ごとに抱える課題にも着目し、日本国内はもちろん、海外においてもそ
れぞれの地域ニーズに応じた保険やサービスを提供しています。

＜取組例＞

自治体、商工団体、地域金融機関及び中堅・中小企業のSDGs取組を支援

持続可能な社会を共創するためのオンラインSDGsプラットフォーム「Platform Clover」リニューア

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）
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フィリピン 零細企業家向け小口ローンへの保険の
提供

零細企業家向け小口ローンの提供を行うBPI Direct BanKoと連携し、ローンに付帯したマイクロイン
シュアランスの提供を2019年秋より開始
事故や災害といった不測の事態にも保険で零細企業家の経営を支援
2022年度販売件数　146,633件
プレミアム総額　10,758,390 PHP（フィリピンペソ）

社会的企業EPIC Homesが取り組む、先住民の居住環境改善を目的とした支援スキームに関わる補償を

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）

マレーシア 先住民向け 住宅専用火災保険の提供

パッケージ化
住宅に補償を備えることで、居住する先住民に安心を提供するとともに、支援スキームドナーの参画を
後押し
2022年度当社保険を提供する先住民向けの住宅の棟数（累計） 84棟
先住民向け住宅の火災保険料 15,102MYR（マレーシアリンギット）

プレスリリース（MSIG Malaysia）

インドでの保険普及と雇用創出

中小都市・町村部に保険証券の発券機を設置した小型の店舗を展開。保険へのアクセスが不便だった地
域での保険の普及に貢献
また、農村地域の雇用創出に取り組んでいる団体へ保険証券発行事務の委託を行い、農業以外に雇用機
会の少ない農村地域の雇用創出にも貢献
2022年度店舗数　332店

Cholamandalam MS General Insurance　オフィシャルWebサイト

インドでのマイクロ保険の普及

財物損害を被った場合の生活復旧を支援するために、マイクロローンの借手に家財保険を提供
保険へのアクセスが不十分な低所得・貧困層への保険の普及、マイクロローンの借手に多い女性の社会
進出に貢献
2020年販売開始以降の当社保険契約（累計）440,000件
住宅の火災保険料 86,705,200 INR（インドルピー）

若年層向け金融リテラシー講座（損害保険編）の
提供

2022年4月の民法改正で成年年齢が18歳に引き下げとなったことを受け、若年層向けの「金融リテラ
シー講座（損害保険編）」を作成し、出張授業を実施
金融リテラシー教育を通じ、自立的で安心かつ豊かな社会の実現に貢献

学校数3校（東京都）/　授業数6コマ/　述べ参加生徒数186人
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多様なライフスタイルへの支援

＜取組例＞

離島地域の課題解決に貢献

人口減少及び高齢化の進展により「移動」、「物流」、「医療」のあり方に多くの課題を抱えている離
島地域の課題解決に向けた実証実験へ参画
持続可能な環境づくりと離島地域の活性化に貢献

ドローン・自動配送ロボット実証支援の提供

アジア開発銀行が発行するウォーター・ボンド並びにジェンダー・ボンド、国際協力機構が発行するピ
ースビルディングボンドへ投資
水と衛生の安全保障ニーズを満たすプログラム、ジェンダーの平等と女性のリーダーシップ促進に資す
るプログラム、紛争・内戦により影響を受けた国・地域等の平和と安定や復興に資する事業に充当

アジア開発銀行が発行するウォーター・ボンドへの投資について PDF

高齢になっても障害があっても、過疎地や離島に住んでいても、誰もがどこでも安心して住み続けられるようにするために、保険やサービスの提供を行うほ
か、投資や社会貢献活動などさまざまな方法で取組みを進めています。

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / レジリエントで包摂的な地域社会づくり（地方創生）

アジア開発銀行が発行するジェンダー・ボンドへの投資について PDF

独立行政法人国際協力機構（JICA）が発行するピースビルディングボンド（平和構築債）への投資に
ついて PDF

電磁誘導線を活用した自動運転車に自動車保険を
提供開始

高齢化が進行する過疎地等で新たな移動手段として期待される電磁誘導線を活用した自動運転車に低廉
な自動車保険を提供

電磁誘導線を活用した自動運転車に自動車保険を提供開始 PDF

認知症条例と連動した
事故救済制度の構築

（認知症「神戸モデル」）

神戸市の認知症条例と連動した事故救済制度の運営を受託
我が国初となる①事故救済（保険）②制度普及（認知症検査の早期受診勧奨）③事故予防（警備会社に
よるGPS駆けつけサービス）の三位一体による認知症の総合補償スキームを構築

わかりやすい情報の提供

パソコン、スマートフォンの活用に加え、高齢の方や障がいのある方に配慮した手続や、主要な商品パ
ンフレットでは見やすく判別しやすい書体（ユニバーサルデザインフォント等）の採用、わかりやすい
言葉や図表、イラストを活用した情報を提供
また手話、17ヵ国語での通訳サービス及び12ヵ国語での翻訳サービスを提供

「ハートフルラインサービス」
の導入

80歳以上のお客さまから、コールセンターにお電話をいただいた際、音声ガイダンスを介さず、直接
オペレーターへ電話を接続する「ハートフルラインサービス」を導入

ウォーター・ボンド、ジェンダー・ボンド、ピー
スビルディングボンドへの投資
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社会貢献特約の取扱い

「資産を寄付することで社会のために役立てたい」といったお客さまの資産継承に関する多様な価値観
に応え、指定公益団体※を保険金受取人に指定できる「社会貢献特約」を、三井住友銀行と共同で、業
界に先駆けて開発（2019年9月）
2023年7月、京都大学iPS細胞研究財団へ、保険契約を利用した形としては初となる寄付を実施

※現在の指定公益団体は、以下の3団体
・日本赤十字社・日本ユニセフ協会・京都大学iPS細胞研究財団

契約者の投票数に応じた団体に寄付する三井ダイ
レクト損保つよやさ基金の運営

契約者がクリック一つで気軽に社会貢献に参加できる三井ダイレクト損保つよやさ基金を2014年から
開始

三井ダイレクト損保つよやさ基金

保険商品にベルマークを付与

損害保険会社唯一のベルマーク協賛企業（2023年7月現在）として、「全ての子どもに等しく、豊かな
環境のなかで教育を受けさせること」をめざしたベルマーク運動に参加
全てのタフシリーズ商品にベルマークを付帯

ベルマーク付き保険商品のご案内

「共生社会の実現」へ貢献

高齢者や障がいのある人を含む、全ての人々が暮らしやすく、持続可能な社会の実現に貢献する取組み
を展開
WheeLogとユニバーサル都市デザインの促進に関する共同取組を開始 PDF

あいおいニッセイ同和損保と上智大学が共同で多文化共生社会研究所を設置 PDF

自動運転・MaaS実証支援を提供

全国各地で行う社会貢献活動
それぞれの地域のニーズに合わせた地球環境保全・社会貢献活動を、各グループ会社で積極的に実施
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MS&ADゆにぞんスマイルクラブ

活動に賛同する社員が毎月給与から100円×任意口数を拠出して寄付や活動を行う、MS＆ADグループ
社員の社会貢献活動団体
NPO等への寄付や社員のボランティア活動を展開
MS&ADゆにぞんスマイルクラブ
MS&ADゆにぞんスマイルクラブの活動
役職員による募金活動

社外からの評価

地方創生関連取組で内閣府特命担当大臣（地方創生担当）表彰を受賞
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健康増進・病気予防のために

＜取組例＞

MSAケア

2022年10月からお客さまの健康をトータルでサポートすることをめざすヘ
ルスケアサービスブランド「MSAケア」を展開
「病気の予防・早期発見」「重症化・再発予防」「健康に関するご相談」な
ど、病気になったときに生命保険で保障することに加え、病気になる前、病
気になった後のサポートまでを“ひとつながり”でお届け

（サービス例）
病気を早く見つけるketsuken（ケツケン）
重症化・再発防止Z4C（zen place for cancer）
撮るだけ健康チェック＋

認知症の早期発見により社会課題を解決

認知症の早期発見のため、米国FDAの医療機器承認技術を応用した、スマートフォンアプリによる認知
機能の測定実験を開始
視覚的なテスト、睡眠や運動量等の生活習慣から、健康度合いをAIが点数化し、認知機能の状態を自身
で把握可能に

米国FDAの医療機器承認技術を応用したAI認知機能測定 PDF

健康・長寿社会への対応

国内では少子高齢化が進展し、総人口は減少傾向にあります。そして、「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）によると、
2065年には総人口が9,200万人を下回り、65歳以上の人口が総人口に占める割合である高齢化率は約38％となることが推計されています。高齢者人口の増加
に伴い、高齢者が安心して暮らせる環境が求められています。移動しやすい都市構造、健康や予防医療に関する情報へのアクセス、加齢とともに低下する身体
機能や介護に配慮した居住環境が必要であり、また同時に、人口減少の緩和に向け、妊産婦や子ども、子ども連れの人が安全に、かつ、安心して暮らせる環境
であることも重要となっています。
MS&ADインシュアランス グループは、生涯現役を実現するための健康増進や、充実したセカンドライフを支える資産形成策の提供を行うとともに、超高齢社
会を支える事業活動の発展を支援し、「健康・長寿社会への対応」を進めていきます。

生涯現役を実現するための健康づくりを支援するサービスを提供しています。また、大学と提携し、健康増進に関する調査研究を行っています。
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ココロとカラダの健康づくりを
支援

キング機能」、「健康ポイント管理機能」で、企業の健康経
営をサポート

スマートフォン向け健康管理アプリ「ココカラダイアリー」
をリニューアル PDF

東京大学COIと提携した健康増進

当社グループでは、2018年度より東京大学センター・オブ・イノベーション（東大COI）自分で守る健
康社会拠点と提携し、「持続可能な健康長寿社会」の実現に向けた取組みを開始
2021年4月より、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保で、AIによる健康リスク予測モデルを搭載
した健康管理アプリとコンサルティングサービスを組み合わせた健康経営支援保険を販売
2019年9月より、音声により認知症・MCI（認知症の前段階である軽度認知障害）の予兆を発見しつ
つ、認知症予防策を提供するサービスの開発に向けた共同研究を開始

録るだけ認知機能チェック

いのち・医療に関する
情報提供セミナー

健康と医療、備えの大切さについてお客さまの理解を深めていただけるよう、がん、脳卒中・循環器
病、認知症予防などをテーマとした各種セミナーを開催
脳卒中は公益社団法人日本脳卒中協会との共同事業「脳卒中プロジェクト」の一環として、専門医によ
るセミナーを開催

超高齢社会を支えるさまざまな事業の発展のために

＜医療・介護等のリスクを解決する取組例＞

福祉・介護事業者向けサービス

福祉・介護事業者を取り巻くさまざまなリスク（賠償責任リスク、情報漏えいリスク、財物損害リスク
など）に対する補償と事故再発防止のためのコンサルティング費用を補償する商品や、介護施設・事業
所に義務付けられたBCP計画策定や虐待防止研修を支援

医療・介護・障害福祉等(インターリスク)

虐待防止研修支援(インターリスク) PDF

介護事業や医療等に係るさまざまな課題に対する解決策やサポートの提供を通じ、超高齢社会を支える事業の発展に貢献しています。また、超高齢社会は働き
手がこれまでよりも少なくなることを意味します。働く人を支える仕組みの重要性もより増しており、分野を限らない健康経営支援や家庭と仕事の両立支援等
も積極的に行っています。
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ココロとカラダの健康づくりをサポートするスマートフォン向けアプリ「ココカラダイアリー」を提供
ストレス状態の測定、自動測定される歩数から計算した消費カロリーの表示、食事・体重・睡眠時間な
どの記録、医療情報の確認などができ、お客さまご自身での健康管理に活用が可能
2021年10月には食事の写真をAIが分析し、摂取カロリーを表示する機能を追加
法人向けには、従業員のライフログデータが閲覧可能な「管理者専用Webサイト」や「法人内歩数ラン
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AIやICTを活用した介護従事者の負担・離職率低
減

ケアテック（Care（介護・福祉医療）とTechnology（技術）からなる造語）を展開するスタートアッ
プ企業と資本・業務提携し、介護福祉領域の課題解決とイノベーションを指向

AIやICTを活用した介護福祉プラットフォームを提供する「ウェルモ」との資本・業務提携 PDF

日本病院会会員向け「医業未収金補償保険」の提
供

近年の訪日外国人の増加等に伴う想定外の高額な未収金の発生リスクへの備えとして、一般社団法人日
本病院会会員向けに医業未収金補償保険（外国人患者限定プラン）を開発・提供
これにより、病院経営の安定化に加え、未収金回収業務の負担を軽減

日本病院会会員向け「医業未収金補償保険（外国人患者限定プラン）」の取扱いを開始 PDF

健康経営の普及促進のため、セミナーの開催やコンサルティングサービスを提供
経済産業省「健康経営優良法人認定制度」の申請サポートや制度と連動したインセンティブ措置を講じ
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健康経営の普及促進と
コンサルティング

ることで健康経営の更なる普及と質の向上を支援

健康経営の推進について（P127）（経済産業省） PDF

健康経営コンサルティングメニュー（インターリスク）

企業向け
仕事と家庭の両立支援サービス

企業の人事部門向けに、仕事と家庭（育児、介護、治療な
ど）の両立やワークライフバランスの実践に関する支援を
提供

両立支援（介護／治療）（インターリスク）

企業向け
健康増進取組をサポート
「健康経営支援保険」

東大COIと開発した健康管理アプリ「Myからだ予想」による従業員の健康リスクの見える化・病気予
防のツールと、ケガや病気により働けなくなった従業員の所得補償、健康経営支援サービスの3つの機
能が一体となった保険パッケージ
従業員がアプリを活用することで管理者はデータによる健康管理が可能
アプリ活用による従業員の健康増進取組に応じた保険料割引を導入しており、アプリ利用により、従業
員の健康増進・疾病予防に役立ち、また、アプリの利用状況によって企業負担保険料を割引

健康経営支援保険の発売について PDF

人的資本／健康経営®（インターリスク）

コンタクトセンター向け「メンタルヘルス支援サ
ービス」

一般的に、業務上の多くのストレスのため離職率が高いと言われているコールセンター向けのサービス
代理店のコールセンタースタッフのコンディションをタイムリーに把握、早期の職場環境等を改善

コンタクトセンター向け「メンタルヘルス支援サービス」 PDF
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＜お客さまを理解した提案をサポートするための取組例＞

金融機関・金融機関代理店向け
研修の提供

加齢に伴う身体機能や認知機能の変化が経済・金融行動に
どのような影響を与えるかを研究する金融ジェロントロジ
ーの学問的知見を踏まえ、高齢のお客さま一人ひとりに合
わせた適切な対応スキルを学ぶ研修を開発・提供
金融ジェロントロジー研修を開発 PDF

超長寿人生における代理店募集人のコンサルティング力向
上を目的とした「わたしの100年人生 研修」を開発・提供
募集人が未体験の100年人生をリアルに体感することで、
さまざまな保険ニーズにお応えする提案力の向上を支援
「わたしの100年人生 研修」を開発 PDF
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「認知症サポーター」の養成

2022年度も、新型コロナ感染症対策のため、オンラインでの研修を実施
社員の認知症サポーター養成講座の受講をグループ共同で推進し、MSA生命では、自治体と見守り活動
の協定締結や登録を行い、地域の見守り活動に参画

スマートフォン完結型の資産形成・運用型生命保
険商品『AHARA（アハラ）』

日本初のスマートフォン完結型の変額年金保険『AHARA（アハラ）』を開発
全ての手続きがスマートフォンで完結し、保険料は最低500円からお申込み・ご加入でき、定期的又は
任意のタイミングで、追加積立てが可能
「資産形成を気軽に始めたい」というお客さまニーズに応える積立型の資産形成商品として2023年5月
から販売開始

生命保険商品AHARA（アハラ） PDF

健康・長寿社会を支える商品・サービスの提供

「充実したセカンドライフ」「安心して暮らせる安全な社会」をめざし、お客さまのニーズに合わせた資産形成手段や介護、認知症に関する商品・サービスを
提供しています。
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＜主な商品・サービス＞

自助努力型の資産形成

老後のための資産形成や長期の生存給付ニーズに応えるため、個人型確定拠出年金（iDeCo）や自助努
力による資産形成を支える商品を提供
生命保険の保障額や期間を検討する際のサポートとして公的年金等の受給額目安を試算できるサービス
を提供

生存保障重視型準払個人年金保険『あしたも充実』を改定 PDF

『あしたの、よろこび２』の円建て契約と取扱範囲を拡大 PDF

生命保険業界初 AI-OCRを用いた公的年金試算ツール 「撮るだけねんきん試算」の提供を開始 PDF

変額保険（有期型）『しあわせつみたて』を発売 PDF

通貨選択型特別終身保険
「やさしさ、つなぐ２」等

生存給付金の受取人を家族とすることで、次世代への円滑な資産承継に向けた生前贈与・相続のニーズ
に応える終身保険
2016年8月の発売開始以来契約件数が22万件を突破

通通貨選択型特別終身保険『やさしさ、つなぐ２』に新たな機能を追加 PDF

ガンへの備え

がん検診の普及と啓発、早期発見のため、HIROTSUバイオサイエンスと資本提携し、簡便・安価・高
精度ながんの一次スクリーニング検査N-NOSE®を優待価格でご案内
また、一時金を充実させ、ガンを対象とする全ての保障を早期のガンからカバーする「&LIFE ガン保険
Sセレクト」を2022年11月に新発売

＆ＬＩＦＥ ガン保険 Ｓ スマート セレクト PDF

N-NOSE®
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高齢社会に対応した補償の提供

介護・認知症に関する
お客さま相談サービス

介護・認知症に関するお悩み、ご相談に看護師等の資格を持った相談員がお電話でお応えする商品付帯
サービス「介護すこやかデスク」に、新サービスメニュー「成年後見制度相談サービス」「家族信託相
談サービス」を追加

在宅高齢者支援に向けたBPSD発症予測サービス
の開発を開始

NECの持つセンサー・AI技術に、三井住友海上と三井住友海上あいおい生命の保険商品や「AIとIoTに
より認知症高齢者問題を多面的に解決する東京アプローチの確立」の成果を組み合わせることにより、
在宅認知症高齢者のQOL（Quality of Life）の向上とご家族・介護スタッフの負担軽減を実現するサー
ビスの社会実装をめざす
BPSD発症予測サービスの開発を開始（MS、MSA生命） PDF

賃貸住宅内での高齢者の孤独死によって発生する損害、認
知症患者増加に伴い増加する“財物損壊を伴わない、電車の
運行不能等による賠償責任”、高齢者が行方不明となった際
の捜索費用、災害発生前の避難等の早期対策を促すための
親族等との安否情報共有など、高齢社会により発生してい
るさまざまな新しい課題に対して特約やサービスを提供
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めざす姿

人権基本方針

人権を尊重した活動と対話を実践する

「MS&ADインシュアランス グループ 人権基本方針」は、当社グループの事業活動だけでなく、広く当社グループのバリューチェーンも対象とします。バリュ
ーチェーンに関わるサプライヤーや、代理店等のビジネスパートナー等の関係者も対象となります。当社グループはこれらの関係者に対して、事業活動におい
て人権への負の影響が発生することを防止、軽減するように働きかけを行っています。
国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に依拠し、人権尊重のマネジメントシステムである人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築・実施し、人権侵害
のないバリューチェーン、社内環境を整備することで企業価値向上をめざします。

当社グループは2017年2月より、「MS&ADインシュアランス グループ 人権基本方針」を定め、人権尊重の企業責任を果たしています。

1. 基本的な考え方

MS&ADインシュアランス グループ　人権基本方針

MS&ADインシュアランスグループは、経営理念の実現に向け、あらゆる事業活動において環境や人権を含む社会との相互影響を考慮し行動すること
を通じて、企業価値の向上を図るとともに、持続可能で強くしなやかな社会づくりに貢献します。
バリューチェーンも含めた私たちの事業活動が人権に及ぼす顕在的・潜在的な負の影響に責任があることを認識し、人権を尊重した活動と対話を実践
します。その態勢を構築するため、本基本方針を定めます。

(1)人権尊重に関連した法令や規範の遵守
①当社グループは、国連「国際人権章典」※1、国連グローバル・コンパクトにおける「企業行動規範」※2、および国際労働機関（ILO）の「労働にお
ける基本的原則および権利に関する宣言」※3等、人権に関する国際規範を尊重します。
②事業活動を行う国・地域における法令や規制を遵守するとともに、当該国・地域の法令等が国際的に認められた人権の原則と相反する場合は、当該
国・地域の事情も勘案しつつ、国際的な人権の原則を尊重します。

(2)差別の禁止
あらゆる事業活動において、基本的人権を尊重し、人種、国籍、性別、年齢、出身、世系（門地）、社会的身分、信条、宗教、身体的特徴、障がいの
有無、性的指向、性自認、妊娠などによる差別を行いません。

(3)人権を尊重する企業風土
①行動指針に定める「お互いの個性と意見を尊重し、知識とアイデアを共有して、ともに成長する」を実践し、人権を尊重する企業風土を醸成しま
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2. 人権尊重のマネジメントシステム（人権デュー・ディリジェンス）

3. グローバルな保険・金融サービス事業者としての責任

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に依拠し、人権尊重のマネジメントシステム（人権デュー・ディリジェンス）の仕組みを構築し、対話・協
議ならびに報告を行います。

(1)評価・防止
顕在的・潜在的な人権リスクを識別、評価し、未然に防止・軽減する対策を、優先順位をつけて講じます。

(2)救済・是正・対話
当社グループが事業活動において人権に対する負の影響を引き起こした場合、適切な手続きを通じてその救済や是正を行い、再発防止に取り組みま
す。また、バリューチェーンを通じてこれに関与したことが明らかになった場合、誠意をもって対話を行います。

(3)教育・研修
あらゆる機会を通じて、人権に関するグローバルな課題や国・地域の課題と事業活動との関わりについて、役職員が理解を深め人権を尊重するよう、
幅広い人権啓発に取り組みます。

(1)プライバシーの保護
個人情報の重要性に鑑み、当社の定める「お客さま情報管理基本方針」に則り、個人情報の保護を実践し、プライバシーを含めた人権に対して負の影
響を及ぼさないよう努めます。

(2)事業プロセスへの反映
「持続可能な保険原則（PSI）」、「責任投資原則（PRI）」の署名機関として、保険引受や投融資判断等のプロセスにおいて、人権を尊重する当社グ
ループの責任を果たすべく、環境・社会・ガバナンス面の課題（ESG）を考慮します。

(※1)「世界人権宣言」と、「経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約」（社会権規約）及び「市民的及び政治的権利に関する国際規約」（自由権規約）の総称。

(※2)人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原則。人権と労働分野には①人権擁護の支持と尊重②人権侵害への非加担③結社の自由と団体交渉権の承認④強制労働の排除⑤

児童労働の実効的な廃止⑥雇用と職業の差別撤廃が定められている。

(※3)結社の自由・団体交渉権の承認、強制労働の禁止、児童労働の禁止、差別の撤廃、安全で健康な労働環境の5分野にわたる労働に関する最低限の基準を定めたもの。

代表取締役社長
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人権デュー・ディリジェンスと是正措置

2018年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2017年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2016年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2015年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に依拠し、人権尊重のマネジメントシステムである人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、これを継続的に
実施します。2017年2月に制定した人権基本方針に沿い、次のとおり人権デュー・ディリジェンスを実施します。
当社グループでは、人権デュー・ディリジェンスの一環として、STEP3までのプロセスに従い、お客さまや当社グループ社員の個人情報の漏えいによるプライ
バシーの侵害、社員の顕在的・潜在的な人権リスクを識別・評価しました。この結果、
「① 公平・公正なお客さま対応
②取引先・代理店における人権対応の考慮への取組み
③社員の健康への配慮と差別のない職場環境」
を重点課題としました。
人権リスクの識別・評価は、3年に一度定期的に見直し、当社グループとバリューチェーンを取り巻く社会や環境の変化に応じた重点課題を判断しています。
定期的な見直しでは、Fragile States Indexで人権リスクの高い国・地域を確認しています。ミャンマーでの事業展開においては、出資先のデュー・ディリジェ
ンス等を行い、人権に関する問題はないことを確認しています。

英国現代奴隷法（Modern Slavery Act 2015）に係る声明

2022年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2021年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2020年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF

2019年度　奴隷労働と人身売買に関する声明 PDF
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STEP1：

当社グループのバリューチェーンとステークホルダーから人権リスクの発生する接点を整理
[バリューチェーン]
(1) 商品・サービスの提供:商品開発・販売(含む保険料回収)、リスクコンサルティング、
保険金支払(含む事故調査関係者)

(2) 経営プロセス:資産管理(含む投融資) 、情報管理、調達(資材・不動産)、人事・採用

[ステークホルダー]
お客さま、株主、取引先、代理店、社員、地域社会・国際社会、環境

[人権課題]
(1）差別（採用・雇用、労働条件）　(2) 労働安全衛生　(3) 過剰・不当な労働時間
(4) ハラスメント　(5) 結社の自由 (6) 差別（思想・宗教・表現の自由）
(7) 名誉棄損・プライバシーの侵害　(8) 消費者の安全と知る権利　(9) 外国人労働者の権利　(10) 強制労働
(11) 児童労働　(12) 先住民族・地域住民の権利 (13) 紛争・非人道的行為への加担　(14)その他

STEP2：
洗い出したリスクを、①深刻度※1と②発生可能性から評価・分析（リスクマップの作成※2）
（※1）影響する規模、範囲及び是正困難性から評価

STEP3：

リスクマップの結果判明した顕著なリスクをステークホルダーごとに整理し、重点課題として決定
[重点課題]
(1) 公平・公正なお客さま対応
(2) 取引先・代理店における人権対応の考慮への取組み
(3) 社員の健康への配慮と差別のない職場環境

STEP4： 必要な予防・改善措置の検討・実施、効果のレビュー

※2　リスクマップはこちら PDF
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公平・公正なお客さま対応

■人権に関する理解の促進と意識の醸成
・社員を対象に人権啓発研修を実施
■お客さま第一の業務運営の徹底
・「お客さま第一の業務運営」の方針に沿った取組みの実施
■高齢者・障がい者への配慮
・ユニバーサルデザインの採用
・高齢者向け専用ダイヤルの設置や対応マニュアルの整備
・手話通訳サービスを導入
■お客さま情報管理の徹底
・情報リテラシー向上のための情報管理研修実施、標的型攻撃メール訓練の実施
・保険代理店、外部委託先及び社員に対して定期的な点検・監査を実施
情報セキュリティ
外部委託管理基本方針

取引先・代理店における
人権対応の考慮への取組み

■引受・投融資先
「サステナビリティを考慮した事業活動」グループポリシーを策定し、ESG要素を考慮した事業活動を実施
■外部委託先・代理店
・人権に関する相談窓口を設置
・代理店への人権啓発研修を実施
・人権課題への取組状況や認識度合いの調査を実施
・情報管理点検・監査、是正策を実施

社員の健康への配慮と
差別のない職場環境

■健康経営の推進
・長時間労働者への産業医面談、メンタル不調への対策強化（予防に資する啓発活動、復帰プログラムの活用）、柔軟な勤務
運営の活用、健康診断受診促進
■ハラスメントへの対策
・社員の健康と安全について、勤務時間のシステム上の管理に加え、働き方改革をグループを挙げて推進
・スピークアップ制度（内部通報制度）や相談窓口を設置。通報制度の周知、窓口への相談しやすい環境を整備
スピークアップ制度
■LGBTQに関する理解促進
・社員を対象にLGBTQに関する理解促進のセミナーを実施

人権デュー・ディリジェンスの中で人権リスク評価を行い、重点課題とした3つの項目について、定期的なモニタリングを行い、リスク低減の対策を実施してい
ます。
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人権尊重の主な取組み

サステナビリティを
考慮する事業活動

2020年9月に「サステナビリティを考慮した事業活動」グループポリシーを策定し、ESG要素を考慮した事業活動を行ってい
る。保険引受及び投融資において、人権尊重も考慮している。2022年7月に、広範囲の人々の無差別殺傷につながるクラスタ
ー弾製造企業に加え、生物・化学兵器や無差別殺傷につながる対人地雷といった非人道的兵器製造企業に係る保険引受及び投
融資は行わないことを定め、グローバルにそのガイドラインに沿った保険引受と投融資を行っている。また、先住民族・地域
住民の人権侵害をおよぼす可能性がある事業については、取引先の地域社会への配慮状況等を踏まえ慎重に取引の可否を判断
します。年1回引受状況を確認し、方針に沿った内容であるかを確認し、必要に応じて引受停止を行うなど、改善・是正を行っ
ている

人権啓発体制

MS&ADホールディングスのサステナビリティ推進部が中心となり、海外コンプライアンスを担当する部門や、事業会社の人権
啓発を担当する部門と連携し、国内外での人権尊重の取組みを推進。事業会社は、人権啓発担当役員以上を長とする組織を中
心に、人権と企業の社会的責任について更に認識を深め、社内での人権文化の醸成と定着を図り、社員の人権尊重の意識を向
上
＜主な取組み＞
・全社員職場研修の企画・立案から運営・実施管理
・人権啓発体制に関わる社員への役割等の意識付け
ESGデータ・資料（人権）

「MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報管理基本方針」に基づき、グループ各社において情報管理に関する社内規
定の策定、セキュリティ対策の導入、社員・代理店教育などを実施。管理態勢について検証するため、保険代理店、外部委託
先及び社員に対して定期的な点検・監査を実施。発見された問題点について、速やかに是正策を実施
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個人情報保護
＜2022年度点検・監査実績＞
・当社及びグループ国内保険会社における社内点検
・代理店・外部委託先（約30,000社）に対する点検・監査を実施、333社に対してセキュリティ等に関する強化を指導

情報セキュリティ
外部委託管理基本方針

サプライチェーンでの対応
（外国人技能実習生）

昨今では、外国人技能実習生・留学生の低賃金・劣悪な労働環境など、さまざまな問題が国内で生じていることから、当社グ
ループ内の関連する担当部門にヒアリングを実施。顕在化した問題事例は確認されませんでしたが、引き続き本件についてフ
ォローを行っていく予定。また、定期的に第三者による労働環境・条件の監査をおこなっており、適切な労働環境を維持して
いる
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相談窓口

お客さまからの相談窓口
お客さまからいただく「相談」「要望」「苦情」などのさまざまな声を広く受け止め、品質向上に活かすことを定めている
お客さまの声をお聴きする仕組み

社員等からの通報・相談制度
（スピークアップ制度）

法令違反・社内規定違反・不適切な行為があった場合に、その事実を会社として速やかに認識し、必要な対策を講じることに
より、違法行為等の放置・拡大を防止するために、社員等が直接通報・相談することができる社内外の相談窓口（スピークア
ップデスク）を設け、当社グループの倫理・法令遵守を推進

＜主な通報・相談対象＞
・コンプライアンスに関する事項
・セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、その他のハラスメントによる社員の精神・肉体・健康などに関する事項
・労働時間、時間外労働等の職場環境に関する事項

社外の法律事務所にも受付窓口を設け、通報・相談者が利用しやすいよう配慮。加えて、通報・相談者の秘密保持や情報の取
扱いに十分に注意し、通報・相談者が不利益な取扱いを受けることのないよう、通報・相談者の保護の取組みも実施

スピークアップ制度　実績

ハラスメント相談窓口

専用の相談窓口を設け、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティーハラスメントなどについて、被害を
受けた社員が安心して相談できるように対応。迅速な調査による事実確認に基づき、必要と認められた場合には社内規定に則
り、適正に是正や処分等を実施。予防についても、全社員職場研修や階層別研修、eラーニングによる研修等でハラスメント防
止への取組みを実施

人権課題に関する救済窓口

主に当社グループの外部委託先を対象に、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に依拠した専門機関のプラットフォーム
を活用した救済窓口を設置
救済窓口を通じて、バリューチェーンにおける人権侵害情報の迅速な把握と是正活動の更なる強化、課題解決処理の透明性向
上に取り組んでいる

一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構（JaCER）

健全な労使関係の促進

万が一の人権侵害に関する声を受け止め、適切な救済対応につながる体制を整えています。

会社と各労働組合が、お互いにその立場を尊重し、ともに協約を誠実に遵守して、会社の民主的で健全な発展と社員の労働条件の維持改善及びその地位の向上
を図るために努力することを約束しています。
この協約に基づき、賃金や人事制度と運用等について、交渉・協議を行っています。

ESGデータ・資料（労働組合加入率）
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人財戦略

社員のエンゲージメント向上

グループの最大の財産は人財であり、グループ社員一人ひとりの能力・スキル・意欲が最大限発揮できるよう、基本戦略の実現に必要なスキルを明確化して、社員
の自律的な成長機会を拡充します。中期経営計画では、戦略実行を担う人財の育成・確保とともに、いきいきと活躍できる環境の整備を掲げています。社員がやり
がいを感じ、主体的・意欲的に働くことができる環境を整備し、変革と新たな価値の創造にチャレンジする風土を醸成します。また、意思決定層の多様化推進とと
もに、多様な人財の知識・経験・価値観を引き出し、組織の意思決定に活かすインクルーシブな組織運営の浸透を進めます。

中期経営計画（2022-2025）では、「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」を実現するため、「Value（価値の創造）」「Transformation

（事業の変革）」「Synergy（グループシナジーの発揮）」を基本戦略に掲げました。この戦略を実現するのは、グループ社員の一人ひとりであり、戦略実行に必
要な、人財や組織の「めざすべき姿（To be）」と「現在の姿（As is）」とのギャップを把握し、ギャップ解消のロードマップとなる「人財戦略」を実行します。

基本戦略と連動する人財戦略

目標と取組実績（KPI）
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最適な人財ポートフォリオの構築

リスキリングやリカレント等、自律的な学習メニューへの投資拡充による人財育成とともに、外部人財の採用を含めた専門人財の確保・活躍促進等により、最適な
人財ポートフォリオを構築します。

リスキリング・リカレント

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社員のエンゲージメント向上

＜専門人財育成の取組例＞

デジタル人財の育成

大学等の教育機関との連携を通じた当社グループ独自のデジタル人財育成プログラムを実施
＜研修・制度の例＞
・MS&ADデジタルアカデミー
・MS&ADデジタルカレッジfrom京都
・システム×デザイン思考研修
・滋賀大学大学院派遣（AD）

デジタル技術によるプロセス・サービス等の効率化・利便性向上にとどまらず、当社グループのビジネス
全体の変革をめざす取組み

アクチュアリー資格取得の支援
商品開発、リスク管理等に確率・統計等の手法を駆使する数理のプロフェッショナルである人財育成とし
て、日本アクチュアリー会が実施する資格試験への挑戦を奨励・支援
ESGデータ・資料（アクチュアリー人数）

イノベーション創出に向けて企業のリカレント教
育を支援

京都先端科学大学とMS&ADインシュアランス グループ ホールディングスが共同で開発したデジタルや
EV（電気自動車）分野のリカレント教育プログラム「MS&ADデジタルカレッジ from 京都」を、2023

年4月から企業・団体・地方自治体向けに紹介・販売

大学と提携したリカレント教育プログラムの販売を開始（MS） PDF

社員の能力・スキル・意欲の最大限発揮

魅力ある職場環境の整備

自律的なキャリア形成機会の提供

専門人財の確保・活躍

自らが希望するポスト・部門に異動し、活躍のステージを広げるための公募制度（ポストチャレンジ）の活用を拡大し、グループ会社間での人事異動、人財育成、
キャリア形成取組を活性化します。また、自身を即戦力として、これまで培ってきた能力・スキル等を自ら指定する部署にアピールできる制度(フリーエージェン
ト）の活用や、社員が既存組織の枠を超えて会社施策に参画する仕組みなど、自律的なキャリア形成機会の提供を拡充しています。
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新たなチャレンジを後押しするマネジメント

多様で柔軟な働き方の推進

チャレンジを奨励し、社員の意欲を引き出し活かす意識改革・風土醸成につながるマネジメントを展開します。マネジメント層向けの研修や、上司部下面談の運営
等を通じて、失敗をおそれずチャレンジすることの重要性を浸透・定着させ、実践していきます。

在宅勤務と出社を効率的に組み合わせ、リモートワークを活用した業務運営を進めています。また、ジョブ型雇用の導入や、副業・兼業の緩和により、スキル向
上・活用の機会を拡大します。キャリアビジョンやライフイベント等に応じた転居転勤の可否選択を柔軟に認めていきます。

完全ロケーションフリーなコールセンターシステムの導入（AD） PDF
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＜研修・教育の取組例＞

MS&ADオープンカレッジ 課題解決力等のビジネススキルを習得する集合研修

トレーニー制度

社員の希望により、他部門や他の会社の業務を短期間体験する社内制度
グループ一体感の更なる醸成、コミュニケーション強化を推進

ESGデータ・資料（トレーニー制度参加人数）

ポストチャレンジ制度
自らのキャリア形成を考える社員がその内容や希望を会社に伝え、その実現に向け、チャレンジすること
ができる公募制度
社員の自律的キャリア形成を実現する取組み

社内フリーエージェント制度

自らキャリアビジョンを描き、その実現に向け、自身を即戦力として、これまで培ってきた能力・スキル
等を自ら指定する複数の部署にアピールする制度

企業内大学制度
「ADユニバーシティ」

カテゴリーごとのスキルの見える化を実現し、業務や役割に留まらず、自らの成長に向け強化すべき能
力・スキルの習得にむけた自律的・主体的な学びを後押しする制度

＜社会・地域課題の解決に向けた人財育成＞

CO2排出量の算定手法に関する資格を必須取得

約1万人の社員を対象に、CO2排出量の算定手法に関する「炭素会計アドバイザー資格制度」の3級資格取
得を必須化し、社会・地域課題の解決に向けた人財育成を強化

約1万人の社員を対象に、CO2排出量の算定手法に関する資格を必須取得に（AD） PDF
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＜ライフステージに応じた制度と支援施策の例＞

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン

男性社員の育児休業1ヵ月取得推進の取組みについて（MS） PDF

ホ ーム  /  サステナビリティ  /  価値創造ストーリー実現に向けた取組み  / 社員のエンゲージメント向上

＜意見やアイデアを積極的に引き出し活かすマネジメントノウハウの展開例＞

e-ビジネスゼミ

グループ会社役員が実施する少人数制のオンラインゼミナール

多様な人財の知識・経験・価値観をもとにした意見やアイデアを引き出し、そこに至るプロセスや手法を
体系化
「インクルーシブ・リーダーシップ」として、グループ各社のマネージャー層向け研修に展開し職場で実
践

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン

多様な社員が一人ひとりの能力を真に発揮できる環境を整備し、新たなイノベーションの創出と企業価値の向上を実現するため、「Diversity & Inclusion(D&I)」
に「Equity(公平性)」の視点を取り入れ、「DE&I」として推進しています。
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意思決定層の多様化

「ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）レポート」を発行

当社グループとしての「DE&Iレポート」を発行し、オフィシャルWebサイトに公開しています。本レポートでは、当社グループとしてのDE&Iの方向性とグループ
各社がめざす共通の取組みを提示し、グループ各社におけるDE&Iの具体的な施策を紹介しています。

＜ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）レポートコンテンツ＞

DE&Iレポート2023

　　DE&Iの実現に向けて
・CEOメッセージ
・私たちの決意
・新たな挑戦と未来に向けた歩み
・未来を生み出すためのアクション

　　現在の取組み
・女性活躍
・多様で柔軟な働き方
・ワークライフバランス
・多様性が活きるインクルーシブな組織づくり

　　未来への約束
・役員メッセージ

目標と取組実績「女性管理職比率」「男性育児休業取得率」

ESGデータ・資料「役員における女性の割合と人数」「管理職における女性の割合と人数」
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女性の登用について、役員や管理職への登用のためのパイプライン整備の取組みを強化しています。また、2030年度末までのKPIとして、女性管理職比率を30%

に設定するとともに、組織の長となる「女性ライン長」の比率をその半数に定め、意思決定者の多様性を促進しています。

女性活躍推進の目標

女性副支店長・副部長ポストの新設について（MS）

「副部支店長」「副ライン長」ポストを新設（AD）
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アスリート支援を通じた共生社会の実現の取組み

社外からの評価

健康経営の推進

スポーツ界の第一線で活躍するアスリートの育成・支援及び、パラスポーツの団体への協賛や全国各地で行われる大会の応援等、パラスポーツ支援の取組みを通
じ、多様な人財が活躍できる共生社会の実現に取り組んでいます。その一環として仕事と競技を両立できる環境を整備すべく、障がい者を含むアスリートの採用を
行っており、オリンピック、パラリンピック、デフリンピック、世界選手権などの国際大会に出場するアスリート社員が多数在籍しています。

グループ各社のスポーツ支援

LGBTQに関する「PRIDE 指標 2022」で「ゴールド」評価を3社同時受賞（MS,AD,MSA）

「東京都スポーツ推進企業」に6年連続で認定されました（MS）

スポーツ庁「スポーツエールカンパニー」に6年連続で認定されました（MS）

スポーツ庁「スポーツエールカンパニー」に3年連続で認定されました（MSP生命）

スポーツ庁「スポーツエールカンパニー」に通算5度目の認定をされました（AD）

上記以外は、 「ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）推進レポート」をご参照ください

働く社員が健康であることは、社員自身のQOL（Quality of Life：生活の質）の向上のみならず、当社グループの経営理念の実現にとって欠かせない要素です。
当社グループは、さまざまな価値観を持つ多様な人財が働ける場を提供し、働きやすさ・やりがいを感じながら生産性を高めていくとともに、社員一人ひとりの心
身の健康を保持・増進するため、健康や安全に配慮した職場環境づくりに取り組んでいます。また、各職場と健康管理センター（産業保健スタッフ）、健康保険組

ホ ーム  /  サステナビリティ  /  価値創造ストーリー実現に向けた取組み  / 社員のエンゲージメント向上

合、労働組合等が協力・連携し、健康経営推進に取り組む体制を構築しています。
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多様で柔軟な働き方の推進

働く場所・時間の多様化

固定化していた働く場を多様化し、社員一人ひとりの多様な働き方を推進
＜取組例＞
・リモートワークの推進（シンクライアントパソコンの配備、業務用携帯電話・スマートフォンの配備、
Web会議システムの活用）
・在宅勤務制度、サテライトスペースの活用
・時差出勤制度、シフト勤務制度、短時間勤務制度

役割変革の取組み
社員一人ひとりが一段上の業務を遂行し、更に生産性を高め競争力を強化するよう、社員の意識・行動の
変革を推進

長時間労働の防止

長時間労働を防止することで、社員一人ひとりの健康を守り、仕事と生活の両立実現を支援
＜取組例＞
・原則19時前退社
・週2回17時台退社の推進（MS）
・パソコン操作時間が一定時間を越えた社員に対して、産業医による面接指導を実施

有給休暇取得推進

定例休暇の事前計画を立て、定期的な取得実績を確認することにより取得を促進

目標と取組実績「年次有給休暇取得日数」
ESGデータ・資料（有給休暇取得率・取得日数）

社員の健康保持・増進

健康や生活習慣の改善を意識した行動（=セルフケア）に取り組めるよう、そのきっかけとなるキャンペ

在宅勤務を日常的な勤務形態として、在宅勤務と出社を効率的に組み合わせた業務運営や、リモートワーク等の場所を選ばない業務運営を進めています。また、副
業・兼業の緩和により、スキル向上・活用機会を拡大します。男性育児休業については、取得率100%・取得日数4週間をめざして取り組んでいます。

社員一人ひとりの心身の健康保持・増進と、より良い職場環境づくりに取り組んでいます。
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健康増進のサポート

ーンの展開や各種サポートを実施
＜取組例＞
・自社アプリ「ココカラダイアリー」の活用推進による日常の生活習慣見直し
・健康増進キャンペーン実施等の企画、禁煙支援（遠隔治療費用補助）などの提供
・スニーカー通勤奨励、階段昇降（2UP3DOWN運動、階段の消費カロリーステッカー表示、ウォーキン
グイベント開催）など
・健康経営推進の取組に関するデータを公開し、社員自身の健康に関する意識を向上

取組に関するデータ（MS）

健康リテラシーの向上

健康増進に必要な生活習慣やメンタルヘルス等の知識・スキル習得に向けた環境を整備
＜取組例＞
eラーニング、トップアスリートによる運動推進動画、心身の健康・食生活・運動・睡眠・喫煙など生活
習慣に関する情報提供、巡回健康相談や階層別研修等での健康教育の提供を実施
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メンタルヘルス・ケア

健康管理センターや社員相談室を設置し、社員のメンタルヘルスをケアする他、セルフケア・ラインケア
の教育・支援も実施
また、ストレスチェックをグループ統一で実施し、メンタル不調の未然防止の仕組みを強化するととも
に、集団分析の結果を、より良い職場環境づくりに活用
＜取組例＞
予防活動：研修・eラーニング・ストレスチェック・職場巡回健康相談
疾病者への支援：療養中の相談
復帰支援：回復期の復帰準備等

治療・療養との両立支援制度

病気、ケガの治療・療養と仕事の両立を支える制度を整備※
【休暇制度】
・毎年、有給休暇（最長32日間）を付与。残余日数は20日を限度として繰り越し、治療・療養のために
連続して休暇取得が可能
・繰り越した休暇の残余日数は、累計65日を限度として積み立て、私傷病の治療・療養等のために連続し
て休暇取得が可能
【支援制度】
傷病等による制約がある場合、在宅勤務や時短勤務、私有車通勤等が可能

（※）事業会社・社員区分等により、取得・積立できる休暇や日数、支援制度は異なる

安全に配慮した職場づくり（労働安全衛生法遵守）

グループ統一健康診断制度

全国各地の従業員が均質な健康診断・結果判定を受けられるよう、MS&ADホールディングスが主体とな
ってグループ統一の健康診断制度を運営
健康診断結果に基づき、有所見者には、産業医や産業看護職による保健指導や受診勧奨等の重症化予防、
フォローアップを実施

ESGデータ・資料（健康診断受診率）

社員の業務効率アップと心身の健康の確保につなげるため、照明、換気、温度湿度、騒音や人間工学に配

グループ国内保険会社では、労働安全衛生法に基づく衛生委員会を設置し、月1回健康障害の防止や健康の保持増進に関する事項を調査・審議するなど、安全に配慮
した職場づくりに取り組んでいます。
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職場環境整備 慮した快適な職場環境を整備

労働災害発生の防止

職場巡視・リスクアセスメントを実施し、転倒等事故防止に向けた必要な職場環境整備を実施
また、社有車を使用するグループ保険会社では、事故発生状況を管理し、社有車の安全運転管理規則に則
り、安全運転のための取組みを実施

ESGデータ・資料（労災申請件数）
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社員とのコミュニケーション

社員意識調査
『社員満足度』

当社グループ社員の意識調査を毎年定点観測し、会社制度・施策及び環境整備の検討に活用 
2019年度からは海外拠点に所属する社員にも同様に実施

目標と取組実績「社員意識調査」

社員の声を業務改善に活かす
仕組み

社員が改善提案等を投稿できる掲示板を社内システム上に設置。投稿内容は本社各部が検討し、検討結果
をフィードバックする仕組みを運営

役員との対話 社員の声を経営に活かすため、社員と経営トップ層との意見交換の場を定期的に設定

社外からの評価

社員一人ひとりが会社のめざす方向を理解し、その達成に向け意欲・能力を最大限に発揮できる環境をつくっていくことが重要と考え、そのためにさまざまな社員
とのコミュニケーション機会を設けています。また、社員から寄せられた声は、経営改善や商品・サービスの品質向上に活かしています。

健康経営優良法人（大規模法人部門　ホワイト500）に認定（HD,MS,AD,MSA生命）

健康経営優良法人（大規模法人部門）に認定（MD,MSP生命,システムズ）
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高い品質で社会の信頼に応える

ステークホルダーとのコミュニケーションを活かした品質向上

社会の信頼に応える品質

MS&ADインシュアランスグループは、社会から必要とされる企業グループであり続けるため、お客さまをはじめステークホルダーの期待やニーズに耳を傾
け、商品・サービスの品質向上に活かしていくことが重要と考えています。
ステークホルダーの声を聴くさまざまな仕組みを備え、経営レベルでの議論のもと、わかりやすい商品説明や先進技術を用いた利便性の高い手続の提供、高齢
者・障がい者など、多様なお客さまニーズにお応えする取組み、社員のスキルアップなど、品質向上と業務の改善に取り組み続け、皆さまからの信頼に応えて
いきます。

当社グループでは、「MS&ADインシュアランス グループ お客さまの声対応基本方針」を定め、お客さまをはじめとするステークホルダーの声をお聴きする仕
組みや機会を設け、商品・サービスの品質向上や、コンプライアンス、人権尊重、環境への取組みなどに活かしています。

ステークホルダー・コミュニケーション
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お客さまの声をお聴きする仕組み

お客さまの声（苦情）のおもな要因別受付状況

保険の
契約・募集

契約の管理
保険金の
お支払い

お客さまの
情報管理

その他 合計

受付件数※ 8,411 7,575 25,432 576 2,710 44,704

お客さま第一の業務運営方針

MS&ADインシュアランスグループでは「MS&ADインシュアランスグループ お客さまの声対応基本方針」を策定し、お客さまからいただく「相談」「要望」
「苦情」などのさまざまな声を広く受け止め、品質向上に活かすことを定めています。グループ国内保険会社では、この基本方針に基づき、お客さまにご満足
いただける商品・サービスを提供するために、お客さまの声を業務改善に活かしています。

MS&ADインシュアランス グループ お客さまの声対応基本方針

これらの改善に向けた取組みの内容・結果等については、オフィシャルWebサイトで順次公表し、お客さまにも改善状況をご覧いただけるようにしています。

「お客さまの声」を幅広く承り、よりよい保険商品やサービス等のご提供に向け、全社を挙げて改善取組をすすめています。
お客さまの声を「お客さまから寄せられた全ての声（問合せ、相談、要望、苦情、紛争、おほめ、感謝など）」としており、そのうち、お客さまの声（苦情）
とは「お客さまからの不満足の表明」と定義しています。

※三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保の合算値（2022年度受付件数）

お客さまの声受付状況（三井住友海上）

お客さまの声受付状況（あいおいニッセイ同和損保）

グループ国内保険会社5社では、金融庁が策定した「顧客本位の業務運営に関する原則」に照らし、「お客さま第一の業務運営に関する方針」を策定し、公表し
ています。なお、本方針は、消費者庁等で構成する消費者志向経営推進組織が呼びかける「消費者志向自主宣言」の枠組みに沿っています。
方針は、各社のオフィシャルWebサイトをご覧ください。

＜お客さま第一の業務運営方針＞

三井住友海上

あいおいニッセイ同和損保

三井ダイレクト損保

三井住友海上あいおい生命

三井住友海上プライマリー生命
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お客さま第一の業務運営に関する具体的取組

ホーム / サステナビリティ / 価値創造ストーリー実現に向けた取組み / 社会の信頼に応える品質

＜取組例＞

契約におけるお客さまの
利便性を高める取組み

保険やサービスに関する情報をさまざまなお客さまへ届ける仕組みや、より便利でわかりやすい手続方
法等を開発・提供
・お客さま向け商品解説動画を拡充（MS,AD）
・Web申込みで完結する契約手続（MS,AD,MD,MSA生命）
・タブレット等を活用したペーパーレス契約手続（MS,AD,MSA生命）
・お客さまの多様なニーズに対応した払込手段によりキャッシュレスを実現（MS,AD） PDF

・Webで完結する口座変更手続（MSA生命）
・インターネットでの給付金請求手続（MSA生命）

自然災害における迅速・
丁寧なお客さま対応

地震、台風、洪水、豪雪といった災害の種類や、災害の規模に応じ、事故受付センターと災害対策室の
要員・運営体制を構築、迅速に保険金をお支払いすることにより、お客さまの一日も早い生活再建を支
援
災害対応において、チャットボットを活用した水災デジタル調査の推進や、調査訪問日時のスマホ予約
システムの開発により､お客さまニーズの充足、調査の効率化、迅速化を実現

大規模自然災害時における訪問日時予約システムを導入（MS,AD） PDF

保険金お支払いの審査

保険金支払に該当しないと判断した事案のうち一定の条件に該当するものは、社外の弁護士等の有識者
で構成される審査会で審査
三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、審査件数や審査事例をWebサイトで開示
支払審査会について(MS)

不服審査お申し出制度ご利用状況、および保険金支払審査会審査状況(AD)

当社グループでは、「社会の信頼に応える品質」に向け、「お客さま第一」に高い価値観を置いた業務運営の徹底に取り組んでいます。グループ国内保険会社5

社では、「お客さま第一の業務運営に関する方針」に基づく取組みを実践し、定期的に取組状況と取組みを客観的に評価する指標（KPI）を公表しています。
具体的な取組状況は、各社のオフィシャルWebサイトをご覧ください。

＜お客さま第一の業務運営に関する取組状況～2022年度概況～＞

三井住友海上

あいおいニッセイ同和損保

三井ダイレクト損保

三井住友海上あいおい生命 PDF

三井住友海上プライマリー生命 PDF
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「お客さまの声」を活かした
業務改善の取組み

「MS&ADインシュアランス グループ お客さまの声対応方針」に基づき、お客さまの声（相談、要
望、苦情など）を集約・一元管理して分析し、業務改善につなげる取組みを積極的に実施
改善に向けた取組みの内容・結果は、Webサイトで順次公開
お客さまの声を踏まえたサービス改善を継続的に実施

お客さまの声対応基本方針

「お客さまアンケート」に基づく
お客さま満足度をKPI※に定める

（※）取組みを定量的に評価するための指標

グループ国内保険会社5社の「お客さま第一の業務運営」に関する取組みの定着度を測る指標のうち、
「お客さまアンケート」（ご契約時・保険金支払時）におけるお客さま満足度をグループのサステナビ
リティに関わる指標（社会の信頼に応える品質）の一つとして設定

ESGデータ・資料集「ご契約時のアンケートにおけるお客さま満足度」「保険金支払時のアンケートに
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おけるお客さま満足度」

「お客さま第一」の価値観の
社員・代理店への浸透

「お客さま第一」の価値観が企業文化として定着するよう、社員・代理店への教育等の機会を通じて意
識を浸透させ、風土を醸成
＜社員向け＞
職場ミーティングの実施、各部門におけるスキルアップを目的とした研修・コンテストの開催
＜代理店向け＞
各種研修及びインターネットを使った学習機会の提供、「代理店品質認定制度」を通じた品質向上に対
する動機付け

先進技術を活用した品質向上

多様なお客さまニーズに高いレベルでお応えするために、先進的なICT等の技術を利活用した商品・サービスの開発とAI（人工知能）、ビッグデータ、音声認識
などの新技術を駆使した業務フローの変革に向け、さまざまな取組みを行っています。
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＜取組例＞

お客さまの利便性向上

募集から保険金お支払い等の保険手続に関するプロセスをEnd to Endでデジタル化
「MS1 Brain リモート」の提供（MS） PDF

より迅速に保険商品・サービスを提供するため、AIを活用した支援アプリ・サービスを開発・提供
【業界初】自動車保険使用時の保険料推移イメージが確認できる「パーソナライズド動画」サービスを
開始（AD） PDF

業界初、代理店・お客さまのご請求申出にAIによる「自動音声応答サービス」を導入（MSA生命）

PDF

お客さま対応の品質向上

入電分類システムを活用し、年間100万件におよぶお客さまの声をカテゴリ別に自動で分類・仕分け
効率的・効果的に分析を行い、全社品質向上に向けた取組みを推進

【業界初】全社品質向上に向けた入電分類システムの活用開始について（AD） PDF

事故対応の高度化

AI技術やテレマティクス技術の活用により、事故状況を自動かつ正確に文章や図で説明する仕組み
これによりお客さまのご負担を軽減し、事故対応をスムーズに実施

ドラレコ型ＡＩ事故状況説明システム「Ａｉ’ｓ（アイズ）」に新機能を追加（MS） PDF

テレマティクス損害サービスシステムに新たな機能を実装（AD） PDF

AIで人工衛星画像を解析し、激甚災害相当の台風発生時に各地域の建物平均被害額を被災後最短3日で
可視化する取組みを開始
事故受付から損害調査開始までの平均日数を7日短縮、養生・修理着工の早期化、提携する自治体との
連携により罹災証明書手続迅速化を支援

【世界初】AIで人工衛星画像を解析し、台風発生時に各地域の建物平均損害額を被災後最短3日で可視
化（AD） PDF

火災保険事故データと（株）JX通信社が収集・分析するSNSビックデータを活用し、洪水発生時にお
ける浸水範囲の予測アルゴリズムを開発
浸水範囲の予測を高度化する手法を組み合わせ、被災地域や被害に遭われた可能性があるお客さまの早
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期特定に向けた実証実験を開始

火災保険事故データとSNSビックデータを活用した洪水による浸水被害範囲推定の実証実験を開始
PDF

お客さまから事故のご連絡時に業務自動化システムが「契約内容」や「事故の特性」といったさまざま
な特性を瞬時に判断し、適切な保険金支払拠点と担当者を選定

シームレスに事案を連携する「NEVA」を本格導入（AD） PDF
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保険金支払業務の高度化

フランスのスタートアップ企業であるシフトテクノロジー社が提供する、保険金不正請求検知ソリュー
ションを導入、不正請求以外の事故の迅速かつ適切な保険金支払を実現

不正請求検知ソリューションの運用拡大（MS,AD） PDF

情報セキュリティ管理の強化

技術の進展に伴い、高まるサイバーリスクに備え、安定的にサービスの提供が行えるよう、「MS&AD

インシュアランス グループ 情報セキュリティ管理基本方針」のもと、グループで一貫したシステムセ
キュリティ管理を実施
また、社内規程の整備や社員への教育等を通じて、強固な情報管理態勢の構築に向けた取組みを推進

情報セキュリティ

社外からの評価

第40回IT賞において「IT賞」「IT奨励賞」を受賞（MS、インターリスク） PDF

HDI格付けベンチマークの「問合せ窓口」「Webサポート」で最高評価の「三つ星」を獲得（MS） PDF

HDI格付けベンチマーク「問合せ窓口」「Webサポート」で最高評価の「三つ星」を2年連続で取得（AD） PDF

HDI「五つ星認証」を5年連続取得、五つ星認証取得は通販損保社でわずか2社（MD）
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MS&ADインシュアランス グループ　お客さまの声対応基本方
針

1. 定義

2. 行動指針

MS&ADインシュアランス グループ　お客さまの声対応基本方針

MS&ADインシュアランス グループは、経営理念にもとづき、すべてのお客さまの声に対して迅速・適切・真摯な対応を行い、お客さま満足度の向上
に寄与するため、以下の行動指針に沿って取り組みを推進していきます。

（1）お客さまの定義
本方針におけるお客さまの定義は、「MS&ADインシュアランス グループのあらゆる活動に関わるお客さま」をいい、個人・法人等を問いません。

（2）お客さまの声の定義
本方針におけるお客さまの声の定義は、「お客さまから寄せられたすべての声（問い合わせ、相談、要望、苦情、紛争、おほめ、感謝等）」としま
す。このうち、苦情の定義は、「お客さまからの不満足の表明」とします。

（1）基本姿勢
①全役職員は、お客さまから寄せられたすべてのお客さまの声に対して、迅速・適切・真摯な対応を行います。
②全役職員は、お客さまの声は「お客さまの信頼を確保し、事業の成長を実現し、さらなる品質向上を実現するために重要な情報である」と認識しま
す。
③全役職員は、お客さまの声に関する情報を収集分析し、苦情の低減に努めると同時に、品質の向上・お客さま満足度の向上に向けた諸施策に活かし
ます。

（2）お客さまの声対応管理態勢
①グループ国内保険会社は、「MS&ADインシュアランス グループ　経営理念」および「MS&ADインシュアランス グループ　お客さまの声対応基本
方針」に則り、各社の業務実態を踏まえた、お客さまの声に関する対応方針を定めます。
②グループ国内保険会社は、お客さまの声の対応に関する取り組みおよび個別具体的な対応については、規程およびマニュアル等に規定します。
③その他のグループ会社は、必要に応じて、お客さまの声の対応に関する態勢を構築し、適切に運営します。
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コーポレートガバナンス

役員の業績連動型報酬制度の補足

ESGインフォメーション

MS&ADインシュアランス グループのサステナビリティ取組に関する補足資料を掲載しています。

■報告対象期間：
2022年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

制度概要は「コーポレートガバナンス」を参照。
１．CEOの短期インセンティブの株式割合

CEOの業績連動報酬は会社業績と連動し、財務指標※1と非財務指標※2をもとに決定し、その比率は50:50を標準としています。業績連動報酬は株式報酬に
ついて役位別基準額をもとに、以下のとおり算定します。
役位別基準額×会社業績係数（財務指標×20%＋非財務指標×80%）
取締役社長の報酬の標準割合は下図のとおりです。

株式報酬の25%のうち、財務指標（単年度業績を反映する指標）の比率は25%×20%＝5%、
非財務指標（中長期の業績寄与を反映するための指標）の比率は25%×80%＝20%です。

※1：財務指標は単年度の業績を役員報酬に反映するための指標です。
※2：非財務指標は中長期の業績に寄与する取組みを役員報酬に反映するための指標です。

２．CEOの変動報酬決定の際の業績評価対象期間
業績連動報酬は会社業績と連動し、財務指標と非財務指標をもとに決定していますが、財務指標と非財務指標はグループ中期経営計画(2022年-2025年)を
踏まえて選定しています。中期経営計画の期間は4年間です。

３．クローバックの規定
クローバックについてはこちら

ホーム / サステナビリティ / ESGインフォメーション
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柄澤 康喜 取締役 55 53,460 220

4.14

金杉 恭三 取締役 58 60,611 249

原 典之 取締役社長 66 54,537 224 3.39

リスク管理

重要リスクの影響と緩和措置

影響

・当社グループの中期経営計画では、①CSV×DXをグローバルに展開することで、全てのステークホルダーに価値を提供し、企業価値を向上する②新たなビジネスの創造
等、事業の構造を変革し、事業環境の変化に適応する、といった基本戦略を掲げています
・これらの戦略を遂行するグループの最大の財産は人財であり、戦略の具体的な実行は社員一人ひとりが担うものです。特に、CSV×DXのグローバルな展開や、事業・リス
クポートフォリオの変革などを担う「デジタル人財」「海外人財」は戦略の要を担うと認識しています
また、「新たなビジネスの創造等、事業の構造を変革し、事業環境の変化に適応する」などの実現にあたっては、多様な人財の意見やアイデアを引き出し、活かすことが重
要となります
・こうした人財の確保や育成が計画的に行えなかったり、社員の能力・スキル・意欲の発揮が十分にできなかったりすれば、戦略の実現や中期経営計画で掲げている目標の
達成が危ぶまれる事態となります

緩和措置

CSV×DX戦略をリードするデジタル人財の育成に向け、全ての社員がベーシックなデジタルスキルを身につけることに加えて、大学等との連携育成プログラムなども活用
し、ビジネスサイド、データ分析サイドの両面からデジタル人財の育成を進めています
・海外事業に必要な「経営人財」や「専門人財（経理・財務、IT、リスク管理等）」については、指名型研修や海外派遣研修制度、グローバルトレーニー制度などの取組み
を実施しており、多面的・計画的に人財を育成しています
・「デジタル人財」「海外人財」については、KPIを設定し、人財育成の進捗を確認しながら、重点的に育成に注力しています
・社員のエンゲージメントを向上させるためには、自律的なキャリア形成機会、柔軟で効率的・効果的な働き方、チャレンジを後押しする企業文化といった職場環境の整備
が重要であり、自律的なキャリア形成機会の提供や多様で柔軟な働き方を推進しています
併せてダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の推進に向けて、意思決定層への女性登用・若手登用、意見やアイデアを積極的に引き出し活かすマネジメ
ントノウハウの展開などに取り組んでいます

※2023年3月31日終値ベース

■人財を取り巻く環境の変化
当社グループは、以下の点から人財を取り巻く環境の変化を重要なリスクの一つとして認識しています。
・人財市場・労働需給等の外的な変化やDX推進等の戦略実行に必要なスキル・専門性の変化等による、
経営戦略と人財ポートフォリオのギャップ及びその解消に向けた人財の確保・育成の不足
・自律的なキャリア形成機会・柔軟で多様な働き方・多様性の尊重等に対する社員の意識の変化を的確に
捉えた環境整備の不足による社員のエンゲージメントの低下や人財の流出

その他の重要リスクについては、「ERMとリスク管理」を参照。

役員による株式保有

氏名 区分
固定報酬
(百万円)

所有する当社株式※
所有株式時価相当額

÷固定報酬
株式数（株） 時価相当(百万円)※

2022年度の連結報酬等の総額が1億円以上である者の連結固定報酬に対する株式時価換算額の比率

ホーム / サステナビリティ / ESGインフォメーション
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影響

・当社グループは、さまざまな業種にわたる企業のお客さまに多くの保険を提供し、投融資を行っています。例えば、生物多様性が非常に高いと言われるインドネシアの熱
帯林地域における天然ゴムに関わる産業への保険引受や投融資があります。天然ゴムの生産は自然への依存が高く、依存している自然の劣化（病害虫の発生や水不足など）
によっては、サプライチェーンが途絶する等、関連産業の企業業績に大きく影響します
・また、熱帯林地域の森林破壊を食い止めるため国や自治体が厳格な法律や条例を施行した場合や、著しい森林破壊で地域に甚大な損害を与える人為的な行為によってレピ
ュテーションが大きくき損した場合も、関連産業の企業業績に大きく影響します。こうした企業が投資先だった場合、企業の収益や成長性が低下することで、当社には投資

エマージングリスクの影響と緩和措置
■自然資本のき損
自然資本のき損は、中長期的に当社グループ経営に影響を与える可能性があるエマージングリスクと認識しています。
・水や天然資源などの枯渇
・環境に甚大な損害を与える人為的な汚染や事故
・生態系の劣化・危機
等によって、当社の保険引受や投融資に影響が及ぶ可能性があります。

ホーム / サステナビリティ / ESGインフォメーション

リターンの低下といった財務的影響が及びます。また、保険引受先だった場合は、当該産業の低迷により保険料の減収につながるおそれがあります

緩和措置

・自然資本のき損がさまざまな業種の事業活動にマイナスの影響をおよぼし得ますが、こうしたリスクをどのように評価、分析するか、その方法論にはまだ多くの課題が残
ります　したがって、当社は、自然関連のリスクや機会を評価、管理し、情報開示する枠組みの構築をめざすTNFDタスクフォースメンバーに社員を輩出し、自然資本のき
損に関するリスクの知見を高めています
・また、当社のリスクの軽減には、多くの企業に自然資本のき損リスクを認識してもらい、対応を進めてもらう必要があり、TNFD日本協議会を立ち上げ、自然関連のリス
クとその開示の普及啓発に取り組んでいます
・個別企業のリスクへの具体的な対応については、グループのシンクタンク部門であるMS&ADインターリスク総研が、生物多様性コンサルティングサービスの提供を行
い、支援をしています。
また、こうした企業の取組みの支援体制をより強固とするため、金融機関4社でアライアンスを立ち上げました。自然関連のリスクの軽減とネイチャーポジティブに向けた
取組みの支援を行っていくことで、金融機関が保有する自然関連のリスクの軽減と同時に金融機関の新しいビジネスチャンスの創出も図っています

気候変動の緩和と適応に貢献する

ガバナンスに関する変更

その他のエマージングリスクについては、「ERMとリスク管理」を参照。

当社グループは、取締役会、グループ経営会議、及びサステナビリティ委員会などの課題別委員会による気候関連のガバナンス体制を継続しています。
今年度から、CSuO(グループ チーフサステナビリティーオフィサー)が新たに任命され、サステナビリティ委員会の運営責任者となっています。
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イニシアティブや業界団体を通じた活動

TCFD　気候変動シナリオ分析

当社グループは、加盟しているイニシアティブや業界団体等がめざす脱炭素経路を確認しながら、2050 年ネットゼロの実現に向けた取組みを推進していま
す。
加盟状況や活動状況について、所管部ラインでの管理の後、重要な内容は、担当役員に報告されます。それら団体と当社のめざす脱炭素経路や取組方向性の間
に確認が必要な事項が発生した場合は、同団体との協議などを通じて対応していきます。

シナリオ分析の内容・結果はTCFDレポート（以下リンク）にて公開しています。

気候関連の財務情報開示

■分析抜粋

事業領域 内容 結果（例） 使用シナリオ

物理的 日本での台風や高潮による支
台風の例
2050年 RCP4.5

ホーム / サステナビリティ / ESGインフォメーション

リスク 保険引受 払保険金の変動見込み 勢力変動の影響　　　    約5%～約50％
発生頻度変動の影響  　約▲30％～約28％

RCP8.5

移行
リスク

投資
カーボンコストが当社投資先
企業の経営に与えるインパク
ト

株式の例
2030年
低位シナリオ／中位シナリオ／高位シナリオ

4.2%　／　8.9%　／　18.5%

Nationally determined

contributions (NDCs)や
OECD,IEAのシナリオを参照した
Trucost社の高位シナリオ、中位
シナリオ、低位シナリオ
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会社名 略称

国内主要連結子会社
（国内グループ）

MS＆ADインシュアランス グループ
（グループ）

対象
従業員ベース
によるカバー率

対象
従業員ベース
によるカバー率

三井住友海上 MS ○

75.2%

○

100%

あいおいニッセイ同和損保 AD ○ ○

三井ダイレクト損保 MD ○ ○

三井住友海上あいおい生命 MSA生命 ○ ○

三井住友海上プライマリー生命 MSP生命 ○ ○

MS＆ADホールディングス HD ○ ○

海外保険子会社 海外 ○

その他※ その他 ○

ESGデータ・資料

MS&ADインシュアランス グループのサステナビリティ取組に関する資料やデータを掲載しています。

■報告対象期間：
2022年度
（2022年4月1日から2023年3月31日まで。ただし海外拠点は2022年1月1日から12月31日まで）

■報告対象組織とデータカバー率：

（※）国内保険会社以外のグループ会社が営むデジタル・リスク関連サービス事業等

第三者保証について

MS&ADインシュアランス グループでは、報告数値の信頼性を確保するため、環境・社会データの一部について、2015年度よりKPMGあずさサステナビリ
ティ株式会社による第三者保証を受けています。
今年度対象となる指標には✓マークを付しています。

第三者保証報告書 PDF

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

データ算定方法 PDF

組織統治 消費者課題 環境 コミュニティへの参画 人権・労働慣行 保険引受・投融資
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ISO26000中核主題【組織統治】

コーポレートガバナンス

取締役関係（2023年6月26日現在）

取締役会の議長
会長

（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 11名※1

社外取締役の人数 5名※2

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 5名※3

取締役における女性の人数と割合 3名／27.3%

監査役関係（2023年6月26日現在）

監査役会の設置の有無 設置している

監査役の人数 4名

社外監査役の人数 2名

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 2名

監査役における女性の人数と割合 2名／50％

当社は、監査役会設置会社として、取締役会が適切に監督機能を発揮するとともに、独任制の監査役が適切に監査機能を発揮するものとし、双方の機能の強化、積
極的な情報開示等を通じ、ガバナンスの向上に取り組みます。

MS&ADインシュアランス グループ コーポレートガバナンスに関する基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 内部統制システムに関する基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 利益相反管理に関する基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 反社会的勢力に対する基本方針

（※1）取締役会メンバー　平均在任期間　4.6年
（※2）社外取締役　平均在任期間　3.0年
（※3）業界経験をもつ社外取締役人数　1名

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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取締役・監査役の指名・報酬について

取締役会等　開催状況

機能 2022年度開催状況

業務執行・監督の機能

取締役会 12回　開催※1

ガバナンス委員会 3回　開催

グループ経営会議 12回　開催　

課題別委員会

サステナビリティ委員会 4回　開催

品質向上・コンプライアンス委員会 5回　開催

デジタライゼーション推進委員会 3回　開催

グループシステム委員会 12回　開催

グループ海外事業委員会 3回　開催

ＥＲＭ管理委員会 8回　開催

グループ共通化委員会 8回　開催

監査・監督機能 監査役会 11回　開催※2

詳細はこちら

（※1）社外取締役　平均出席率　100％／全取締役　平均出席率　100％
（※2）社外監査役　平均出席率　95.5％

コーポレートガバナンスに関する詳細はこちら

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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議決権の状況

区分 株式数（株） 議決権の株（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式
267,900

－ 単元株式数100株

普通株式

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

完全議決権株式（その他） 534,120,400 5,341,204 同上

単元未満株式
普通株式

1,579,047
－ 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 535,967,347 － －

総株主の議決権 － 5,341,204 －

政治献金額※

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

一般財団法人国民政治協会
（自由民主党）

グループ連結 千円 21,000 21,000 21,000

（※）当社グループでは、社会の一員として応分の負担は必要であると考えており、法令上認められる範囲内
　で政治献金を行っています。
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コンプライアンス

MS&ADインシュアランス グループ コンプライアンス基本方針

MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報管理基本方針

MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報の共同利用に関する基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 外部委託管理基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 税務に関する基本方針

グループ内通報制度（スピークアップ制度）

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

受付実績 ※1 グループ連結 件 283 254 298 ※2

リスク管理

※1：相談を含む
※2：2022年度受付事案のうち、ハラスメントに関する受付（疑義を含む）は144件

グループ スピークアップ制度（内部通報制度）

MS&ADインシュアランス グループ リスク管理基本方針

情報開示

ISO26000中核主題【消費者課題】

MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針

MS&ADインシュアランス グループ お客さまの声対応基本方針
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お客さま第一の業務運営に関する取組状況

グループ国内保険会社5社において、「お客さま第一の業務運営に関する方針」に基づく取組状況を公表しています。

三井住友海上

あいおいニッセイ同和損保

三井ダイレクト損保

三井住友海上あいおい生命

三井住友海上プライマリー生命

指標
2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

ご契約時のアンケートにおけるお客さま満足度 97.3% 97.6% 98.0%

保険金支払時のアンケートにおけるお客さま満足度 96.7% 96.8% 95.7%

事業会社各社のお客さま満足度に関するアンケートの詳細は各社のWebサイトをご覧ください。

ISO26000中核主題　【環境】

MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針
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事業活動における温室効果ガス（GHG）排出量

2015年に採択された「パリ協定」に賛同し、気候変動・地球温暖化に対応するため「パリ行動誓約」に署名しています。2021年5月には、2050年度までに温室効
果ガス排出量を実質ゼロ（ネットゼロ）とする目標を設定しました。また、本目標の達成に向け、2030年度の中間目標（スコープ１，２、３の一部について50％
削減）と再生可能エネルギーの導入率の目標（2030年60％）も設定しました。2050年ネットゼロの達成に向けては、当社の温室効果ガス排出量削減に加え、サ
プライチェーンでの削減が重要となることから、お客さま・代理店などのステークホルダーとともに、取組みを進めていきます。

（カッコ内は前年度対比）
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

GHG総排出量
スコープ1・2・3

グループ連結 t-CO2
224,599

(▲12.7%)

199,630

(▲11.1%)

191,789

(▲3.9%)

GHG排出量
（スコープ1）

グループ国内
＋その他

t-CO2
15,883

(▲14.1%)

14,915

(▲6.1%)

14,102

(▲5.5%)
✓

グループ連結 t-CO2
19,686

(▲13.9%)

17,584

(▲10.7%)

16,804

(▲4.4%)
✓

GHG排出量
（スコープ2）

グループ国内
＋その他

t-CO2
54,824

(▲3.9%)

51,629

(▲5.8%)

45,263

(▲12.3%)
✓

グループ連結 t-CO2
57,569

(▲12.2%)

53,907

(▲6.4%)

47,956

(▲11.0%)
✓

GHG排出量
（スコープ1+2計）

グループ国内
＋その他

t-CO2
70,707

(▲6.4%)

66,544

(▲5.9%)

59,364

(▲10.8%)
✓

グループ連結 t-CO2
77,255

(▲12.7%)

71,491

(▲7.5%)

64,760

(▲9.4%)
✓

GHG排出量
（スコープ3）

グループ連結 t-CO2
147,344

(▲12.7%)

128,139

(▲13.0%)

127,029

(▲0.9%)
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

スコープ３

カテゴリ1：購入した製品・サービス
グループ国内
＋その他

t-CO2
47,523

(▲14.7%)

43,881

(▲7.7%)

41,509

(▲5.4%)
✓

カテゴリ2：資本財 グループ連結 t-CO2
61,824

（1.8%）
50,784

（▲17.9%）
48,107

（▲5.3%）
✓

カテゴリ3：Scope 1、2に含まれない燃料
及びエネルギー関連活動

グループ連結 t-CO2
16,003

（▲5.9%）
15,265

（▲4.6%）
14,544

（▲4.7%）
✓

カテゴリ5：事業活動において
生じる廃棄物

グループ連結 t-CO2
1,295

（▲36.3%）
1,172

（▲9.5%）
1,568

（33.8%）
✓

カテゴリ6：従業員の出張
グループ連結

t-CO2
4,163

（▲74.1%）
4,232

（1.7%）
9,115

（115.4%）
✓

カテゴリ7：従業員の通勤　※1
グループ国内
＋その他

t-CO2
9,956

（▲1.2%）
6,983

（▲29.9%）
6,712

（▲3.9%）
✓

カテゴリ13：下流における
リース資産

グループ連結
t-CO2

6,581

（▲7.1%）
5,821

（▲11.5%）
5,473

（▲6.0%）
✓

カテゴリ15：投融資 グループ国内 詳細は【保険引受・投融資】を参照ください　※2

スコープ３　カテゴリー別排出量
（カッコ内は前年度対比）

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

(※1)従業員の通勤にかかる活動量については、2020年度までは出社率を考慮せず、2021年度より出社率を
　考慮しています
(※2)【保険引受・投融資】の詳細はこちらをご参照ください
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

電気
グループ
連結

MWh
133,440

(▲4.6%)

131,255

(▲1.6%)

124,892

(▲4.8%)

熱供給
グループ
連結

GJ
67,767

(9.6%)

64,867

(▲4.3%)

61,824

(▲4.7%)

都市ガス
グループ
連結

千m3
1,936

(▲5.6%)

1,952

(0.8%)

1,955

(0.1%)

LPガス
グループ
連結

t
82

(▲38.9%)

47

(▲43.3%)

51

(10.5%)

A重油
グループ
連結

kℓ
40

(▲26.9%)

45

(12.8%)

40

(▲11.6%)

灯油
グループ
連結

kℓ
57

(11.3%)

30

(▲47.4%)

24

(▲21.4%)

軽油
グループ
連結

kℓ
0.6

(▲29.2%)

0.6

(2.7%)

0.6

(7.4%)

ガソリン
グループ
連結

kℓ
6,410

(▲15.6%)

5,574

(▲13.0%)

5,237

(▲6.0%)

総エネルギー
使用量　※1

グループ
連結

MWh
239,805

(▲7.1%)

228,273

(▲4.8%)

217,863

(▲4.6%)
✓

GJ
863,298

(▲7.1%)

821,784

(▲4.8%)

784,307

(▲4.6%)
✓

環境負荷データ

スコープ1・2　対象【グループ連結（海外含む）】

（カッコ内は前年度対比）

（※1）総エネルギー使用量のGJ・MWh換算は、温対法基準のエネルギー換算係数に基づいて算出
　ただし、電力のエネルギー換算は3.6GJ/MWhを使用

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

スコープ3　対象　(主なもの)
（カッコ内は前年度対比）

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

紙 グループ国内
＋その他

t 10,035

(▲23.1%)

9,090

(▲9.4%)

8,301

(▲8.7%)

森林認証紙利用割合　※ MS、AD、MD、MSP生命 %
28.5

(20.0%)

28.3

(▲0.6%)

34.4

(21.7%)

水の総使用量 グループ連結 千m3
766

(▲23.1%)

707

(▲7.7%)

683

(▲3.4%)
✓

廃棄物

総量

グループ連結

t
7,818

(▲21.4%)

7,286

(▲6.8%)

8,760

(20.2%)
✓

リサイク
ル総量

t
4,643

(▲2.9%)

4,226

(▲9.0%)

5,498

(30.1%)
✓

最終処分量 t
3,175

(▲37.4%)

3,060

(▲3.6%)

3,262

(6.6%)
✓

焼却量 t
3,034

(▲38.1%)

2,988

(▲1.5%)

3,173

(6.2%)

埋め立て量 t
140

(▲46.6%)

72

(▲48.7%)

89

(23.6%)

ビジネストラベル グループ連結 千人km
44,498

(▲78.6%)

43,998

(▲1.1%)

108,917

(147.6%)
✓

（※）対象範囲について2021年度までのMS・ADから、2022年度はMS・AD・MD・MSP生命に変更しました
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再生可能エネルギー

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

発電量 8拠点※1 kWh
54,441

（6.8%）
68,430

（25.7%）
91,134

（33.2%）
✓

利用量※2 グループ連結 kWh
13,226,441

（103.5%）
18,136,730

（37.1%）
26,393,327

（45.5%）
✓

再生可能エネルギー導入率 グループ連結 ％ 9.9 13.8 21.1 ※3

国内8拠点に太陽光発電設備を設置し、再生可能エネルギーの活用による温室効果ガス排出量削減の取組みを進めています。

（カッコ内は前年度対比）

（※1）三井住友海上駿河台ビル・玉川研修所・駿河台新館・大阪淀屋橋ビル・郡山ビル・大宮東町ビル・
　岡山ビル、あいおいニッセイ同和損保 東京カスタマーセンタービル
（※2）再生可能エネルギーによる発電、再生可能エネルギーの証書による利用を含む
　なお、証書1,913,000kWh分については、国を越えた利用となっている
（※3）集計に誤りがあり訂正（2023年８月） 訂正前：24.1 訂正後：21.1

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

コスト効果

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

電力※1 グループ連結 千円 ▲178,934 ▲64,468 ▲247,086

ガソリン※2 グループ連結 千円 ▲159,310 ▲135,477 ▲57,121

コピー用紙
グループ国内
＋その他

千円 ▲64,680 ▲28,892 ▲80,187

（※1）当社の平均単価より算出しています
（※2）資源エネルギー庁　石油製品価格調査ガソリン全国年間平均単価より算出しています

サプライチェーンを通じた環境取組

環境負荷低減の取組みは、当社グループだけでなく、重要なビジネスパートナーとともに推進しています。業務で使用する物品については環境に配慮した製品を優
先して購入する「グリーン購入」に取り組み、バリューチェーン一体で持続可能な社会への貢献をめざしています。また、事業活動における負荷削減とともにお客
さまの利便性向上にもつながるWeb約款・eco保険証券の取組みをお客さまとともに進めています。

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

Web約款選択率※ MS、AD % 77.2 77.6 80.3

削減された紙の量に該当する木の数 MS、AD 本 25,836 24,848 26,897

（※）約款の内容を冊子に替えてホームページから参照できる、環境に配慮した約款
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

ボランティア休暇取得者数
MS、AD、
MSA生命

人 21 15 3

ボランティア休職取得者数
MS、AD、
MSA生命

人 1 0 0

社会貢献活動を実施した社員数
グループ
国内

人 26,519 23,024 22,553

MS＆ADゆにぞんスマイルクラブ会員数
グループ
国内 人 14,626 13,971 13,191

ISO26000中核主題　【コミュニティへの参画・コミュニティの発展】
社会貢献活動によるコミュニティへの参画やコミュニティ発展への支援を通じ、社員は地域や社会へのアンテナを広げ、想像力を培い、活動を通して地域とのネッ
トワークを築くことができます。そうした考えに基づき、会社として社員に活動機会を提供しており、参加人数は増加傾向にあります。2018年度は国内で約70％
以上の社員が参加しました。参加が難しい社員も毎月の給与から100円×任意口数を拠出する社員の社会貢献活動団体を通じてコミュニティに参画できます。また、
社会貢献活動の金額換算を含む社会貢献に関する支出の開示にも着手しました。

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

災害時義援金
マッチングギフト制度

寄付金額※1
グループ
連結

千円 33,381 21,479 25,092

参加人数※2
グループ
連結

人 13,385 7,979 9,213

社会貢献に関する支出

グループ
国内

千円

1,211,100 1,103,218 1,287,754

（内訳）目的

寄付 42,020 142,813 41,146

地域社会
への投資

820,170 626,247 870,053

社会貢献を
目的とした協賛

348,910 334,158 376,555

（内訳）金額換算

現金 1,088,020 979,210 1,227,540

社員のボランティア活動
の金額換算

7,760 2,270 90

現物寄付、施設開放等 15,330 23,860 13,180

関連経費 99,990 97,878 46,944

（※1）社員からの寄付と、会社からのマッチングギフトの合計
（※2）延べ人数

ISO26000中核主題　【人権】【労働慣行】
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項目 対象範囲　　 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

グループ
連結

男女計

人

41,501 39,962 38,584

(8,615) (8,103) (7,177)

男性 人 19,379 18,433 17,718

女性 人 22,122 21,529 20,866

男女計

人

32,002 30,724 29,030

(7,988) (7,321) (6,414)

男性 人 14,960 14,184 13,298

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

グループ
社員数
※1

臨時従業
員は年間
の平均雇用
人数を()で
外書き

グループ
国内

女性 人 17,042 16,540 15,732

事業
会社

MS 人 14,168 13,453 12,572

AD 人 13,933 13,503 12,741

MD 人 559 528 498

MSA生命 人 2,529 2,436 2,391

MSP生命 人 390 403 410

持株
会社

HD 人 423 401 418

人数構成比 % 77.1 76.9 75.2

海外

男女計

人

9,230 8,943 9,217 ✓

(619) (771) (717)

男性 人 4,209 4,027 4,172

女性 人 5,021 4,916 5,045

人数構成比 % 22.2 22.4 23.9 ✓

その他※2

男女計

人 269 295 337

男性 人 210 222 248

女性 人 59 73 89

人数構成比 % 0.6 0.7 0.9

社員構成

（※1）従業員数は就業人員数であり、執行役員及び休職者は含んでおりません
（※2）国内保険会社以外のグループ会社が営むデジタル・リスク関連サービス事業等
　　　2019年度から、英国Leadenhall Capital Partners社は海外に含む
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グループ国内
年齢別社員人数

人

40～49歳 男女計

7,856 7,276 6,772

男性 3,433 3,106 2,820

女性 4,423 4,170 3,952

50～59歳 男女計

7,988 7,989 7,730

男性 4,652 4,498 4,226

女性 3,336 3,491 3,504

60歳以上 男女計

2,100 2,173 2,334

男性 1,554 1,566 1,621

女性 546 607 713

その他※ 19 18 21

（※）個人情報保護の観点より、年齢・性別の区分をしていない等

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

30歳未満 男女計

7,020 6,416 5,491

男性 2,322 2,175 1,881

女性 4,698 4,241 3,610

30～39歳 男女計

7,019 6,852 6,682

男性 2,984 2,825 2,734

女性 4,035 4,027 3,948

年齢別構成



雇用

項目 対象範囲 単位
2020

年度
2021

年度
2022

年度

平均年齢※1

グループ国内 男女計 歳 41.9 42.3 42.8

グループ国内 男性 歳 44.7 44.9 45.3

グループ国内 女性 歳 39.4 40.0 40.7

平均勤続年数

グループ国内 男女計 年 13.4 13.9 14.2

グループ国内 男性 年 14.4 14.9 15.0

グループ国内 女性 年 12.6 13.1 13.5

新卒採用人数
※2

グループ国内 男女計 人 596 459 460

グループ国内 男性 人 208 164 194

グループ国内 女性 人 388 295 266

中途採用人数※3

グループ国内 男女計 人 350 190 309

グループ国内 男性 人 120 78 173

グループ国内 女性 人 230 112 136

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

総離職率 グループ国内 男女計 % 3.4 4.7 5.4

自己都合の
離職率※4

グループ国内 男女計 % 2.6 3.2 3.5

平均給与とCEO

報酬比率

CＥＯ報酬

持株 男女計

百万円 132 133 127

従業員平均給与 円 10,744,848 10,976,292 11,013,816

比率 倍 12.3 12.1 11.5

（※1）各年度の3月末時点
（※2）各翌年度の4月入社人数
（※3）年間の入社人数
（※4）定年退職者等を除く、自己都合退職者より算出
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項目 対範象囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

障がい者雇用率
と雇用人数

グループ国内

％ 2.49 2.55 2.59 ✓

人 730 716 702 ✓

定年退職後の
再雇用制度
利用者数※1

グループ国内 人 1,492 1,650 1,795

役員における
女性の割合と
人数※2

HD

取締役

％ 20.0 27.3 27.3

人 2 3 3

監査役

％ 50.0 50.0 50.0

人 2 2 2

管理職における
女性の割合と

グループ連結
管理職

（部長+課長）

％ 21.3 22.7 24.7 ✓

人 1,791 1,843 1,976 ✓

部長

％ 5.0 5.2 6.5

人 63 64 78

課長

％ 18.8 20.6 22.9

ダイバーシティ

さまざまな背景や個性・価値観を持った全ての社員が、その能力を最大限に発揮し、いきいきと活躍できる環境を整えるため、当社グループ国内保険会社が一体と
なった推進体制のもと、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の取組みを進めています。管理職における女性の割合は、2020年度15%目標を
達成しました。2030年度30%をめざし、新たに目標を設定しました。

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

人数※3

グループ国内
人 954 990 1,060

管理職
（部長+課長）

％ 16.1 17.5 19.5 ✓

人 1,017 1,054 1,138 ✓

売上を上げる部門
（部長+課長）※4

％ 14.7 15.8 18.5

人 539 593 651

（※1）各翌年度の4月1日に新たに、又は継続して再雇用された人数
（※2）各翌年度株主総会承認ベース
（※3）グループ国内は各翌年度4月1日時点、グループ海外は各12月31日時点
（※4）営業部門と保険金支払い部門の人数
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

社員の男女の
賃金の差異※1

グループ国内

事業会社※2

MSI

全労働者 % － － 43.6 ✓

正規 % － － 50.7 ✓

非正規 % － － 30.6 ✓

ADI

全労働者 % － － 52.8 ✓

正規 % － － 56.7 ✓

非正規 % － － 65.5 ✓

MD

全労働者 % － － 61.9

正規 % － － 56.3

非正規 % － － 65.7

MSA

全労働者 % － － 56.0

正規 % － － 56.1

非正規 % － － 44.0

MSP

全労働者 % － － 64.9

正規 % － － 64.3

非正規 % － － 84.9

全労働者 % － － 65.1

従業員の賃金の状況

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

持株会社 HD 正規 % － － 65.7

非正規 % － － 84.1

（※1）女性の賃金／男性の賃金
（※2）事業会社ごとの算出条件は有価証券報告書 PDF に開示
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

人権研修※ グループ国内 % 100.0 100.0 100.0

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

労働組合加入率 グループ国内 % 93.6 93.4 93.8

項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

総研修時間 グループ国内 時間 846,050 954,523 1,402,280

一人あたり平均研修時間 グループ国内 時間 26.4 31.1 48.3

総研修費用 グループ国内 千円 1,670,079 1,630,995 2,575,357

一人あたり平均研修費用 グループ国内 円 52,187 53,085 88,714

トレーニー制度　参加人数※1 グループ国内 人 633 1,258 539

グローバルトレーニー制度
参加人数※2

グループ連結

計 人 74 195 190

国内社員 人 0 82 90

海外拠点雇用社員 人 74 113 100

海外研修　参加人数※3 グループ国内 人 6 7 30

海外拠点からの本社への出向制度
参加人数※4

グループ連結 人 0 0 4 ※5

計 人 123 127 135

人権

2017年2月に「MS&ADインシュアランス グループ 人権基本方針」を定め、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築しています。また、基本となる「人権を尊
重する企業風土」を醸成するため、社員は毎年人権研修を必ず受講しています。

（※）全員必須とする人権研修を実施した職場の割合。

人財育成

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

アクチュアリー人数※6 グループ国内 男性 人 119 123 130

女性 人 4 4 5

デジタル人財　※7 グループ国内 人 － 2,179 3,601

海外人財　※8 グループ国内 人 － 1,129 1,182
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度

社員満足度 「誇り、働きがい」※2

グループ国内

ポイント 4.4 4.4 4.4

社員満足度 「いきいきと働く」※3 ポイント 4.5 4.6 4.6

（※1）社員の希望により、他部門や他の会社の業務を短期間体験する制度
（※2）本社の社員が海外拠点の業務を、海外の社員が本社の業務を短期間体験する制度
（※3）MBA派遣制度、海外現地法人、海外保険会社などでビジネススキル等を学ぶ研修制度
（※4）海外拠点の現地雇用社員が本社へ出向（6カ月～1年間）し、日本での業務を行う制度
（※5）新型コロナ感染症拡大による入国制限等のため
（※6）商品開発、リスク管理等に確率・統計等の手法を駆使する数理のプロフェッショナルである社員
　（各翌年4月1日時点）
（※7）デジタル人財、最新デジタル技術やデータ活用が可能な社員と定義（各翌年4月1日時点）
（※8）海外人財、海外駐在員経験者および候補者と定義（各翌年4月1日時点）

社員満足度※1

（※1）社員意識調査結果。6ポイント満点での全社員の平均（対象：45,420人　調査時点の臨時従業員数を
　含む国内全社員、回答率：96.0%）
（※2）社員が誇りや働きがいを持って働いている と感じている度合い
（※3）社員が性別・年齢等に関係なく、いきいきと働くことができる と感じている度合い

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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項目 対象範囲※1 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

産前産後休業 取得者数 グループ国内 人 737 767 833

育児休業 取得者数

グループ国内

男女計 人 937 1,092 1,143

男性 人 265 355 383

女性 人 672 737 760

育児休業 取得率

男女計 % 85.9 92.7 97.0

男性 % 69.0 86.4 92.5 ✓ ※2

ワーク・ライフ・バランスを推進する制度

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

育児のための柔軟な
勤務時間制度
利用者数

グループ国内

短時間勤務 人 1,437 1,246 1,303

フレックス 人 132 101 112

始業終業時間の変更 人 94 99 191

介護休業制度 利用者数 グループ国内

男女計 人 14 19 23

男性 人 1 2 3

女性 人 13 17 20

介護のための柔軟な
勤務時間制度

グループ国内 利用者数 人 15 21 43

有給休暇 グループ国内

取得率※3 % 68.1 74.3 74.6

取得日数 日 15.0 16.3 16.4

（※1）臨時従業員を含む
（※2）2022年度から第三者保証を取得　
　「育児休業を取得した者の人数」÷「配偶者が出産した者の人数」により算出
（※3）取得日数／付与日数

女性 % 95.0 96.1 99.5
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項目 対象範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度
第三者
保証

労災申請件数 グループ国内

合計 件 156 189 208

業務上災害 件 83 78 79

通勤途中災害 件 73 111 128

死亡数 件 0 0 1

健康診断受診率※1 グループ国内 % 100.0 100.0 100.0

欠勤率※2 グループ国内 % 0.433 0.548 0.599 ✓

保険引受・投融資

労働における安全衛生

労働安全衛生法に基づく衛生委員会を設置し、健康障害の防止や保持増進に関する事項を調査・審議し、社員の健康と安全に配慮した職場環境を整備しています。
また、グループ統一の健康診断制度を運営しているほか、健康管理センターや社員相談室を設置し、社員の健康保持・増進に取り組んでいます。

（※1）受診者数／従業員数
（※2）欠勤による総喪失日数／総労働日数

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

SDGsに貢献する商品・サービス

項目 対象範囲 2021年度 2022年度

SDGsに貢献する商品・サービス※1

＜対象商品＞
　地球環境との共生～Planetary Health～に貢献する商品・サービス
　安心・安全な社会～Resilience～に貢献する商品・サービス
　多様な人々の幸福～Well-being～に貢献する商品・サービス

グループ国内＋その他 約64% 約59％

（※1）正味収入保険料に占める割合
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グリーン商品・サービス

項目 対象範囲 2021年度 2022年度

年次平均増収率※1 MS、AD 19.98% 17.9％

投融資の温室効果ガス排出量（スコープ3・カテゴリー15）

(温室効果ガス排出量の単位：千t-CO2e、炭素強度の単位：t-CO2e/US百万ドル)

資産別 2021年（＊1） 2022年（＊2）

株式

温室効果ガス排出量 2,501 2,302

炭素強度 131.5 114.5

社債

温室効果ガス排出量 2,538 2,400

炭素強度 205.6 221.5

企業融資 温室効果ガス排出量 273 286

炭素強度 256.5 273.2

（※1）地球環境との共生～Planetary Health～に貢献する保険商品（グリーン商品）の元受保険料の年平均
　増収率

投融資の温室効果ガス排出量の計算方法は、開発が進んでいる段階です。当社は、世界で検討が進む算出方法の開発を反映させて、高度化を図ってきています。以
下の排出量は、投融資先企業の開示情報や、使用可能な開示情報がない場合はモデリングによる独自アプローチにより温室効果ガス（GHG）排出量を算出する
Trucost社の分析ツール、PCAFの推計値を使用しています。投融資先企業のスコープ1及びスコープ2を対象に算出しています。過去年のデータは、異なった排出
量の計算方法で算出していますが、参考値として本表下部に記載しました。

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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(温室効果ガス排出量の単位：千t-CO2e、炭素強度の単位：t-CO2e/US百万ドル)

地域別 2021年（＊1） 2022年（＊2）

日本

株式

温室効果ガス排出量 2,365 2,124

炭素強度 112.9 87.5

社債

温室効果ガス排出量 1,814 1,589

炭素強度 127.1 117.7

企業融資

温室効果ガス排出量 259.2 247.0

炭素強度 241.5 224.1

米州

株式

温室効果ガス排出量 103 141

炭素強度 15.4 23.4

社債

温室効果ガス排出量 358 499

炭素強度 48.5 77.0

企業融資

温室効果ガス排出量 13.9 39.4

炭素強度 14.9 48.8

アジア州

株式

温室効果ガス排出量 20 32

炭素強度 1.9 3.2

社債

温室効果ガス排出量 148 130

炭素強度 17.6 17.9

企業融資

温室効果ガス排出量 0.0 0.4

炭素強度 0.0 0.0

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料
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その他 社債

温室効果ガス排出量 124 108

炭素強度 4.2 2.4

企業融資

温室効果ガス排出量 0.0 0.0

炭素強度 0.0 0.0

＊１：2021年3月末日時点の保有残高を用いて2021年度に算出しています。株式99％、社債69％です

＊２：2022年3月末日時点の保有残高を用いて2022年度に算出しています。カバレッジは、株式99％、社債67％、

　企業融資48％です

ホーム / サステナビリティ / ESGデータ・資料

欧州

株式

温室効果ガス排出量 13 5

炭素強度 1.4 0.3

社債

温室効果ガス排出量 94 75

炭素強度 8.2 6.4

企業融資

温室効果ガス排出量 0.0 0.1

炭素強度 0.0 0.2

株式

温室効果ガス排出量 0 1

炭素強度 0.0 0.0
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ガバナンス

MS&ADインシュアランス グループは、グループの全役職員が業務のあらゆる局面で重視すべき「MS&ADインシュア
ランス グループの経営理念（ミッション）・経営ビジョン・行動指針（バリュー）」を策定し、当社及びグループ会社
の全役職員へ浸透させるよう努めるとともに、グループ中期経営計画において、コーポレートガバナンス、コンプライ
アンス、リスク管理などを経営の重要課題として位置付け、計画の推進に積極的に取り組んでいます。

グループの概要 コーポレートガバナンス

コンプライアンス ERMとリスク管理

情報セキュリティ 取引における責任

情報開示 中期経営計画

ホーム / サステナビリティ / ガバナンス
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グループの概要

MS&ADインシュアランス グループはお客さまのビジネスと生活を、総合的なグループ力で支えています。

企業概要

企業概要

組織図

沿革

財務・非財務ハイライト

主要なグループ会社 事業の概要

ホーム / サステナビリティ / ガバナンス / グループの概要
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商号
MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社
略称：「MS&ADホールディングス」（エムエスアンドエイディーホールディングス）

英語名 MS&AD Insurance Group Holdings, Inc.

設立年月日 2008年（平成20年）4月1日（2010年（平成22年）4月1日に社名変更）

本社所在地
〒104-0033

東京都中央区新川2丁目27番2号 東京住友ツインビルディング西館
アクセス

代表者 取締役社長 グループCEO 原典之（はらのりゆき）

資本金 1,010億円  （2023年7月25日現在）

従業員数 418名（2023年3月末現在）

事業内容
保険持株会社として、次の業務を行うことを目的とする。
1. 損害保険会社、生命保険会社、その他保険業法により子会社とすることができる会社の経営管理
2. その他前号の業務に付帯する業務

上場証券取引所
東京証券取引所（プライム市場）
名古屋証券取引所（プレミア市場）

関連情報

企業概要

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社は、三井住友海上火災保険株式会社、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社などのグループ保
険会社を有する保険持株会社です。

スピード感を持って飛躍的に事業基盤および経営資源の質・量の強化・拡大を図り、グローバルに事業展開する世界トップ水準の保険・金融グループを創造し
て、持続的な成長と企業価値向上を実現します。

MS&AD早わかり（動画）

主要なグループ会社

ホーム / MS&ADについて / WHO WE ARE / 企業概要 / 企業概要
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組織図

ホーム / MS&ADについて / WHO WE ARE / 企業概要 / 組織図
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グループ統合の経緯

沿革

グループ統合の経緯 ホールディングスの沿革

ホーム / MS&ADについて / WHO WE ARE / 企業概要 / 沿革
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2009年9月
あいおい損害保険株式会社、ニッセイ同和損害保険株式会社および三井住友海上グループ
ホールディングス株式会社による経営統合合意を発表
併せて、持株会社の商号、事業内容、本社所在地、代表者、株式移転計画等を発表

2010年4月 MS＆ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社に社名変更

2010年10月
あいおい損害保険株式会社、ニッセイ同和損害保険株式会社が合併し、あいおいニッセイ
同和損害保険株式会社が誕生

2011年4月
三井住友海上メットライフ生命保険株式会社を完全子会社化し、同社は「三井住友海上
プライマリー生命保険株式会社」に社名変更

2011年10月
三井住友海上きらめき生命保険株式会社とあいおい生命保険株式会社が合併し、三井住友
海上あいおい生命保険株式会社が誕生

関連情報

三井住友海上火災保険株式会社「沿革・歴史」

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社「会社の沿革」

三井ダイレクト損害保険株式会社「沿革・組織」

三井住友海上あいおい生命保険株式会社「沿革と歴史」

ホールディングスの沿革

2008年4月

三井住友海上グループホールディングス株式会社を設立

持株会社体制に移行し、三井住友海上グループホールディングス株式を東京証券取引所・
大阪証券取引所・名古屋証券取引所に上場

ホーム / MS&ADについて / WHO WE ARE / 企業概要 / 沿革
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事業の全体像

国内損害保険事業を基軸に、
持続的成長に向け5つの事業を展開

国内生命
保険事業 海外事業

国内損害保險事業

金融サービス
事業

デジタル・
リスク関連
サービス事業

国内損害保険事業 国内生命保険事業 海外事業 金融サービス事業 デジタル・リスク関連サ
ービス事業

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 事業の概要 / 事業の全体像
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国内損害保険事業 国内生命保険事業

海外事業 金融サービス事業

デジタル・リスク関連サービス事業

関連情報

多様な営業・顧客基盤にふさわしい、魅力的な商品・サービスを開発して提
供。経営統合を通じて事業効率化が進展

拡大した営業基盤を活用し、損害保険とのクロスセルを販売の軸に、魅力的な
商品・サービスを提供。個人年金保険分野では、ユニークな商品開発力によ
り、リーディングカンパニーとしての地位を確立

トップクラスの事業基盤を有するアジアをはじめ、世界49の国と地域におけ
るネットワークの強みを活かして事業を展開

高度化するニーズに対応し、金融・資本市場において幅広い領域でビジネスを
展開

お客さまのリスク・ソリューションに資する保険以外のサービスを提供

グループ修正利益の状況

セグメント別事業概要

主要なグループ会社

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 事業の概要 / 事業の全体像
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主要なグループ会社

MS&ADホールディングスは、直接出資する5つのグループ国内保険会社（三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井ダイレクト損保、三井住友海上あい
おい生命、三井住友海上プライマリー生命）と８社の関連事業会社（MS&ADインターリスク総研、MS&ADビジネスサポート、MS&ADスタッフサービス、
MS&ADシステムズ、MS&AD事務サービス、MS&ADグランアシスタンス、MS&ADアビリティワークス、MS&ADベンチャーズ）を有する上場持株会社で
す。

MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社

会社概要はこちら

三井住友海上火災保険株式会社

MS&ADインシュアランス グループの中核事業である損害保険事業を担う会社です。
総合力を発揮し、グローバルな保険・金融サービス事業を展開します。

概要

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

MS&ADインシュアランス グループの中核事業である損害保険事業を担う会社です。
トヨタグループ・日本生命グループとのパートナー関係を強化し特長を活かすとともに、「地域密着」営業を展開します。

概要

三井ダイレクト損害保険株式会社

個人向け自動車保険を、インターネットや電話を通じてお取り扱いするダイレクト型通信販売専門の損害保険会社です。

概要

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 事業の概要 / 主要なグループ会社
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直接出資する関連事業会社

三井住友海上あいおい生命保険株式会社

グループの販売ネットワークや顧客基盤を軸に、独自のマーケット・チャネル対応戦略を組み合わせた成長モデルを追求し、保障性商品をご提供する
生命保険会社です。

概要

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社

金融機関窓販の専門会社として、個人年金保険や終身保険を中心とした資産形成型商品をご提供する生命保険会社です。

概要

MS&ADインターリスク総研株式会社

MS&ADインターリスク総研は、国内トップ水準のリスクコンサルティング会社として、さまざまなリスクに関し、コンサルティング、リスクサーベ
イ、調査研究、最新情報の提供などを企業や行政機関に対し行っています。
海外においても、シンガポール、タイ、中国に拠点を有し、グローバルなリスクソリューション提供に努めています。

概要

MS&ADビジネスサポート株式会社

MS&ADインシュアランス グループ内の印刷・物流等のインフラ、社員の福利厚生等のサービス提供や、不動産管理事業を行っています。

概要

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 事業の概要 / 主要なグループ会社
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遣・紹介を行っています。

概要

MS&ADシステムズ株式会社

MS&ADインシュアランス グループ各社のビジネスを支える情報システム戦略を担い、システムの企画・設計・開発・運用業務を行っています。

概要

MS&AD事務サービス株式会社

MS&ADインシュアランス グループ各社の契約計上事務関連業務、コンピューター入力データ作成関連業務、文書・帳票の作成等を行っています。

概要

MS&ADグランアシスタンス株式会社

最高品質のアシスタンス専業コールセンターとして、ロードアシスタンスやハウスサポート、海外メディカルアシスタンスなどの救援サービスを提供
しています。

概要

MS&ADスタッフサービス株式会社

MS&ADインシュアランス グループの総合人材サービス会社として、グループ各社への人材サービスの提供とともに、保険代理店を中心とした人材派

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 事業の概要 / 主要なグループ会社
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投資を行っています。

概要

MS&ADアビリティワークス株式会社

障がい者がその能力・適性を最大限発揮し、活き活きと働くことのできる環境を整備し、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループのダイバーシティ、エ
クイティ ＆ インクルージョンを推進していきます。

概要

MS＆ADベンチャーズ株式会社

日系保険会社初のコーポレートベンチャーキャピタルです。MS&ADインシュアランス グループ各社事業への貢献が期待できる海外スタートアップへ
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コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレートガバナンス態勢の概要

コーポレートガバナンス
コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 コーポレートガバナンス態勢の概要 監督のしくみ（取締役会）

社外取締役・社外監査役へのサポート体制 監査について 指名・報酬について 報酬委員会

取締役候補・監査役候補の選任基準および社外役員の独立性判断基準について 社外取締役・社外監査役の選任理由等

当社グループでは、2030年に目指す社会として「レジリエントでサステナブルな社会」を掲げており、「価値創造ストーリー」を紡ぐ企業活動を通じて、この
実現に取り組んでいます。これを支える経営基盤として、中期経営計画（2022-2025）の中で、透明性と実効性の高いコーポレートガバナンスを実践していき
ます。

MS&ADインシュアランス グループ コーポレートガバナンスに関する基本方針

コーポレートガバナンス・コードの対応状況

内部統制

内部統制システム

コーポレートガバナンスに関する報告書（2023年6月26日） （792KB）

当社は、グループの事業を統括する持株会社として、「経営理念（ミッション）」の下、経営資源の効率的な活用と適切なリスク管理を通じ、グループの
長期的な安定と持続的成長を実現するため、全てのステークホルダーの立場を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うための経営体制を構築
し、企業価値の向上に努めています。
そのため、グループの全役職員が業務のあらゆる局面で重視すべき「グループの経営理念（ミッション）・経営ビジョン・行動指針（バリュー）」を策定
し、当社グループの全役職員へ浸透させるよう努めるとともに、中期経営計画において、コーポレートガバナンス、コンプライアンス、リスク管理等を経
営の重要課題として位置づけ、計画の推進に積極的に取り組みます。

※経営理念とは別に企業の存在意義を表現するものとして「パーパス」を設定する動きもみられますが、当社グループの経営理念（Mission）は平易でわか
りやすく企業の存在意義を示しており、すでにグループ内に浸透しているため、当社グループでは「パーパスは経営理念と同一である」と定めています。
（MS&ADインシュアランス グループ コーポレートガバナンスに関する基本方針　第1章のとおり）

当社は、監査役会設置会社として、取締役会が適切に監督機能を発揮するとともに、独任制の監査役が適切に監査機能を発揮するものとし、双方の機能の
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強化、積極的な情報開示等を通じ、ガバナンスの向上に取り組みます。
取締役会の内部委員会である「人事委員会」および「報酬委員会」（委員の過半数および委員長は社外取締役）並びに「ガバナンス委員会」（社外取締役
全員と取締役会長・取締役副会長・取締役社長で構成）を設置し、実効性と透明性の高いコーポレートガバナンス態勢を構築します。
執行役員制度を採用し、執行役員への業務執行権限の委譲を進め、迅速な業務執行を行います。

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングスの経営体制図
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監督のしくみ（取締役会）

取締役会の役割

取締役会の構成

社外取締役に期待する役割

社外取締役を主体とした委員会・意見交換の機会の設定

取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、グループの経営方針、経営戦略、資本政策等、グループ経営戦略上重要な事項及び会社経営上の重要な事項
の論議・決定を行うとともに、取締役、執行役員の職務の執行を監督しています。
取締役会では、リスク・リターン・資本をバランスよくコントロールしたリスク選好に基づいて経営資源の配分を行い、健全性を基盤に「成長の持続」と
「収益性・資本効率の向上」を実現し、中長期的な企業価値の拡大を目指しています。
取締役会は、執行役員を選任するとともに、その遂行すべき職務権限を明確にすることにより、取締役会による「経営意思決定、監督機能」と執行役員に
よる「業務執行機能」の分離を図ります。
執行役員は、取締役会より委ねられた業務領域の責任者として業務執行を行い、その業務執行状況について取締役会に報告します。

取締役11名（男性8名、女性3名）のうち3分の1を超える5名の社外取締役を選任することで、経営から独立した社外人財の視点を取り入れて監視・監督機能を
強化し、透明性の高い経営を行っています。後述「取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方」に記載のように、
取締役会全体としての構成上のバランス、性別や人種・国籍などを含めた多様性の確保に努めています。

当社が社外取締役に期待する役割は次のとおりです。

経営の方針や経営改善について、自らの職歴や経歴、知識等に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る、との大局的な観点か
ら意見を述べること。
取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと。
会社と経営陣（注）・主要株主等の関連当事者との間の利益相反を監督すること。
経営から独立した立場で、株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任が果たせるか、という観点等からの監督機能を果たすこと。

(注）当社および当社が直接出資するグループ国内保険会社の取締役・監査役・執行役員の総称

社外取締役による自由闊達で建設的な議論・意見交換を行う目的で、以下の委員会・会議を設置しています。

ガバナンス委員会（年2回程度）
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社外取締役会議
社外取締役・監査役合同会議
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社外取締役・社外監査役へのサポート体制

取締役および監査役のサポート体制・研修（トレーニング）方針

社外取締役は総合企画部が、社外監査役は監査役室が補佐する体制としています。なお、取締役会の事務局である総合企画部に各社外役員の担当者を配置し、
取締役会付議議案について事前説明を行うとともに、必要な情報の適確な提供を行います。また、重要なリスク情報等については、社内外を問わず全取締役・
監査役に対して随時報告を行います。

取締役および監査役がその役割や責務を実効的に果たすために、当社は以下のとおり必要な社内体制を整備します。

1. 社外役員に対し、取締役会の事務局に各社外役員の担当者を配置し、事前説明を行うなどのサポート体制を整備します。
2. 取締役及び監査役に対し、就任時及び任期中継続的に情報提供・研修を行うための体制を整備します。
3. 社外役員と経営陣・幹部社員との情報共有・意見交換の機会の設定等の環境整備を行います。
4. 当社は、社外役員がその役割を果たすために必要な費用を負担します。

2022年度に役員向けに8回セミナー、勉強会を開催しました。
＜主なテーマ＞
・「自然資本」「資産運用戦略」「IoT・AI等の最新動向」「DE&I」
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（1）全取締役に対する自己及び取締役会評価アンケートの実施
取締役会評価に外部視点を取り入れるために2021年度の取締役会評価についてコンサルティング会社と意見交換を行い、その内容を反映させた12項目の質
問票（取締役会の役割・責務、運営等にて設問を構成）及び取締役会議案の重要性と充実度に関するギャップ分析を事前に配付し、事務局によるインタビ
ュー形式でアンケートを実施しました。
2021年度の取締役会評価でとりまとめた改善策（2022年度の機能向上策）についても、取組みが実施されているか確認しました。

（2）社外取締役会議における意見交換
社外取締役会議（社外取締役全員で構成）において、アンケート結果に基づき、分析・評価のための意見交換を実施しました。

（３）ガバナンス委員会における分析・評価のとりまとめ
ガバナンス委員会（社外取締役全員、取締役会長、取締役副会長、取締役社長で構成） では、社外取締役会議での意見交換結果も踏まえ分析・評価を行う
とともに、コンサルティング会社の意見を踏まえ、2023年度の機能向上策を取りまとめました。

（４） 2022年度の機能向上策は、速やかに取組みを開始・強化し、実効性向上に向けたＰＤＣＡサイクルにつなげていくこととしています。

取締役会の実効性評価・分析プロセス

分析・評価のプロセス
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分析・評価

評価結果

中期経営計画は、社内外のステークホルダーに対するコミットメントであると取締役全員が強く認識し、その進捗状況を適時確認してい
る。取締役会では課題や対策について論議し、計画実現に向けて最善の努力が行われている。
事業会社社員と対話を行い、現場の考え、意見を直接聴くことで、事業会社における経営理念等の浸透状況について理解を深めた。
ステークホルダーを巻き込んだ温室効果ガス排出削減取組や、社員を含めた人権尊重取組等、サステナビリティに関する重要な課題につい
ては、さらに深く論議することが望ましい。
ギャップ分析においても「サステナビリティ・ESG」の論議の充実度を高めた方が良いとの結果になった。

機能向上策

事業投資案件に関して、検討初期段階から論議する機会を設ける（取締役会における論議に加え、役員勉強会等の場も活用する）。
ステークホルダーを巻き込んだ温室効果ガス排出削減取組や、社員を含めた人権尊重取組等、サステナビリティを巡る重要課題について論
議する機会を拡充する。
社外役員が社内役員（事業会社の執行役員含む）とフランクに意見交換できる機会を拡充する。

監査について

ホーム / MS&ADについて / OUR PLATFORM / コーポレートガバナンス

監査役・監査役会

内部監査

1. 監査役の役割・責務
監査役は、株主の負託を受けた独任制の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業及び企業集団の健全で持続的な成長を確保し、社会的
信頼に応える良質なコーポレートガバナンス態勢を確立する責務を負っており、独立の立場の保持に努めるとともに、常に公正不偏の態度を保持し、自ら
の信念に基づき行動しています。
監査役は、業務及び財産の調査権限等法令に基づく権限を適切に行使し、監査役会で定めた監査の方針・計画等に従い、取締役会その他の重要な会議への
出席、重要な決裁書類等の閲覧、社内各部の調査、子会社の調査等により、取締役の職務の執行を監査しています。

2. 監査役会の構成と役割
監査役会は、半数以上を社外監査役としています。社外監査役は独立役員として独立性を持ち、高い専門性と知見を有しています。
また常勤監査役は豊富な業務経験に基づく高度な情報収集力を有しており、両者が有機的に組み合わされて監査の実効性を高めています。
監査役会は、監査役から、その職務の執行の状況の報告や役職員等からの監査に関する重要な事項についての報告を受けるとともに、監査の方針および監
査計画等を決定します。

当社は、「MS&ADインシュアランス グループ 内部監査基本方針」を定めています。この基本方針に則り、当社およびグループ国内保険会社は、内部監査
部門として独立した専門組織を設置し、内部監査を実施しています。
当社の内部監査部門は、取締役会に直属する組織として設置し、内部監査の結果を内部監査部門長（監査部長）が取締役会において直接報告することで、
全取締役・監査役への情報の共有を図っています。
また、監査役は定期的に内部監査部門との間で内部監査計画や内部監査の実施状況に関する意見交換を行っています。なお、内部監査部門による各監査の
結果は、都度監査役に報告されています。
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会計監査人

会計監査人の報酬
（単位：百万円）

区分

2021年度 2022年度

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

当社 108 0 138 0

連結子会社 753 3 704 0

計 862 4 842 1

有限責任 あずさ監査法人を会計監査人に選任しています。なお、当該監査法人と当社との間には特別な利害関係はありません。
取締役会及び監査役会は、会計監査人の適正な監査の確保のため、適切な対応に努めます。
監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の選解任および会計監査人を再任しないことに関する議案の内容を決定します。また、会計監査人の報酬等の
決定について、同意権を有します。
監査役会は、会計監査人を適切に選定・評価するための基準を整備しています。会計監査人による適正な監査の確保に向けて、その独立性、専門性等を有
しているかについて確認を行っています。
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（注）当社及び連結子会社における監査証明業務に基づく報酬には、国際財務報告書（IFRS）適用に向けた任意監査契約に係る報酬を含んでいます。
当社における非監査業務の内容は、コンプライアンス対応支援業務です。また、連結子会社における非監査業務の内容は、合意された手続業務等です。

指名・報酬について

人事委員会（指名決定のプロセス）＜年2回程度開催＞

透明性確保のため、取締役会の内部委員会として「人事委員会」および「報酬委員会」を設置しています。なお、各々の委員会は8名の委員で構成（※）し、委
員および委員長は取締役会において選任しています。委員の過半数および委員長は社外取締役から選任しています。

※ 2022年度は人事委員会、報酬委員会とも社外取締役5名全員と取締役会長・取締役副会長・取締役社長の8名で構成しています。

当社の取締役候補・監査役候補・執行役員および当社が直接出資するグループ国内保険会社の取締役・監査役の選任等の重要な人事事項について審議し、
取締役会に助言します。
取締役候補・執行役員の審議にあたっては業績評価（会社業績・個人業績）等も審議要素としています。
取締役会は人事委員会の助言を受けて取締役候補・監査役候補・執行役員等を選任します。選任にあたっては助言を最大限尊重することとしています。監
査役候補については監査役会の同意を得ることとしています。
人事委員会にて、コーポレートガバナンス強化に向けた実質的な論議を行う観点から、取締役および監査役の候補者の選任に関する方針を審議項目に追加
し、開催頻度も、年1回以上行うことを明確にしています。
2022年度は3回開催し、全委員が全ての回に出席しています。社外取締役候補者の検討等に関する論議を行いました。
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報酬委員会 ＜年2回程度開催＞

取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針等

当社の取締役・執行役員の報酬等および当社が直接出資するグループ国内保険会社の役員報酬体系等について取締役会に助言します。
報酬委員会にて、コーポレートガバナンス強化に向けた実質的な論議を行う観点から、取締役および執行役員の報酬等に関する方針を審議項目に追加し、
開催頻度も、年1回以上行うことを明確にしています。
2022年度は3回開催し、全委員が全ての回に出席しています。

当社は、社外取締役が過半数を占める報酬委員会における審議を経たうえで、2019年２月14日、同年５月20日、2021年５月20日及び2022年12月27日におい
て開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針等を以下のとおり決議しております。

ａ．基本方針
・当社グループのガバナンス強化及び中長期的な企業価値向上を目的とします。
・会社業績と連動し、持続的な成長への適切なインセンティブとなる役員報酬制度とします。
・グローバル企業として競争力のある報酬水準とします。

ｂ．決定プロセス
（ａ）取締役の報酬等
・透明性を確保するため、社外取締役が過半数を占める報酬委員会における審議を経たうえで、取締役会の決議により、株主総会の決議により定められた金額
の範囲内で決定します。
・報酬委員会は、取締役の報酬等の額及び役員報酬等の決定に関する方針等について取締役会に助言します。
・取締役会は、報酬委員会の助言を最大限尊重します。また、報酬等の額は、取締役会で決議した報酬体系に沿っていることを確認したうえで決定します。
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なお、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬委員会の助言が最大限尊重されていることや取締役会で決議した報酬体系に沿
っていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

（ｂ）監査役の報酬等
・株主総会の決議により定められた金額の範囲内で、常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況、取締役の報酬等の内容及び水準等を考慮し、監査役の協議に
より決定します。

ｃ．報酬の概要

（ａ）報酬の構成

　固定報酬　　 業績連動報酬

金銭報酬 株式報酬

取締役（社外取締役を除きます） 〇 〇 〇

社外取締役 〇 ― ―

監査役 〇 ― ―

・固定報酬と業績連動報酬で構成します。社外取締役及び監査役は固定報酬のみとします。
・固定報酬は役位別に定めています。
・業績連動報酬は会社業績を踏まえて決定します。
・業績連動報酬は金銭報酬と株式報酬で構成します。
・固定報酬は当事業年度に月例で支給し、業績連動報酬は事業年度終了後に支給します。
・役員報酬の標準的な構成比率は、役位に応じて次のとおりです（社外取締役及び監査役を除きます）。
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＜取締役社長＞
業績連動報酬の比率を他の役位以上とする構成としています。
（標準割合）

【固定報酬】
50％

【業績連動報酬】
金銭報酬

25％

【業績連動報酬】
株式報酬

25％

＜その他の役位＞
役位に応じて固定報酬、業績連動報酬の割合が異なる構成としています。
（標準割合）

【固定報酬】
約60％～約70％

【業績連動報酬】
金銭報酬
約20％

【業績連動報酬】
株式報酬

約10%～約20％

（ｂ）株式報酬の内容
・株式報酬は、譲渡制限付株式による支給とし、原則として役員退任時に譲渡制限を解除します。
・在任中の不正行為等が明らかになった場合は、譲渡制限付株式について、譲渡制限期間中の無償取得を行い、又は譲渡制限解除後の返還を行わせることとし
ます。（マルス・クローバック条項）

譲渡制限付株式報酬制度の概要

対象取締役 社外取締役以外の取締役

支給する金銭報酬債権額（上限） 年額２億円

割り当てる株式の種類 普通株式（譲渡制限付株式割当契約において譲渡制限を付したもの）

割り当てる株式の総数（上限） 年13万株

譲渡制限期間 割当日から当該対象取締役が当社の取締役その他取締役会で定める地位を退任又は退職する日までの期間
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ｄ．業績連動報酬に係る業績指標等
・業績連動報酬は会社業績と連動し、財務指標と非財務指標をもとに決定します。
・財務指標と非財務指標は、グループ中期経営計画（2022－2025）を踏まえて選定したものであり、指標の内容及び選定理由は以下のとおりです。

（ａ）財務指標
・財務指標は、単年度の業績を役員報酬に反映するための指標です。

指標 選定理由

グループ修正利益（＊1） 株主還元の指標であるグループ修正利益、資本効率の指標であるグループ修正ROE及びグループの重要な業績指標である連結当期純利益を選定したもので
す。
※IFRS導入以降は、左記指標を、「IFRS純利益」及びIFRSベースの「修正ROE」に変更する予定です。連結当期純利益

グループ修正ＲＯＥ（＊2）

＊1 グループ修正利益

連結当期利益＋異常危険準備金等繰入額－その他特殊要因（のれん・その他無形固定資産償却額等）＋非連結グループ会社持分利益

＊2 グループ修正ＲＯＥ

グループ修正利益÷[修正純資産（連結純資産＋異常危険準備金等－のれん・その他無形固定資産）の期初・期末平均]
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（ｂ）非財務指標

・非財務指標は、中長期の業績に寄与する取組みを役員報酬に反映するための指標です。

評価項目 選定理由

基本戦略 〇Ｖａｌｕｅ（価値の創造）
〇Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ（事業の変革）
〇Ｓｙｎｅｒｇｙ（グループシナジーの発揮）

グループ中期経営計画（2022-2025）の目指す姿であ
る「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業
グループ」を実現するための、「基本戦略」と基本戦
略を支える「基盤」を、非財務指標の評価項目に選定
したものです。

基　　盤 〇サステナビリティ
〇品質
〇人財
〇ＥＲＭ

（ｃ）財務指標、非財務指標の適用方法
・業績連動報酬の算定における財務指標と非財務指標の割合は、「 50：50」を標準としています。
・適用係数は標準1.0に対して財務指標は0～3.0 、非財務指標は0.5～1.5 の幅で変動します。
・業績連動報酬は、金銭報酬、株式報酬それぞれについて、役位別基準額をもとに、以下のとおり算定します。
金銭報酬：役位別基準額×会社業績係数（財務指標×80％＋非財務指標×20％）
株式報酬：役位別基準額×会社業績係数（財務指標×20％＋非財務指標×80％）

・金銭報酬は、財務指標の割合を非財務指標より高くすることにより、単年度の業績を、より反映する構成としています。
・株式報酬は、非財務指標の割合を財務指標より高くすることにより、中長期的な企業価値向上に寄与する取組みの評価を、より反映する構成としています。

（ｄ）当事業年度の財務指標、非財務指標の実績
＜財務指標＞

実績値 計画 計画比

グループ修正利益 1,727億円 1,674億円 103.2 ％

連結当期純利益 1,615億円 1,383億円 116.8 ％

グループ修正ＲＯＥ 4.8％ 4.6 ％ 0.2 ポイント

＜非財務指標＞

評価項目 評価の結果

基本戦略 以下の観点などを踏まえた評価の結果、標準並みの評価となりました。
・社会課題の解決につながる新たな価値を提供する商品・サービスの開発・提供
・事業、商品、リスクポートフォリオの変革
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・１プラットフォーム戦略の推進やグループシナジーの発揮   等

基　　盤 以下の観点などを踏まえた評価の結果、標準並みの評価となりました。
・サステナビリティの重点課題である、地峡環境との共生、安心・安全な社会、多様な
人々の幸福に関する取組み
・お客さまの声を起点とした商品・サービスの改善などの品質向上取組み
・最適な人財ポートフォリオの構築や、DE&Iの推進など社員の能力・スキル・意欲
を最大限に発揮する職場環境整備などの人財に関する取組み
・収益力と資本効率の向上や政策株式削減などのERMに関する取組み　等
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業績連動型報酬制度の導入、その他

役員報酬

役員区分ごとの報酬等の総額および対象となる役員の員数（2022年度）

役員区分 員数 報酬等の総額（百万円）

取締役（社外取締役を除く） 7名 313

監査役（社外監査役を除く） 2名 56

社外役員 7名 92

ｅ．役員の報酬等に関する株主総会の決議
＜取締役の報酬＞
・2018年６月25日開催〔第10期定時株主総会〕
年額５億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）（うち社外取締役年額１億円以内）とする旨を決議しております。当該株主総会終結時点の取
締役の員数は12名（うち社外取締役は５名）です。
・2019年６月24日開催〔第11期定時株主総会〕
新たに、事後交付による譲渡制限付株式報酬制度を導入すること及び社外取締役以外の取締役に対して譲渡制限付株式を割り当てるために支給する金銭報酬債
権の総額を年額２億円以内とする旨を決議しております。当該株主総会終結時点の社外取締役以外の取締役の員数は７名です。
＜監査役の報酬＞
・2009年６月25日開催〔第１期定時株主総会〕
年額１億1,000万円以内とする旨を決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

役員報酬体系に業績連動報酬（会社業績、個人業績）を導入しております。
当社グループのガバナンス強化及び中長期的な企業価値向上を目的とし、役員報酬と会社業績との連動性を高め、持続的な成長への適切なインセンティブとな
る役員報酬制度を実現するため、取締役（社外取締役を除きます。）を対象に譲渡制限付株式報酬制度を導入し、会社業績連動報酬の一部を、金銭報酬債権を
現物出資させることにより、自己株式又は新株を付与すること（譲渡制限付株式の割当）としています。
また、当社の執行役員並びに直接出資するグループ国内保険会社の取締役（社外取締役を除きます。）、執行役員等に対しても、上記と同様の制度を導入し、
会社業績連動報酬の一部を金銭報酬債権を現物出資させることにより、自己株式又は新株を付与すること（譲渡制限付株式の割当）としています。

全取締役及び全監査役の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額を開示しています。また、連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等
の総額もあわせて開示しています。
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氏名 役員区分 会社区分 連結報酬等の総額（百万円）

柄澤 康喜 取締役 当社 111

金杉 恭三 取締役 当社 106

取締役 あいおいニッセイ同和損保

原　典之 取締役 当社 127

取締役 三井住友海上

取締役候補・監査役候補の選任基準および社外役員の独立性判断基準について

※当社では取締役および執行役員（社外役員を除く）の自社株式保有を促進し、役員の意欲や士気を一層高めることで中長期的な企業価値を向上させるため自社
株式保有ガイドラインを制定しています。

1. 取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方
取締役会は、取締役11名（男性8名、女性3名）のうち5名、監査役4名（男性2名、女性2名）のうち2名を社外から選任することで、経営から独立した社外
人財の視点を取り入れて監視・監督機能を強化し、透明性の高い経営を行っています。いずれの社外役員についても当社との間に一般株主と利益相反が生
じるおそれがある人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係はなく、当社は、株式会社東京証券取引所および株式会社名古屋証券取引所に
対し、独立役員として届出を行っています。
社外取締役候補は、会社法および保険業法に規定された適格性の要件を充足するとともに、保険会社の経営全般を的確かつ公正に監督するため、一般事業
会社の役員経験者、行政官経験者、弁護士、学者および社会・文化・消費生活の有識者等、専門性を踏まえて選任しています。
社外取締役以外の取締役候補は、法的な適格性を充足するとともに、保険会社において豊富な業務経験を有し保険会社の経営管理に携わっている等、多様
性・専門性の高い経験を有し、リーダーシップの発揮により、経営理念等を体現することおよび保険会社の経営全般を的確かつ公正に監督できる知見を有
していること等を踏まえて選任しています。
監査役のうち最低1名は経理または財務に関して十分な知識を有する者を選任することとしています。

2. 取締役候補・監査役候補の選任基準および社外役員の独立性判断基準
当社は、以下のとおり「取締役候補および監査役候補の選任基準」を策定しています。また、1.（3）において、社外役員を選任する際の当社からの「独立
性」について定めています。

連結報酬等（主要な連結子会社の役員としての報酬等を含む）の総額が1億円以上の者（2022年度）
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取締役候補・監査役候補の選任基準

1. 社外取締役候補および社外監査役候補
次に掲げる要件を満たすこと。
会社法が定める取締役、監査役の欠格事由に該当しないこと。
保険業法が定める保険持株会社の取締役、監査役の欠格事由に該当しないこと。
十分な社会的信用を有すること。
社外監査役にあっては保険業法等が定める保険会社の監査役の適格性を充足すること。

加えて以下（1）～（3）を満たすこと。

（1） 適格性
会社経営に関する一般的常識および取締役・取締役会の在り方についての基本的理解に基づき、経営全般のモニタリングを行い、アドバイスを行うために必要
な次に掲げる資質を有すること。
資料や報告から事実を認定する力
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問題及びリスク発見能力・応用力
経営戦略に対する適切なモニタリング能力および助言能力
率直に疑問を呈し、議論を行い、再調査、継続審議、議案への反対等の提案を行うことができる精神的独立性

（2） 専門性
経営、経理、財務、法律、行政、社会文化等の専門分野に関する知見を有し、当該専門分野で相応の実績を挙げていること。

（3） 独立性
次に掲げる者に該当しないこと。
1. 当社又は当社の子会社の業務執行者
2. 当社の子会社の取締役又は監査役
3. 当社を主要な取引先とする者（その直近事業年度における年間連結売上高の2％以上の支払いを当社又は当社の子会社から受けた者）又はその業務執行者
（コンサルティングファーム、監査法人又は法律事務所にあっては、当該法人、組合等の団体に所属するコンサルタント、会計専門家又は法律専門家）

4. 当社の主要な取引先（当社の直近事業年度における連結元受正味収入保険料（除く積立保険料）の2％以上の支払いを当社の子会社に対して行った者）又
はその業務執行者

5. 当社の上位10位以内の株主（当該株主が法人である場合は当該法人の業務執行者）
6. 当社又は当社の子会社が取締役を派遣している会社の業務執行者
7. 当社又は当社の子会社から役員報酬以外に過去3年間の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計専門家又は
法律専門家

8. 過去5年間において上記2.から7.のいずれかに該当していた者
（注）「過去５年間において」とは、社外取締役又は社外監査役として選任する株主総会の議案の内容が取締役会で決議された時点から過去５年間をい
う。

9. 過去に当社又は当社の子会社の業務執行者であった者（社外監査役にあっては、過去に当社又は当社の子会社の取締役であった者を含む。）
10. 上記1.から9.までに掲げる者（業務執行者については業務執行取締役、執行役員又は部長職以上の使用人をいう。）の配偶者又は二親等内の親族
（4） 通算任期
2015年4月1日以降に新たに就任する社外取締役および社外監査役の通算任期を次のとおりとする。
1. 社外取締役にあっては、4期4年を目処とし、最長8期8年まで再任を妨げない。
2. 社外監査役にあっては、原則として1期4年とするが、最長2期8年まで再任を妨げない。
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社外取締役・社外監査役の選任理由等

社外取締役

氏名 就任年月 選任理由及び期待される役割の概要 出席状況※

坂東　眞理子 2017年6月 内閣府男女共同参画局長、在オーストラリア連邦ブリスベン日本国総領事、
昭和女子大学学長等を歴任され、行政・教育分野やダイバーシティ推進に
関する豊富な知見を有しておられます。引き続き当該知見及び経験を

12回中12回

2. 社外取締役以外の取締役候補および社外監査役以外の監査役候補
次に掲げる要件を満たすこと。

会社法が定める取締役、監査役の欠格事由に該当しないこと。
保険業法が定める保険持株会社の取締役、監査役の欠格事由に該当しないこと。
保険業法等が定める保険会社の常務に従事する取締役、監査役の適格性を充足すること。

加えて、多様な経験や専門性の高い経験等を有し、リーダーシップの発揮により企業理念を体現すること。

独立役員届出書 PDF  （89KB）
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活かし、特にダイバーシティ推進について専門的な観点から取締役の職務
執行に対する監督、助言をいただくことを期待しています。

飛松　純一 2018年6月 弁護士として海外を含む企業法務全般に関する豊富な知見を有しておられ
ます。引き続き当該知見を活かし、特に当社グループの経営の健全性確保に
ついて専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言をいただく
ことを期待しています。

12回中12回

ロッシェル・
カップ

2020年6月 異文化コミュニケーンに関する豊富な知見並びに日本及び米国における経営
コンサルタントとしての経験を有しておられます。引き続き当該知見及び経
験を活かし、特に当社グループのグローバル展開について専門的な観点から
取締役の職務執行に対する監督、助言をいただくこを期待しています。

12回中12回

石渡　明美 2022年6月 花王株式会社執行役員として、ＥＳＧ活動をけん引するなどサステナビリティ
に関する豊富な知見を有し、また、広報・コーポレートブランディングの統括
責任者としての経験を有しておられ、当該知見及び経験を活かし、幅広い視点
から経営の監督と経営全般への助言をいただくことを期待しています。

10回中10回

鈴木　純 2023年6月 帝人株式会社帝人グループ駐欧州総代表、同社代表取締役社長執行役員 CEO等
を歴任され、国際ビジネスに関する豊富な知見及び上場企業の経営者としての
経験を有しておられます。当該知見及び経験を活かし、幅広い視点から経営の
監督と経営全般への助言をいただくことを期待しております。

ー

※2022年度中に開催した取締役会への出席状況
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社外監査役

氏名 就任年月 選任理由 出席状況※

千代田　邦夫 2016年6月 会計および監査の専門家として、大学教授、公的機関の委員等を歴任され
ており、当社取締役会などにおいてもその豊富な知見や経験に基づいた発言
を行っています。引き続きそれらを当社の経営に反映していただくため、
社外監査役として選任しています。

取締役会
12回中11回
監査役会
11回中11回

植村　京子 2017年6月 法律の専門家として、裁判官、弁護士等を歴任されており、当社取締役会
などにおいてもその知識や経験に基づいた発言を行っており、引き続きそれ
らを当社の経営に反映していただくため、社外監査役として選任しています。

取締役会
12回中11回
監査役会
11回中10回

取締役・監査役・執行役員のスキルマトリックス

※2022年度中に開催した取締役会、監査役会への出席状況

当社グループでは、人事委員会にて、当社グループの成長戦略の実現に向けて、多様な視点から論議を行うため、取締役会の実効性確保に必要なスキル（知
識、経験、能力）について審議し、経営戦略等の重要な事項の判断及び職務執行の監督の観点から、以下のとおりとしました。
① 一般的に求められるベースとなるスキル
「企業経営」、「人事・人財育成」、「法務・コンプライアンス」、「リスク管理」、「財務・会計」
② 当社グループのコア事業が保険事業であり、グローバルな事業展開をしていることを踏まえたスキル
「保険事業」、「国際性」
③ 現在の当社の事業環境を踏まえた、事業変革及び市場が重視している課題への対応に必要なスキル
「IT・デジタル」、「サステナビリティ」
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関連情報

また、監査役については、「財務・会計」を重要なスキルとしています。

役員紹介

社外取締役インタビュー（動画）
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コンプライアンスに関する基本方針

コンプライアンス推進態勢

具体的活動内容

コンプライアンス・プログラム

コンプライアンス

当社では、グループのコンプライアンスに関する基本方針および遵守基準である「MS&ADインシュアランス グループ コンプライアンス基本方針」を定めてい
ます。当社およびグループ国内保険会社は、この基本方針またはこれを踏まえた個別の方針に基づき、コンプライアンスの徹底に取り組んでいます。グループ
の役員・社員一人ひとりが、法令や社内ルールなどを遵守し高い倫理観に基づいた企業活動を行っていくことを通じて、お客さまをはじめとするすべてのステ
ークホルダーの信頼に応え、企業の社会的責任を果たしていきます。

MS&ADインシュアランス グループ コンプライアンス基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 反社会的勢力に対する基本方針

MS&ADインシュアランス グループ 利益相反管理に関する基本方針

当社では、取締役会の課題別委員会として、コンプライアンス態勢のモニタリングと協議・調整を行う品質向上・コンプライアンス委員会を設置し、重要事項
については品質向上・コンプライアンス委員会の協議を踏まえて取締役会に報告を行う態勢としています。
当社は、グループのコンプライアンスに関する事項を統括して管理する部門として、コンプライアンス部を設置しています。コンプライアンス部は、当社およ
びグループ国内保険会社におけるコンプライアンスに関する取り組みを統括管理しています。
グループ国内保険会社においては、コンプライアンス事項を所管するそれぞれのコンプライアンス担当部門が、コンプライアンスに関する方針・社内規定・施
策の策定・推進、保険募集に関する業務運営ルールの企画・運営を担うほか、当該部門を中心として、法令や社内ルールなどに違反するおそれのある行為に関
する事実確認・調査を行っています。

コンプライアンスに関する全社的な実践計画として、当社およびグループ国内保険会社ではそれぞれ「コンプライアンス・プログラム」を取締役会で決議し、
具体的な取り組みを推進しています。コンプライアンス・プログラムの実施状況や対応すべき課題などについては、各社のコンプライアンス委員会や取締役会
などに定期的に報告されています。
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コンプライアンス・マニュアル

当社およびグループ国内保険会社では、それぞれのコンプライアンスに関する方針、法令等遵守に関する規程、役員・社員が遵守すべき法令およびその事例解
説などを記載した「コンプライアンス・マニュアル」を作成し、役員・社員に対して配布するとともに、研修などを通じて、コンプライアンスに関する基本事
項の周知徹底を図っています。また、法令や社内ルールなどに違反するおそれのある行為が発見された場合の報告先を同マニュアルの中で明記し、このような
行為に関する事実確認・調査を行う体制を整備しています。
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コンプライアンスに関する各種点検

モニタリング活動

スピークアップ制度（内部通報制度）

マネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡散金融対策

コンプライアンスに関する教育・研修

当社およびグループ国内保険会社では、「コンプライアンス・プログラム」などに基づき、役員・社員・代理店に対する教育・研修計画を毎年度策定・実施
し、法令や社内ルールに対する知識の向上およびコンプライアンス意識の強化に努めています。

グループ国内保険会社では、法令や社内ルールなどに違反するおそれのある行為の未然防止と早期発見を目的に、コンプライアンスに関する各種点検に取り組
んでいます。

当社のコンプライアンス部は、グループ国内保険会社のコンプライアンス態勢やコンプライアンス推進状況のモニタリング活動を行い、グループ全体の状況を
把握した上で、品質向上・コンプライアンス委員会および取締役会に報告を行っています。また、当社とグループ国内保険会社のコンプライアンス部門とのミ
ーティング等を通じて、コンプライアンス上の課題認識および知識・ノウハウの共有化を図り、グループ全体のコンプライアンス態勢の強化に努めています。

MS&ADインシュアランス グループでは、コンプライアンスに関する問題が発生したときにグループ各社の社員等が報告できる「スピークアップデスク」など
の「スピークアップ制度（内部通報制度）」を設けています。社外等の法律事務所にも受付窓口を設け、通報者が利用しやすいよう配慮しているほか、通報
者・相談者の秘密保持や情報の取り扱いに十分に注意し、通報者・相談者が不利益な取り扱いを受けることのないよう、通報者・相談者の保護を図っていま
す。
なお、海外拠点役職員向けのグローバル通報窓口も設置しています。15か国語での通報に対応しており、海外から日本本社への通報も可能となっています。

MS&ADインシュアランス グループでは「マネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡散金融対策に関する方針」を定め、グループ各社の商品・サービスがマ
ネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡散金融に利用されることを防止するための取り組みを推進しています。
また、MS&ADインシュアランス グループの海外拠点では、海外拠点向けの「コンプライアンス・マニュアル」の中に「マネー・ローンダリング規制対応およ
び資産凍結者等の措置対象者への対応ガイドライン」を規定し、海外拠点におけるマネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡散金融対策を実施しています。

マネー・ローンダリング、テロ資金供与、拡散金融対策に関する方針
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腐敗防止の取り組み

海外事業のコンプライアンス推進態勢

税務コンプライアンスに対する取り組み

税務に関する基本的な考え方
1. MS&ADグループ各社は、すべてのステークホルダーからの信頼・信用を重視し、納税活動の重要性や社会的意義を十分認識した誠実かつ責任のある
税務対応を行う。

2. MS&ADグループ各社は、業務を遂行するにあたり各々の国または地域の租税法規を遵守する。
3. MS&ADグループ各社は、税務関連コストの適正化に努め、適正な税務処理、税務申告および納税を行う。
4. MS&ADグループ各社は、各々の国または地域の税務に関する法令およびその趣旨に反して、事業目的の伴わない租税回避のみを意図した取引等を行
わない。

5. MS&ADグループ各社は、各々の国または地域の税務当局に対して、適時適切に協力的かつ誠実で透明性のある対応を行い、信頼関係の維持・向上に
努める。

MS&ADインシュアランス グループでは「公正な事業慣行に関する方針」を定め、当社グループの公正な事業慣行（「贈収賄等腐敗行為の禁止」「政治活動・
政治資金に関する法令の遵守」）の遂行を図っています。
また、これに加えMS&ADインシュアランス グループの海外拠点に対し、海外拠点向けの「コンプライアンス・マニュアル」の中に「贈収賄防止」の項目を設
け、適切なルール整備および研修等を通じて、海外拠点における贈収賄防止の取り組みを実施しています。

公正な事業慣行に関する方針

MS&AD インシュアランス グループの海外拠点では、役員・社員の一人ひとりがコンプライアンスを最優先に、それぞれの国・地域の文化や慣習、歴史を尊重
し、地域の発展に貢献できるよう行動することを心がけています。これらグループの海外拠点のコンプライアンスに関する事項を統括し管理する部門として、
当社は国際管理部を設置し、グループ会社の海外拠点のコンプライアンス関連の取り組み状況をモニタリングし、指導、支援を行うとともに、グループ全体の
コンプライアンス事項を統括するコンプライアンス部と連携のもと、海外コンプライアンスの状況を当社取締役会等に定期的に報告し、関係部門との論議を行
いつつ、海外コンプライアンス態勢の整備・充実に取り組んでいます。

MS&AD インシュアランス グループは、レジリエントでサステナブルな社会を目指して、安定した人々の生活や活発な事業活動を支える企業として信頼される
存在であることが、保険事業の原点であり重要な価値と考えています。
税務コンプライアンスに関しては、近年、企業の社会的責任の一つとして税務の透明性確保の重要性が高まっていることや、国際課税の枠組み強化の動きが進
展するなど、税務を取り巻く環境が大きく変化するなか、当社グループとしても、税務の透明性確保の重要性を十分に認識し、グループにおける税務コンプラ
イアンスに対する考え方や取組の内容を内外に示していくことが、責任ある企業行動として重要であると考えています。

■税務に関する基本方針
当社グループでは、グループの社員一人ひとりが税務に関し高い倫理観を持ち適正な税務対応を行うため、2018年4月に取締役会の決議により策定した
「MS&AD インシュアランス グループ 税務に関する基本方針」に則って、税務コンプライアンスの徹底に取り組んでいます。
基本方針に定めた「税務に関する基本的な考え方」（下記）に基づき、企業活動を行うにあたって、税務コンプライアンスに対する意識を一層高め、適正な納
税を行うことを通じて、すべてのステークホルダーの信頼に応えていきます。
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■「MS&ADインシュアランス グループ 税務に関する基本方針」に基づく重要な税務課題への取組内容

「MS&ADインシュアランス グループ 税務に関する基本方針」は経理担当役員の責任の下でグループ税務の専門部署が管理・運用を行っています。
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この体制において、「MS&ADインシュアランス グループ 内部統制システムに関する基本方針」に基づき、基本方針に沿った体制の構築及び運用が適切に行わ
れているか毎年点検を行い、取締役会に報告しています。

グローバルな税務ガバナンス態勢の構築
当社グループでは、グループ税務の専門部署が、主要なグループ各社の税務コンプライアンス・税務リスクの状況を定期的にモニタリングし、また、重要
な取引の実行に先立ち事前に税務上の取り扱いを点検する体制を構築するなど、グローバルレベルでの税務ガバナンス態勢の強化に取り組んでいます。
また、重要な取引の検討に際しては、外部専門家を活用するほか税務当局への事前照会を行うなど税務リスクの低減に努めています。
移転価格
OECDによるBEPS（Base Erosion and Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プロジェクトの趣旨を理解し、適切な国または地域で適正な納税が行われ
るよう努めています。
グループ間取引については、グループの移転価格ポリシーに基づき算定した独立企業間価格等の適正な価格により行い、経済価値を生み出した国または地
域における適正な所得に基づいた適正な納税を行っています。
タックスプランニング
租税回避のみを目的として、事業目的・実体の伴わない取引・組織形態により、無税または低税率の国・地域（いわゆるタックスヘイブン）を利用したタ
ックスプランニングは行いません。
税務当局との関係
各国の税務当局の求めに応じ適切な情報提供を行うなど、誠実な対応を通じて各国の税務当局との健全な関係を構築することにより、予期せぬ課税リスク
の低減に努めています。
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国別の納税額（2022年度）
（単位：億円）

※国別データはグループ会社の本社所在国により集計しています。
※「主な収益」は、損害保険事業における正味収入保険料および生命保険事業における保険料収入の合計金額を記載しています。

※主要国における支払税額（2021年度：国別報告事項ベース）
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日本 1、102

29 

シンガポール 21 

マレ ー シア 21 

英国 19 

その他 49 

合計 II 1,245: 

（単位：億円）
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ERMとリスク管理

ERMをベースにしたグループ経営
当社グループでは、ERM（Enterprise Risk Management）サイクルをグループ経営のベースにおき、健全性の確保を前提として、収益力及び資本効率の向上
のための取組みを行っています。リスク選好方針等を踏まえて各事業への資本配賦を行い、配賦した資本を活用してリスクテイクを実施し、ROR（Return On

Risk）等のモニタリングを通じて、適切なリスクコントロールを行っています。中期経営計画（2022-2025）では、ERM委員会を中心に、資本・リスク・リ
ターンを踏まえた、グループ各事業の評価・管理の高度化に取り組むとともに、成長事業への投資など、より資本効率の高い事業機会への資本配賦を機動的に
実施し、グループの資本効率の向上を図っていきます。

リスク・リターン・資本の一体管理
経営ビジョンを実現するため、グループリスク選好方針に沿った中期経営計画を策定の上、ERMサイクルをベースにリスク（統合リスク量）・リターン（グル
ープ修正利益）・資本（時価純資産）を一体的に管理し、健全性の確保、資本効率及びリスク対比リターンの向上を図っています。
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ERMサイクル

収益性向上に向けた取組み
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健全性を確保しながら、資本効率を高めていくため、当社グループでは、各事業ドメインでの下記の取組みを通じて、適切なリスク・リターンの確保を図って
います。

RORの推移
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リスク管理の実行と推進

当社グループでは、「MS&ADインシュアランス グループ リスク管理基本方針」を定め、グ
ループ内で共有された基本的な考え方のもとでリスク管理を実行しています。具体的には、
当社グループの事業ポートフォリオに影響をおよぼす主要なリスク事象を洗い出し、そのリ
スク要因を定量・定性の両面から評価することによって、リスク管理を推進しています。

リスク管理
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・リスク管理基本方針
・リスク管理体制
・保険事業のリスク
・海外事業のリスク管理態勢
・危機管理体制（事業継続計画を含む）
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リスクの特定・管理

当社グループでは経営が管理すべき重要なリスク事象を「グループ重要リスク」として選定し、その発現シナリオを「気候変動」等にも留意して想定したうえで、管理取組計画を策

定するとともに、各リスクの状況を定期的にモニタリングし、リスクのコントロールに取り組んでいます。
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※留意事項：「主な想定シナリオ」の策定において留意した事項
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自然災害リスクの管理

TCFD（気候関連情報ディスクロージャー）

自然災害のリスク保有量のコントロール

TCFD（気候関連情報ディスクロージャー）

中長期的に当社グループ経営に影響を与える可能性のある事象や、現時点ではその影響の大きさや発生時期の把握が難しいものの認識しておくべき事象を、次のとおりグループエマ

ージングリスクとして定期的にモニタリングしています。
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基本的な考え方と方針

情報セキュリティ管理態勢

モニタリング活動

情報セキュリティ

MS&ADインシュアランス グループでは、情報セキュリティに関する諸法令を遵守するとともに、社内規程の整備、システムセキュリティの拡充、社員・代理
店への情報管理教育の徹底、情報漏えいリスクの軽減等、より強固な情報管理態勢の構築に向けて、継続的な取り組みを進めています。また、グループ全体の
情報セキュリティ管理強化を積極的に図るため、「MS&ADインシュアランス グループ情報セキュリティ管理基本方針」を定めるとともに、法令等を遵守して
お客さまの情報を適切に取扱うため、「MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報管理基本方針」および「MS&ADインシュアランス グループ お客さ
ま情報の共同利用に関する基本方針」を定めています。

情報セキュリティ管理基本方針

お客さま情報管理基本方針

お客さま情報の共同利用に関する基本方針

当社は、グループ情報セキュリティを担当する執行役員（グループCISO: Group Chief Information Security Officer）を任命し、情報セキュリティ態勢の構
築、強化を進めており、MS&ADインシュアランス グループは、情報資産に関わる脅威を認識し、サイバーセキュリティなど常に外部環境の変化を捉え、情報
セキュリティの確保および迅速に対応する態勢を構築しています。
また、グループ国内保険会社は、「MS&ADインシュアランス グループ お客さま情報管理基本方針」に基づき、情報管理に関する方針・社内規定の策定、セキ
ュリティ対策の導入、社員・代理店教育の企画・運営、点検・モニタリングなどを行っています。また、情報漏えい等の事故が発生した場合の対応態勢を整備
し、迅速な事後対応や再発防止策の策定など、適切な対応に努めています。

当社は、グループ国内保険会社の情報セキュリティ管理態勢の整備状況についてモニタリングを行い、経営への報告を行っています。また、把握した状況をも
とに、適宜グループ国内保険会社とのノウハウの共有や、必要な支援などを行うことを通じて、グループ全体の情報セキュリティ管理態勢の強化に努めていま
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個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

当社およびグループ国内保険会社は、関係法令等を遵守することの宣言や、適切な取得・利用目的の限定など、お客さまの情報の取扱いに関する諸事項につい
て個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）等を策定し、これを各社ホームページで公表しています。

各社の個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス株式会社

三井住友海上火災保険株式会社

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

三井ダイレクト損害保険株式会社

三井住友海上あいおい生命保険株式会社

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社
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基本的な考え方と方針

具体的な取組み

人権に関する取組み

取引における責任

MS&ADインシュアランス グループは、「MS&ADインシュアランス グループ コンプライアンス基本方針」の中で、当社グループの全ての役員・社員が、企業
の社会的責任を常に認識し、事業活動に関連する全ての法令等を遵守し、社会の期待と要請に応えるため誠実かつ公平・公正な活動を実践することを定めてい
ます。

コンプライアンス基本方針

また、2017年2月に「MS&ADインシュアランス グループ 人権基本方針」を定め、バリューチェーンを含めた事業活動が、人権におよぼす顕在的・潜在的な負
の影響に責任があることを認識し、人権を尊重した活動と対話の実践に向け、取組みを始めています。

人権尊重の基本方針

事業活動においてさまざまな業務を外部に委託する場合が生じている実態を踏まえ、業務の外部委託に関する基本方針「MS&ADインシュアランス グループ 外
部委託管理基本方針」を策定しました。グループ会社は、上記を踏まえて外部委託に関する管理態勢を整備し、適切に運営しています。

外部委託管理基本方針

MS&ADインシュアランス グループは「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」に基づき、環境について経営戦略の一環として1.気候変動の緩和及
び気候変動への適応、2.持続可能な資源の利用、3.環境負荷の低減、4.生物多様性の保全を主要課題と定め、ステークホルダーとともに取組みを推進していま
す。

環境基本方針

当社グループでは、人権デュー・ディリジェンスを通じて、①公平・公正なお客さま対応、②取引先・代理店における人権対応の考慮への取組み、③社員の健
康への配慮と差別のない職場環境の実現を重点項目とし、定期的なモニタリングを行い、リスク低減の対策を実施しています。

人権デュー・ディリジェンスと是正措置
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外部委託先の適正性の確認

環境に関する取組み

バリューチェーンにおける取組み

人権への配慮

環境への配慮

グループ国内保険会社では、新たな委託先を選定する際の基準を明確化しているほか、委託先への定期点検を原則年1回実施しており、お客さまの個人情報の管
理態勢、経営の健全性及び業務遂行の適切性などを確認しています。

当社グループでは、重点課題として「地球環境との共生（Planetary Health）」を掲げ、気候変動への対応と自然資本の持続可能性向上に取り組んでいます。

気候変動への対応

自然資本の持続可能性向上

人権尊重の基本方針

当社グループは、サービスの調達等に関わるサプライヤーや代理店等のビジネスパートナー等の関係者に対して、事業活動において人権への負の影響が発生す
ることを防止、軽減するように働きかけを行っています。

パリ行動誓約へ署名し、2050年ネットゼロの実現に向けてあらゆる事業活動でサステナビリティを考慮する方針を策定しています。
2050年ネットゼロの達成に向けては、当社だけでなくサプライチェーンでの削減が重要となることから、お客さま、代理店などのステークホルダーとともに、
脱炭素化社会への移行、社会のCO2排出量の削減に貢献する取組みを推進していきます。
自然資本の持続可能性の向上については、日本企業の生物多様性取組を推進するイニシアティブ（JBIB）の会長企業としてリーダーシップを発揮しています。
三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保では、1年に1回、取引先に「MS&ADインシュアランス グループ 環境基本方針」を説明し、環境への配慮について協
力を依頼しています。代理店や取引先企業においての簡易版環境ISOである「エコアクション21」の認証の取得（三井住友海上のみ）や、エコ整備※の普及と、
自動車リサイクル部品の活用を促進しています。
グループ各社で保険契約に係る証券や約款のペーパーレス化、ご契約者専用Webページを拡充し、郵送していた通知を電子化するなど、お客さまと連携したペ
ーパーレス化を推進しています。また、事業で使用する文具など、グリーン調達にも積極的に取り組んでいます。

お客さまと連携したペーパーレス化推進

エコアクション21認証取得支援

エコ整備・エコ車検の普及

（※）エコ整備（「エンジン洗浄」）の普及推進
「エンジン洗浄」は2008年4月から、国の「グリーン購入法」上の特定調達品目に規定化されています。エコアクション21の認証取得の支援は、「エンジン洗
浄」の普及にもつながっています。
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外部委託管理基本方針

MS&ADインシュアランス グループは、事業活動においてさまざまな業務を外部に委託する場合が生じている実態を踏まえ、業務の外部委託に関する基本方針
「MS&ADインシュアランス グループ 外部委託管理基本方針」を策定しました。グループ会社は、上記を踏まえて外部委託に関する管理態勢を整備し、適切に
運営しています。

1. 対象となる外部委託

2. 外部委託管理態勢

MS&ADインシュアランス グループ　外部委託管理基本方針

MS&ADインシュアランス グループは、業務を外部に委託する場合において、以下の管理方針にもとづき、適切に外部委託先を管理する態勢を整備し
ます。

MS&ADインシュアランス グループが、その業務を営むために必要な事務の一部または全部を外部に委託する場合であって、業務遂行上の的確性を確
保するとともに、お客さま保護または経営の健全性を確保する必要があるものをいいます。
なお、本方針におけるお客さまとは、「MS&ADインシュアランス グループのあらゆる活動に関わるお客さま」をいい、個人・法人等を問いません。

当社およびグループ国内保険会社は、以下のとおり外部委託管理態勢を整備し、適切に運営します。
（1）外部委託管理責任者・外部委託管理部署の設置
（2）外部委託管理に関する規程等の策定および周知
（3）外部委託先に対する点検・監督の実施
（4）再委託先に対する適切な管理
（5）外部委託業務に関するお客さまからの相談・苦情等への対応態勢の整備
（6）その他外部委託管理について必要な態勢整備および態勢の見直し
その他のグループ会社は、上記を踏まえて外部委託に関する管理態勢を整備し、適切に運営します。

以上
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情報開示とIR（Investor Relations）

資本政策と株主還元方針

＜参考資料＞

気候関連の財務情報開示

情報開示
MS&ADインシュアランス グループは、「MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針」でグループ国内保険会社における対外的な情報開
示の方針を定めています。この基本方針に則り、グループ各社は法令及び金融商品取引所の定める開示ルールの徹底を図るとともに、それぞれのステークホル
ダーが、正しく、かつ速やかにその実態を認識できるよう、情報開示を行っていきます。

ディスクロージャー基本方針

株主・投資家の皆さまに信頼され企業価値を正当に評価していただけるよう、基本方針（IRポリシー）に基づきIR活動を展開しています。

情報開示とIR（Investor Relations）

当社グループでは、健全性の確保を前提として、持続的な成長により企業価値を高めていくとともに、継続的・安定的な株主還元を実施していくことをめざし
ています。

資本政策と株主還元方針

株主・投資家の皆さまへのご参考資料として、最近の各年度にお支払いした配当金の推移、MS&ADホールディングスの株式の証券コード及び単元株式数等の
基本情報等についても、IRサイト上で紹介しています。

配当情報

株式基本情報

当社グループは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に賛同し、情報の開示を進めていきます。
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自然関連の財務情報開示

気候関連の財務情報開示

当社グループは、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）に賛同し、情報の開示を進めていきます。

自然関連の財務情報開示
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基本方針と取組体制

基本方針

MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針

株主との建設的な対話方針

IRポリシー

情報開示とIR（Investor Relations）

MS&ADインシュアランス グループでは、お客さま、株主・投資家、取引先など、関係するさまざまなステークホルダーの皆さまに、信頼され適切に評価して
いただけるよう、適切な情報開示の実現に積極的に取り組んでいます。

当社グループでは、情報開示に関する姿勢を、「MS&ADインシュアランス グループ コーポレートガバナンスに関する基本方針」に定めています。
この基本方針にもとづいて、株主の皆さまとの対話については「株主との建設的な対話に関する方針」を、適切な情報開示については「MS&ADインシュアラ
ンス グループ ディスクロージャー基本方針」等を定め、正確、迅速、かつ、公平な情報開示を実施しています。

コーポレートガバナンスに関する基本方針

「MS&ADインシュアランス グループ ディスクロージャー基本方針」は、グループ国内保険会社各社における対外的な情報開示の方針を定めたものです。
グループ国内保険会社各社は、この基本方針に則り、法令及び金融商品取引所の定める開示ルールの徹底を図るとともに、それぞれのステークホルダーが、正
確、迅速、かつ、公平にその実態を認識できるよう、情報開示を行っています。

ディスクロージャー基本方針

当社グループでは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けて、株主の皆さまとの「建設的な対話」に取り組み、それを経営に活かすことにより、更な
る価値創造に努めています。

株主との建設的な対話方針

「IRポリシー」は、MS&ADホールディングスによるIR活動の基本方針を定めたものです。
当社グループでは、IRポリシーに基づき、法令や金融商品取引所の規則等により開示が求められる会社情報ばかりでなく、当社グループ経営の基本方針・経営
計画や事業戦略等投資判断に資する各種情報についても積極的に公表し、開示情報の充実に努めています。また、開示にあたっては、引き続き迅速かつ公平
で、わかりやすく情報発信していきます。
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情報開示の体制

リスク管理委員会

株主・投資家とのコミュニケーション

当社グループでは、情報開示の適時性、適正性を確実にし、また、情報開示統制の有効性を評価するため、「リスク管理委員会」を設置し、適時開示体制を構
築しています。

「リスク管理委員会」は、取締役会の決議により設置され、適時情報開示体制の中核となる機関です。
同委員会は、企画部門・経理部門・そのほか情報開示に関連する各部門を担当する役員及び部長により構成し、情報開示に関する審議や開示情報の適切性の検
証等を行っています。
適時開示体制の概要については、コーポレート・ガバナンス報告書内で紹介しています。

コーポレートガバナンスに関する報告書

当社グループでは、社長を筆頭に経営陣が中心となって、株主・投資家、アナリストの皆さまとの対話を積極的に実施しています。
機関投資家・アナリストの皆さまに向けた各種説明会の開催に加え、MS&ADホールディングスのオフィシャルサイト（ホームページ）上で、株主・投資家の
皆さまによりわかりやすく利便性の高い情報発信を行っています。
当社グループでは、株主・投資家、アナリストの皆さまの声に誠実に耳を傾けるとともに、IR活動を通じて株主・投資家、アナリストの皆さまから寄せられた
要望・評価等については、グループ内で情報共有し、企業価値の向上に役立てていきます。

株主との建設的な対話方針

ホーム / サステナビリティ / ガバナンス / 情報開示 / 情報開示とIR（Investor Relations）
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中期経営計画

2022年度から新中期経営計画がスタートしましたので、ご紹介いたします。

中期経営計画(2022-2025) PDF  （5,340KB）

2022年度第1回 インフォメーションミーティング PDF  （10,216KB）
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目指す姿(定性目標）

今中期経営計画では、「リスクソリューションのプラットフォーマーとして、社会と共に成長する」とのサブタイトルを設けました。これは、経済的な損失の
補てんに加えて、補償・保障前後における商品・サービスを、様々な企業と連携しつつシームレスに提供する。また、デジタルやデータの力を活用してリスク
コンサルティングを高度化する。これにより、リスクソリューションの領域において、あらゆる解決策を提供できる存在になり、社会と共に成長していきた
い、との思いを込めています。
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目指す姿(定量目標）

2025年度にIFRS純利益で4,700～5,000億円、修正ROEで安定的に10％以上を実現します。

ホーム / MS&ADについて / WHAT WE DO / 経営戦略 / 中期経営計画

※1：ＩＦＲＳ純利益÷（ＩＦＲＳ純資産－政策株式の含み損益）

IFRSでは、政策株式の売却損益が純利益に含まれなくなることから、 ROEの分母（純資産）・

分子（純利益）の基準を揃えるため、純資産から政策株式の含み損益を除く

※2：グループ修正利益÷グループ修正純資産

修正純資産＝連結純資産＋異常危険準備金等－のれん・その他無形固定資産
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基本戦略と基本戦略を支える基盤

「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」を実現するため、「Value（価値の創造）」 「Transformation（事業の変革）」
「Synergy（グループシナジーの発揮）」 を基本戦略とします。
「サステナビリティ」「品質」「人財」「ERM」を基本戦略を支える基盤とします。
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基本戦略 ～ Value（価値の創造）～
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基本戦略 ～ Transformation（事業の変革）～
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基本戦略 ～ Synergy（グループシナジーの発揮）～
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基盤取組 ～サステナビリティ～
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基盤取組 ～品質～
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基盤取組 ～人財～

基盤取組 ～ERM～
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